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平成２７年度当初予算について

○平成２７年度は、産業振興による雇用の創出や農林水産業の振興によるふるさとの再生、移住

・定住対策、少子化対策など、秋田の創生に向けた取組を中心として、２年目となる「第２期

ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく施策・事業を着実に推進する。

○特に、秋田の創生に向けた取組については、国の補正予算に対応し、地方創生関連事業の一部

を先行して実施するための２６年度補正予算を追加提案する予定としており、当初予算と合わ

せて強力に展開するとともに、これまで進めてきた人口問題対策・経済雇用対策等を包含した

秋田版総合戦略を策定し、２８年度以降の取組につなげていく。

○２７年度当初予算は、県立学校等の整備がピークを迎える中にあっても、プライマリーバラン

スの黒字を確保し、将来負担の抑制に努めるとともに、財政２基金の残高３００億円台を維持

するなど、財政の健全性に配慮した上で、様々な県政課題に対応し、元気な秋田を創造してい

くための積極型の予算とした。

Ⅰ 当初予算の規模・特徴

１ 予算規模

○秋田の創生に向けた取組を中心として、「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」に基づく施策

・事業について重点的に推進。

○消費税率引上げによる増収分により、子ども・子育て支援新制度への対応や地域医療・介護体

制の充実など、社会保障関係施策を拡充。

○国の補正予算を踏まえ、平成２６年度追加補正予算において、秋田の創生関連施策の一部を先

行して実施（当初予算から追加補正に移行 １７億円程度）する予定。

（参考）当初予算規模の推移

Ｈ２６当初 ６,０１２億円（前年度比△０.８％）
Ｈ２５．６（肉付け） ６,０６２億円（前年度比＋０.６％）
Ｈ２４当初 ６,０２７億円（前年度比＋０.１％）
Ｈ２３当初 ６,０２１億円（前年度比△４.１％）

一般会計総額は６,０１４億円（対前年度当初比＋２億円、＋０.０％）



２ 歳入・歳出の内訳（一般会計）

１ 歳 入
（ 単位：百万円、％）

Ｈ２６当初 Ｈ２７当初 増 減 額 増減率

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 （H27－H26）

県 税 ８１,７３３ 13.6 ８８,５４１ 14.7 ６,８０８ 8.3

地方消費税清算金 ２４,５７７ 4.1 ３６,９６８ 6.1 １２,３９１ 50.4

地 方 譲 与 税 １８,６９４ 3.1 １９,５８３ 3.3 ８８９ 4.8

地 方 交 付 税 １９５,３６５ 32.5 １９５,０１７ 32.4 △３４８ △0.2

(地方交付税＋臨時財政対策債） （２３０,８６１） (38.4) （２２３,７３３） (37.2) （△７,１２８） (△3.1)

国 庫 支 出 金 ５７,９１８ 9.6 ６１,０６１ 10.2 ３,１４３ 5.4

繰 入 金 ３０,２３４ 5.0 ２３,４５８ 3.9 △６,７７６ △22.4

うち財政２基金からの繰入 ６,８００ 1.1 ６,８００ 1.1 ０ 0.0

諸 収 入 １０４,０７３ 17.3 ９３,０４９ 15.5 △１１,０２４ △10.6

県 債 ７８,４２１ 13.1 ７４,１０５ 12.3 △４,３１６ △5.5

一般会計債等 ４２,９２５ 7.2 ４５,３８９ 7.5 ２,４６４ 5.7

臨時財政対策債 ３５,４９６ 5.9 ２８,７１６ 4.8 △６,７８０ △19.1

そ の 他 １０,１７２ 1.7 ９,６４８ 1.6 △５２４ △5.2

計 ６０１,１８７ 100.0 ６０１,４３０ 100.0 ２４３ 0.0

① 県税 ８８５億円 （前年度比 ＋６８億円 ＋8.3％）
地方消費税や法人事業税の増などにより、６８億円、８.３％の増加。

② 地方交付税 １,９５０億円 （前年度比 △３億円 △0.2％）
国の地方財政対策や、算定基礎となる人口等を総合的に勘案して推計。
臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税は、７１億円、３.１％の減少。

③ 国庫支出金 ６１１億円 （前年度比 ＋３１億円 ＋5.4％）
日本型直接支払交付金事業に係る国庫補助金の増などにより、３１億円、５.４％の増加。

④ 繰入金 ２３５億円 （前年度比 △６８億円 △22.4％）
「地域活性化対策基金」、「森林整備及び木材産業振興臨時対策基金」等からの繰入の減など

により、６８億円、２２.４％の減少。

⑤ 諸収入 ９３０億円 （前年度比 △１１０億円 △10.6％）
制度融資の既貸付分の元利収入の減などにより、１１０億円、１０.６％の減少。

⑥ 県債 ７４１億円 （前年度比 △４３億円 △5.5％）
臨時財政対策債の減などにより、４３億円、５.５％の減少。
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２ 歳 出
（ 単位：百万円、％）

Ｈ２６当初 Ｈ２７当初 増 減 額 増減率

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 （H27－H26）

人件費 １４４,４１５ 24.0 １４２,４５２ 23.7 △１,９６３ △1.4

公債費 ９９,７３４ 16.6 １０１,１５２ 16.8 １,４１８ 1.4

公共事業 ７２,８８０ 12.1 ７３,１３２ 12.1 ２５２ 0.3

補助事業 ３８,８７４ 6.5 ３９,８６０ 6.6 ９８６ 2.5

単独事業 １８,９６１ 3.1 １９,９８８ 3.3 １,０２７ 5.4

災害復旧事業 ４,８８６ 0.8 ４,６０３ 0.8 △２８３ △5.8

国直轄事業負担金 １０,１５９ 1.7 ８,６８１ 1.4 △１,４７８ △14.5

その他投資的経費 ２７,７２０ 4.6 ２５,０７４ 4.2 △２,６４６ △9.5

社会保障関係経費 ６０,５５５ 10.1 ６８,５５６ 11.4 ８,００１ 13.2

一般行政経費 １９５,８８３ 32.6 １９１,０６４ 31.8 △４,８１９ △2.5

計 ６０１,１８７ 100.0 ６０１,４３０ 100.0 ２４３ 0.0

① 人件費 １,４２５億円 （前年度比 △２０億円 △1.4％）
人員の縮減や退職手当の減などにより、全体として２０億円、１.４％の減少。

② 公債費 １,０１２億円 （前年度比 ＋１４億円 ＋1.4％）
臨時財政対策債の償還増などにより、１４億円、１.４％の増加。

③ 公共事業 ７３１億円 （前年度比 ＋２億円 ＋0.3％）
県内経済情勢を踏まえた補助事業や単独事業の実施などにより平成２６年度と同程度の事

業費（２億円、０.３％増）を確保。

④ その他投資的経費 ２５１億円 （前年度比 △２６億円 △9.5％）
再生可能エネルギー等導入推進臨時対策事業、厚生連病院移転新築支援事業の減などによ

り、全体として２６億円、９.５％の減少。

⑤ 社会保障関係経費 ６８６億円 （前年度比 ＋８０億円 ＋13.2％）
医療、介護に要する経費の増などにより、全体として８０億円、１３.２％の増加。
※地方消費税率引上げによる増収分（７６.３億円）を社会保障関係経費（一般財源ベー
ス６４０.８億円）に充当。

⑥ 一般行政経費 １,９１１億円 （前年度比 △４８億円 △2.5％）
制度融資の既貸付分に係る預託金の減、国の緊急雇用創出等臨時対策基金事業の減などに

より、全体で４８億円、２.５％の減少。
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３ 健全な財政運営の確保

（１）県債の状況

○高等学校の整備等による増がある一方、臨時財政対策債の減少により、県債発行額は前年度比

４３億円の減。

○プライマリーバランスは通常債ベースで２５５億円、臨時財政対策債を含めても１２４億円の

黒字。

（参考）県債発行の状況

Ｈ２６当初 Ｈ２７当初 増 減

(A) (B) (C) (B)－(A)
臨財債発行額 ① ３５５億円 ２８７億円 △６８億円

通常債発行額 ② ４２９億円 ４５４億円 ＋２５億円

県債発行額計 ③(①+②) ７８４億円 ７４１億円 △４３億円

（参考）県債発行額、プライマリーバランス

元金償還額 県債発行額 プライマリー Ｈ２７年度末

バ ラ ン ス 現在高見込み

(A) (B) (A)－(B)
Ｈ２７当初 ８６５億円 ７４１億円 １２４億円 12,808億円

うち通常債 ７０９億円 ４５４億円 ２５５億円

※平成２６年度末残高見込 12,932億円

高等学校整備事業費の増等により、通常債は２５億円の増となる一方、臨時財政対策債が

６８億円減少し、県債発行額は前年度比４３億円の減

当初予算編成時のプライマリーバランスは、臨時財政対策債を除き２５５億円の黒字
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（２）財政２基金の状況

○公債費、社会保障関係経費の増に対応するとともに、プランに基づく施策・事業を実施するた

めの財源措置を講じながら、財政２基金についても３００億円台を確保し、将来の安定的な財

政運営に備えた。

（参考）財政２基金（財政調整基金・減債基金）の取崩額と残高の推移

取崩額 当初予算編成時

財政２基金残高

Ｈ２７当初 ６８億円 ３０６億円（見込み）

Ｈ２６当初 ６８億円 ３２０億円

Ｈ２５．６（肉付け） ８８億円 ２６４億円

Ｈ２４当初 ７３億円 ２５７億円

Ｈ２３当初 ７２億円 ２６５億円

財政２基金残高は３００億円を維持
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Ⅱ 主要施策の概要

１ 秋田の創生に向けた取組の推進

（１）雇用創出のための産業振興

【成長分野への新たな事業展開と起業の促進】
自動車、航空機、再生可能エネルギー等の成長産業への県内企業の参入や起業の

促進など、本県経済の活性化と安定的な雇用の創出に向けた施策を展開する。

①企業競争力強化事業（P35） 58,375千円
○県内企業の競争力強化のため、経営革新や生産性向上の取組に対する支援のほか、技術

指導からビジネスマッチングまでの一貫した支援を行う。

・事業内容 生産工程の効率化等の取組に対する助成（５件、県1/2、上限100万円）

高度で専門的な課題を解決するための各種専門家の派遣

各種アドバイザー等による改善指導、技術指導、販路開拓支援 等

②相談機能の強化に関する事業 126,141千円
○中小企業が抱える経営課題や技術的課題の解決を図るため、中小企業に対する相談機能

を強化する。

・事業内容 専門家相談事業（商工団体組織活動強化事業）

商工会議所、商工会連合会及び中小企業団体中央会が行う専門家相談事

業に要する経費に対し助成する。

企業相談事業等

(公財)あきた企業活性化センターが行う専門家派遣、製品開発・マーケ

ティング・産業デザイン等に関する相談業務等に要する経費に対し助成

する。

公設試験研究機関における相談業務

総合食品研究センター及び産業技術センターにおいて技術支援等を行う。

③先導的技術等開発支援事業（P36) 57,353千円
○本県の産業構造が抱えている下請依存等の課題を解決するため、今後の成長が見込まれ

る産業分野の技術や製品の開発に先導的に取り組む県内企業等を支援する。

・事業内容 製品開発費等に対する助成（３件、県10/10、上限1,000万円）等

④新事業展開資金貸付事業【創業支援資金】（P41） 704,712千円
○県内で新たに事業を開始しようとする者等に対する低利融資資金である創業支援資金に

ついて、Ａターンによる起業等を促進するため、貸付利率の引下げ及び貸付期間の延長

を行う。

・融 資 枠 15億円

・貸付限度額 2,500万円

・貸 付 利 率 1.95％（Ａターン起業者及び創業塾修了者は1.65％）

※引下げ前は2.15％（創業塾修了者は1.95％）

・貸 付 期 間 10年以内（据置３年以内）

※延長前は７年以内（据置２年以内）

・保 証 料 率 0.60％（県補助後）
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⑤あきた企業立地促進助成事業（P40） 1,630,722千円
○本県にとって波及効果の大きい企業の立地を促進し、雇用の創出を図るため、工場等の

新増設に伴う設備投資等に要する経費に対し助成する。

・助 成 対 象 製造業（環境・エネルギー型企業、資源素材型企業を含む）、流通関連

業、情報通信関連業 等

・補 助 要 件 投下固定資産額３億円以上、新規常用雇用者10人以上

・補 助 率 10％（加算制度あり）

・雇用奨励費 25万円/人（３年間）

・限 度 額 ５億円（加算制度あり）

⑥ 洋上風力発電導入推進事業（P41） 34,000千円
○本県沖での洋上風力発電の事業化に向け、風車の建設作業の拠点となる岸壁及び埠頭用

地について、地耐力等の必要な規格や規模を検討する。

【制度融資】
○県内中小企業の経営改善や新事業展開等に係る資金繰りを支援するため、697億円の新規

融資枠を確保する。

(単位：億円)

(参考)
資 金 名 概 要 融資枠

H26

中小企業振興資金 中小企業に対する一般的な事業資金 273 221

経営安定資金 受注減や取引先の倒産等により経営不振 325 575

うち緊急経済対策枠 に陥っている中小企業に対する低利な資 - 70

うち経営力強化枠 金 50 50

うち借換枠 120 350

新事業展開資金 事業転換や多角化により新事業に取り組

む企業、再生可能エネルギー発電に取り 84 82

組む事業者等に対する資金

その他の資金 中小企業が農業分野へ参入する際の資金、
15 15

企業の再建に係る資金等

合 計 697 893

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策

・自動車産業における技術水準の向上、販路拡大等に向けた支援

・大手航空機メーカーとの取引拡大に向けたオーダーメイド型支援

・新エネルギー関連産業振興施策の強化

・産学官による医工連携の取組の強化

・新たな技術開発等を行う中核企業候補に対する集中的な支援

・後継者人材バンクの設置や中小企業が行う事業承継に向けた取組に対する支援
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【販路拡大の促進】
市場ニーズに対応した商品づくりを強化し、大消費地である首都圏等への戦略的

な売り込みを図るほか、東アジア等の経済成長を秋田の発展に取り込むため、県内

企業が海外に果敢に打って出る環境を整備する。

①あきたの食文化発信事業（P61) 5,629千円
○県内への誘客や県産品の販路拡大を図るため、首都圏において、秋田の食文化の積極的

な情報発信等を行う。

・事業内容 「アンテナ酒場」の指定（３店舗）

「ハタハタフェスティバル」の開催（鳥取県と共催） 等

②秋田の園芸品目販売拡大事業（P53） 21,242千円
○県産園芸品目の販売額の増大を図るため、首都圏等の大消費地における販売促進活動を

強化する。

・事業内容 「秋田県産園芸品目バイヤーズ倶楽部」の設置

ＮＡＭＡＨＡＧＥダリア第５期生選抜総選挙の実施 等

③秋田県産牛ブランド確立推進事業（P54) 80,026千円
○新たな県産牛ブランド「秋田牛」の認知度向上を図り、ブランド確立を推進するととも

に、「義平福」産子を中心とする優良素牛の導入に対し支援する。

・事業内容 首都圏において通年で秋田牛を提供する事業者に対する支援

トップセールスの実施

肥育素牛の導入費用に対する助成（５万円/頭） 等

④ 農業者等販売力強化チャレンジ事業（P47) 11,535千円
○首都圏での販路開拓に取り組もうとする農業者等を支援する。

農業者等販路拡大チャレンジ事業

・補助対象 商談会出展、カタログ作成、パッケージ製作 等

・補 助 率 県1/2（上限100万円）

農業者等営業スキルアップ事業

・事業内容 専門家派遣による現地指導 等

⑤あきた県産材販売戦略事業（P58） 65,770千円
○県産材の新たな需要拡大を図るため、プロモーション活動や工務店等との連携による販

路拡大等に取り組む。

・事業内容 「森と木の国あきた展」の開催

県産材を使用した県外の住宅施主に対する県産品等の提供 等

⑥県内企業輸出促進応援事業（P40) 13,062千円
○海外への販路拡大に取り組む県内企業を支援する。

・事業内容 海外展示会への出展経費、マーケティング調査費、海外拠点開設のための

渡航費等に対する助成（県1/2、上限100万円）

⑦フードセーフティー推進事業（P62) 5,510千円
○国内外での県産加工食品の販路拡大を図るため、食品等事業者を対象として衛生管理に

関する技術的サポートを行う。

・事業内容 商品の衛生管理状態を証明するためのマニュアル作成や研修の実施

輸出対象国に応じた技術的支援 等
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⑧東南アジア経済・観光交流促進事業（P39) 7,785千円
○県内企業の東南アジアへの進出や東南アジアとの経済・観光交流を促進するため、タイ

に設置した連絡デスクにおいて情報収集、連絡調整等を行う。

⑨海外政府機関等連携推進事業（P40) 4,749千円
○東南アジア諸国及び台湾の政府機関等と連携した情報収集、バイヤーの招聘等を行う。

⑩中国・韓国販路拡大支援事業（P39) 4,524千円
○中国及び韓国からのバイヤーの招聘、中国華北地域との取引拡大のためのアドバイザー

の配置等を行う。

⑪ガントリークレーン整備事業（特別会計）（P40） 837,200千円
○コンテナ貨物の増大に対応するため、ガントリークレーン１基を更新する。

・総 事 業 費 約10.5億円（クレーン撤去費含む）

・事 業 期 間 平成26～27年度

・27年度事業 本体工事、クレーン撤去

・供 用 予 定 平成27年９月（予定）

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策

・一次産品から加工品まで幅広い県産品の販路拡大に対する支援

・商品力のレベルアップや食品事業者の販売力の強化に向けた支援

・東アジア地域を対象とした県産農産物や日本酒等の販路拡大
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（２）農林水産業の振興によるふるさとの再生

【強い担い手づくり】
本県農業を支える担い手が、農政改革を乗り越え、厳しい環境の中にあっても力

強い経営体として発展していけるよう、意欲的な取組を後押しする。

①農地中間管理総合対策事業(P43) 1,566,843千円

○農業経営の規模拡大や農地の集団化等に必要な農地の流動化を促進するため、公的な推

進母体となる農地中間管理機構の活動等に対し助成する。

・補 助 率 国7/10、県3/10

※機構の貸付実績に応じ、事後に最大で国2.5/10の別途加算あり。

○農地中間管理機構が行う農地の売買事業に対し助成する。

・補 助 率 国6/10、県4/10

○農地中間管理機構を通じて担い手への農地集積に協力する農地の出し手に対し、協力金

を交付する。

【地域集積協力金】２～3.6万円/10a

【経営転換協力金】30～70万円/戸

【耕作者集積協力金】２万円/10a

②農業経営発展加速化支援事業（P43） 222,196千円

○「攻めの経営発展計画」を策定し、規模拡大、複合化、法人化などにより経営の発展に

取り組む認定農業者等をハード・ソフトの両面から支援する。

攻めの経営発展計画策定支援事業

販売額１千万円以上の達成等を目標とする計画の策定及び目標達成に向けた取組を支

援する。

農業経営ステップアップ推進事業（計画推進ソフト事業）

新たな販路開拓や先進的な農業法人における実践研修等の取組に対し助成する。

・補 助 率 県1/2

農業経営ジャンプアップ条件整備事業（計画推進ハード事業）

計画の実践に必要となる施設・設備等の導入に対し助成する。

・補助対象 60経営体

・補 助 率 県1/2（稲作関連機械・施設改修等整備は県3/10）

③新規就農総合対策事業（P44） 158,512千円

○県内での就農を希望する若者等の多様なニーズに対応した農業研修の実施や、機械・施

設等の整備など、総合的な就農支援を行う。

・事業内容 県の各試験場等における１～２年の実践研修（奨励金７万５千円/月）

新たな取組や経営拡大のために必要となる機械・施設等の導入に対する助

成（県1/3（農外から就農する場合は県1/2））等
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【複合型生産構造への転換】
収益性の高い複合型の生産構造への転換に向け、野菜や畜産等の戦略作目への取

組をさらに強化する。

①園芸メガ団地育成事業（P50） 330,090千円
○県産野菜や花きの産出額を増大させるため、本県の園芸振興をリードする大規模園芸団

地を整備する。

・整備内容

区分 地区名 規模等

継続 能代市轟地区 ねぎ(露地13ha)
男鹿・潟上地区 輪菊・小菊(露地8ha、施設17棟)

大仙市中仙中央地区 トマト(施設104棟)

新規 秋田市雄和地区 ダリア(施設14棟、露地2ha)、ねぎ(露地3ha)、え
だまめ(露地5ha)

にかほ市中三地地区 輪菊(施設18棟)、小菊(露地7.3ha)

由利本荘市鳥海平根地区 リンドウ(露地3ha)、小菊(露地2ha)、アスパラガ
ス(施設2棟、露地4ha)

横手市十文字地区 ほうれんそう(施設54棟)、キュウリ(施設20棟、露地

2ha)、菊(施設10棟、露地1.5ha)、すいか(露地1ha)

・補 助 率 県1/2

②未来にアタック農業夢プラン応援事業（P47） 387,477千円
○トップブランド産地の形成と収益性の高い農業経営の確立を図るため、戦略作物の産地

拡大や経営の複合化に必要な機械・施設等の導入に対し助成する。（県1/3）

野菜ナショナルブランド化支援事業

・対象品目 えだまめ、ねぎ、アスパラガス、トマト、キュウリ、すいか

攻める「秋田の花」推進事業

・対象品目 リンドウ、ダリア 等

活気あふれる果樹産地育成支援事業

・対象品目 りんご、なし、ぶどう 等

戦略作物生産拡大対策事業

・対象品目 戦略作物、肉用繁殖雌牛・乳用牛（初妊牛）、飼料増産 等

③野菜ナショナルブランド化総合対策事業（P51） 610,147千円
○県産野菜をナショナルブランドに育成するため、「オール秋田体制」で生産・加工・販

売対策を集中的に実施する。
えだまめ日本一躍進事業

・事業内容 機械化一貫体系と長期安定出荷の確立

オリジナル品種を活用した秋豆シリーズによるブランド産地の確立
秋田美人ねぎ産地強化事業

・事業内容 「７～８月どり栽培」と「冬どり栽培」の拡大による周年出荷の確立

大規模機械化体系の導入による生産拡大
アスパラガス周年産地強化事業

・事業内容 ハウス栽培や早堀栽培の導入促進による周年栽培の拡大

新改植の促進による産地の活性化
果菜類産地強化対策事業

・事業内容 トマト、キュウリ、すいかの県オリジナル品種の開発 等

共同利用施設等整備事業
・事業内容 閉鎖型植物工場の整備

・実施主体 農業生産法人

・補 助 率 国1/2
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④活気あふれる果樹産地育成事業（P52） 34,329千円
○高品質で収益性の高い果実の生産拡大を進めるとともに、積雪寒冷地においても安定生

産ができる足腰の強い果樹産地を育成する。

・事業内容 「秋泉」の外観向上技術の確立

雪害回避技術の展示ほの設置や雪害回避マニュアルの作成

「北限の桃」などの凍害回避技術及び苗木の越冬管理方法の確立

耐雪型生産施設等の導入支援（県1/3） 等

⑤攻める「秋田の花」推進事業（P51） 24,327千円
○県産花きのブランド化と生産額の増大を図るため、県オリジナル品種等の生産拡大を進

めるとともに、ＮＡＭＡＨＡＧＥダリアの輸出促進に取り組む。

⑥飼料用米総合対策事業（P49) 28,595千円
○飼料用米について、農業者が取り組みやすい環境を整備するとともに、地域内流通・利

用の拡大を図る。

飼料用米安定多収生産実践事業

畜産団地の堆肥を活用した低コスト多収生産の実証等を行う。

飼料用米保管・流通体制整備事業

飼料用米の生産・利用拡大を図るため、流通・保管体制の整備に対し助成する。

・補 助 先 ＪＡあきた北

・補助対象 保管倉庫２棟の改修

・補 助 率 県1/3（上限2,000万円）

地域内流通・利用対策事業

稲作・畜産農家の需給調整を行うほか、飼料用米の給与に取り組む畜産農家に対し助

成する。

・補助対象 飼料用米保管に係る簡易施設整備、運搬経費 等

・補 助 率 施 設 整 備 県1/3（上限1,000万円）

運搬経費等 県10/10（上限１地区50万円）

⑦６次産業化総合支援事業（P45） 144,435千円
○農山漁村における所得や雇用の増大、地域活力の向上を図るため、農林漁業者等の６次

産業化に向けた取組を総合的に支援する。

次世代経営６次産業化チャレンジ事業

・事業内容 農林漁業者等が自ら実施する農産加工等に対する助成（県1/3）

異業種から農業に参入し６次産業化に取り組む企業への総合的支援(県1/3)

６次産業化ネットワーク活動交付金

・事業内容 農林漁業者等の個別相談や専門家による指導等の支援体制の整備(国10/10)

生産・加工等に要する機械設備の導入等に対する助成（国1/2）等

⑧ 大規模肉用牛団地整備事業（P55） 6,075千円
○肉用牛の生産基盤の強化を図るため、大規模肉用牛団地の整備に対し助成する。

・補助対象 事業計画の策定、地質調査、測量調査 等

・補 助 率 県1/2
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【中山間地域対策】
条件が不利な中山間地域においても、地域資源を活用した特色ある農業・食ビ

ジネスの展開により、一定の農業所得を確保できるよう、市町村と一体でサポー

トする。

①元気な中山間農業応援事業（P56） 342,248千円

中山間地域資源活用プラン策定事業

・事業内容 「地域資源活用プラン」の策定に向けた取組に対する助成

・補 助 率 県1/2

中山間水田畑地化整備事業

・事業内容 水田の畑地化に必要な基盤整備の実施

・負担割合 国55/100、県35/100（うち7.5/100県単嵩上げ）、市町村等10/100

中山間資源を活かす生産体制整備事業

・事業内容 地域特産物の生産体制強化に必要な機械等の導入に対する助成

・補 助 率 県1/2（水稲生産体制再編事業は県3/10）

中山間６次産業化モデル事業

・事業内容 ６次産業化の展開に必要な設備等の導入に対する助成

・補 助 率 県1/2

②日本型直接支払交付金事業（P45、P105) 4,580,050千円

○農業農村の多面的機能を維持・発揮するため、地域活動や営農継続等に対し支援する。

【多面的機能支払】

農業者や地域住民等を含む活動組織が行う、水路の泥上げや農地法面の草刈り、水路

等の修繕等の取組に対し助成する。

・交付単価：農地維持支払 （田）3,000円/10a

資源向上支払（共同活動）（田）2,400円/10a（新規地区）

（田）1,800円/10a（継続地区）

資源向上支払（長寿命化）（田）4,400円/10a

・交付面積：97,300ha

【中山間地域等直接支払】

中山間地の耕作放棄地発生を防止するために活動組織が行う水路、農道等の維持管理

の取組に対し助成する。

・交付単価：(田)21,000円/10a

・交付面積：10,900ha

【環境保全型農業直接支払】

化学肥料や化学合成農薬を原則５割以上低減させるなど、地球温暖化防止・生物多様

性保全に効果の高い取組に対し助成する。

・交付単価：(田)8,000円/10a

・交付面積：1,485ha

13

0123456789



【農産物の流通・販売対策の強化】
マーケットインの視点をより重視し、県産農産物の生産から流通・販売までの

一連の流れによる売り込みを強化するため、新たに「農産物流通販売戦略」を策

定し、生産者と農業団体、行政等が一体となって取り組む。

① 県産農産物販売戦略推進事業（P46) 17,211千円
○マーケットインの視点を重視し、県産農産物の生産から流通・販売まで一体的に取り組

む。

・事業内容 「農産物流通販売戦略」の策定

企業開拓員による実需者ニーズの収集

マッチング推進員の配置

首都圏商談会等への県ブース出展 等

② 農業者等販売力強化チャレンジ事業（P47)【再掲】 11,535千円
○首都圏での販路開拓に取り組もうとする農業者等を支援する。

農業者等販路拡大チャレンジ事業

・補助対象 商談会出展、カタログ作成、パッケージ製作 等

・補 助 率 県1/2（上限100万円）

農業者等営業スキルアップ事業

・事業内容 専門家派遣による現地指導 等

③ ＪＡ販売力強化オリジナルプラン支援事業（P47) 22,000千円
○「販売拡大オリジナルプラン」を策定し、マーケットインの視点から新規作目導入や販

売チャネルの拡大等に取り組むＪＡに対し助成する。

・補助対象 新たな販売チャネルや販売先の開拓等に要する経費

販売強化のため必要な機械等の導入に要する経費

・補 助 率 県1/2（既存作目拡大は県1/3）

④秋田の園芸品目販売拡大事業（P53）【再掲】 21,242千円
○県産園芸品目の販売額の増大を図るため、首都圏等の大消費地における販売促進活動を

強化する。

・事業内容 「秋田県産園芸品目バイヤーズ倶楽部」の設置

ＮＡＭＡＨＡＧＥダリア第５期生選抜総選挙の実施 等

⑤秋田県産牛ブランド確立推進事業（P54)【再掲】 80,026千円
○新たな県産牛ブランド「秋田牛」の認知度向上を図り、ブランド確立を推進するととも

に、「義平福」産子を中心とする優良素牛の導入を支援する。

・事業内容 首都圏において通年で秋田牛を提供する事業者の支援

トップセールスの実施

肥育素牛の導入に要する経費に対する助成（５万円/頭） 等

⑥ 食肉流通体制強化事業（P56） 112,250千円
○県産食肉の流通販売機能の強化を図るため、(株)秋田県食肉流通公社が行う施設整備等

に対し助成する。

・補助対象 と畜・解体設備、加工品製造設備 等

・補 助 率 県1/2

⑦秋田米ブランド販売力強化事業（P49） 9,492千円
○米の競争が激化する中においても秋田米の需要拡大を図るため、民間事業者との連携に

よる効果的な販売促進活動等を展開する。

・事業内容 高級百貨店での「あきたこまちウィーク」の開催

大手家電メーカーとの連携による秋田米のＰＲ 等
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【林業・水産業の振興】
林業・水産業の競争力や体質を強化するため、県産材の販路拡大、栽培漁業体

制の整備、人材育成等を推進する。

①あきた県産材販売戦略事業（P58）【再掲】 65,770千円
○県産材の新たな需要拡大を図るため、プロモーション活動や工務店等との連携による販

路拡大等に取り組む。

・事業内容 「森と木の国あきた展」の開催

県産材を使用した県外の住宅施主に対する県産品等の提供 等

②「オール秋田で育てる」林業トップランナー養成事業（P59） 35,613千円
○将来の林業を担う若い林業技術者を養成するため、林業大学校において研修を実施する。

・入 学 者 18名

・研修期間 ２年間

・研修内容 森林・林業基礎、林業経営、木材加工・流通、木材資源利用 等

③ 林業就業前研修生支援事業（P59） 29,500千円
○平成27年度の林業大学校入学者に対し就業準備金及び奨学金を給付する。

秋田県緑の青年就業準備給付金事業

・対 象 者 入学者18名

・給付金額 150万円/人

秋田林業大学校研修生奨学金事業

・対 象 者 入学者18名のうち５名

・給付金額 10万円/人

④秋田県水と緑の森づくり税事業（P106） 491,928千円
○地球温暖化の防止、県土の保全、水源かん養等の公益的機能を有する森林を健全に守り

育て、次代に引き継いでいくため、ハード・ソフトの両面から森林環境の保全に取り組

む。

・事業内容 針広混交林化の推進

森林ボランティアによる森づくり活動に対する支援

⑤森林病害虫等防除対策事業（P106） 273,369千円
○近年被害が拡大傾向にある松くい虫被害やナラ枯れ被害を防止し、森林の持つ公益的機

能の維持拡大を図る。
松くい虫被害先端地域特別対策事業

・対象地域 松くい虫発生先端地域（能代山本地区等）

・実施内容 薬剤散布、伐倒駆除 等
松くい虫防除対策事業

・対象地域 県営林、市町村営林等

・実施内容 被害調査、薬剤散布、伐倒駆除、樹幹注入 等
ナラ枯れ予防対策事業

・対象地域 景勝地等

・実施内容 伐倒駆除、樹幹注入
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⑥水産加工振興対策総合推進事業（P57） 7,708千円
○水産物の加工体制の整備等に対し助成するとともに、ハタハタの販促活動を行う。
・事業内容 水産物の加工に必要な機械・設備等の導入に対する助成（県1/3）

首都圏飲食店等への販促活動及びフェアの開催 等

⑦漁業就業者確保総合対策事業（P58） 10,584千円
○漁業就業希望者に対し、漁業現場での実践的な技術習得研修を行うとともに、研修資金
を支援する。

・事業内容 最長２年間の技術習得研修

定着支援金 ７万５千円/月

⑧ 水産振興センター栽培漁業施設整備事業（P58） 35,936千円
○「第７次栽培漁業基本計画」に基づく栽培漁業を推進するため、水産振興センターの施

設を更新する。
・事 業 内 容 餌料培養・親魚棟、新魚類棟、甲殻類棟、魚類・藻類培養試験棟の整備 等

・事 業 期 間 平成27～30年度

・想定事業費 約18億円
・27年度事業 基本・実施設計 等

水産振興センター栽培漁業施設整備の構想

餌料培養・親魚棟

甲殻類棟
魚類・藻類培養試験棟

新魚類棟

ろ過・貯水槽 揚水・機械施設

第７次基本計画の放流目標

対象種 放流目標数 サイズ
マダイ 30万尾 85mm
ヒラメ 20万尾 80mm
トラフグ 10万尾 50mm
キジハタ 5万尾 50mm
エゾアワビ 65万尾 25mm
ガザミ 60万尾 10mm
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（３）交流人口の拡大

【秋田の魅力の発信】
官民一体となった誘客宣伝や各種大会の開催、多様なメディアの活用等により秋

田の魅力を国内外に発信し、国内外からの誘客を積極的に展開する。

①あきたびじょんブランド化推進事業（P61) 71,787千円
○秋田ファンの拡大を図るため、地域資源のブランド化に取り組むとともに、様々なメデ

ィアを活用して本県の魅力を発信する。

・事業内容 アドバイザーの活用による地域資源のブランド化

秋田の魅力をＰＲするフリーマガジンの制作(年４回、各２万部発行)

Facebook等のソーシャルメディアを活用した情報交流

テレビ、雑誌等を活用した秋田の魅力の発信(テレビ２番組、雑誌７誌) 等

②都市農村交流推進事業（P60) 3,100千円
○自然や食、農家民宿など地域の多彩な資源を活用した体験型交流観光ビジネスを育成す

る。

・事業内容 グリーン・ツーリズムや体験交流型旅行に関する情報発信

農家の起業支援 等

③ 文化による地域の元気創出事業（P62) 74,399千円
○国民文化祭の成果を踏まえ、文化の力により地域の活性化を図る活動に対し支援を行う

とともに、県内外に秋田の文化を発信する。

・事業内容 文化による地域の元気創出事業補助金の創設(県2/3、上限100万円又は300万円)

「第23回地域伝統芸能全国大会」の開催 等

④秋田韓国交流推進事業（P60） 60,516千円
○韓国国際定期便の路線維持及び利用拡大を図るため、秋田・韓国間等の交流を促進する。

・事業内容 修学旅行及び民間の交流に対する助成 等

補助額 渡航費・宿泊費： ２万円/人(修学旅行の場合)

パスポート取得費： 1.1万円/人(中学生・修学旅行に限る)

○秋田空港利用促進協議会を通じ、韓国国際定期便の利用促進対策を実施する。

・事業内容 韓国便利用旅行商品の広告経費等に対する助成

乗継旅行商品に対する助成（５千円/人）

⑤環日本海クルーズ推進事業（P68） 2,607千円
○秋田港のにぎわい創出と観光誘客を図るため、他港と連携して外航クルーズ船の誘致活

動を行う。

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策
・マーケットやターゲットを絞り込んだ官民一体で行う誘客宣伝

・韓国、台湾、タイを中心に、東アジア等からの誘客拡大を図るためのプロモーショ
ンの実施

・意欲ある民間事業者が行う宿泊施設の改修等の取組に対する支援

・ホームページやFacebook、現地情報誌等による本県の観光情報の発信
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【スポーツの振興】
スポーツの競技力向上の取組を強化するとともに、合宿の誘致や大規模なスポー

ツイベントを開催することにより、地域活性化を図る。

①スポーツ王国創成事業（P63） 327,611千円

○本県スポーツの競技力向上を図るため、競技団体・県体育協会と連携した選手強化事業

のほか、高等学校の部活動に対する支援やスポーツ大会の開催支援等を行う。

・事業内容 競技団体が実施する選手強化・ジュニアアスリート強化等に対する助成

県体育協会と連携した競技力向上対策の実施

アスリート輩出のためのタレント発掘・育成

高等学校部活動に対する支援

②秋田のトップスポーツチーム応援事業（P64） 30,864千円

○スポーツを通じた地域活性化及び本県の情報発信のため、本県トップスポーツチームを

支援する。

・事業内容 秋田ノーザンハピネッツ、ブラウブリッツ秋田、秋田ノーザンブレッツの

ユニフォーム等への本県指定キャッチフレーズの掲出 等

③スポーツを通じた交流推進事業（P64） 14,671千円

○スポーツによる地域活性化や交流人口の拡大を図るため、スポーツイベントの開催支援

や合宿の誘致等を行う。

・事業内容 スポーツイベントの開催に対する助成

企画・検証に対する助成（県10/10、上限40万円）

開催に対する助成（県1/2、上限50～100万円）

スポーツ合宿等に対する助成

１人１泊当たり定額を助成

（国内通常枠：１千円、国内トップレベル枠：２千円、国外枠：３千円）

④２０２０プロジェクト推進事業（P65） 16,963千円

○東京オリンピック・パラリンピックなどの国際スポーツ大会に係る事前合宿の誘致活動

を推進する。

・事業内容 関係団体からの情報収集や市町村との連絡調整

事前合宿誘致のためのプロモーション

県内視察時の滞在支援等

トップレベルの選手が参加する大会への助成（県1/2、上限150万円）等
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⑤ＦＩＳワールドカップモーグル大会開催事業（P65） 60,000千円

○田沢湖スキー場において、ＦＩＳ(国際スキー連盟)主催のワールドカップモーグル大会

を開催し、本県の魅力を世界に発信するとともに、県内スキー競技のレベル向上を図る。

・会 場 田沢湖スキー場（黒森山モーグルコース）

・大会期間 平成28年２月27日(土)～28日(日)（予定）

・運営主体 県、仙北市、県スキー連盟等による組織委員会

・参加者数 約3,000人（選手・役員・観客等）

⑥新しい全県駅伝大会開催事業（P65） 20,000千円

○市町村、民間団体との連携により、県内全市町村対抗の駅伝大会を開催する。

・開 催 日 平成27年９月13日(日)（予定）

・開 催 地 横手市

・競技方式 25市町村対抗、約30km・９区間

・付帯ｲﾍ゙ ﾝﾄ 25市町村による物産ブースの設置（9/12～13）等

⑦あきたスカイドーム再整備事業（P66） 420,000千円

○利用者の運動環境の安全性・快適性の向上を図るため、グラウンドの人工芝化や照明の

ＬＥＤ化等を行う。

・事業内容 人工芝張、ターンテーブルの設置、ＬＥＤ照明化 等

・完成時期 平成27年８月（予定）
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【交通戦略】

人の交流や物流を円滑にし、県民生活や経済活動等を支えるため、道路網の整備

や航空路線の維持・拡充などの総合的な交通体系の整備を促進する。

①地方道路交付金事業（大館能代空港西線（鷹巣西道路））(P102) 419,000千円
○高速道路との連続性を図るため、日本海沿岸東北自動車道「二ツ井白神～あきた北空港

間」における「現道活用案」の一部として整備する。

・全体計画 延長5.25km

・総事業費 66億円

・事業期間 平成24～29年度（予定）

②生活バス路線等維持事業（P66) 217,442千円
○地域内の生活交通を確保するため、市町村が助成している生活バス路線の運行経費に対

し助成する。

・補 助 率 県1/2・3/8・1/8（平均乗車密度により３段階）

・対象路線 120系統

○市町村が運営している地域バスの運行経費等に対し助成する。

・補 助 率 県1/2・1/4（平均乗車密度により２段階）

・対象路線 146系統

③地方鉄道運営費補助事業（P67) 85,486千円
○第三セクター鉄道事業の経営安定化のため、運営に必要な経費を助成する。

・補助金額 秋田内陸縦貫鉄道(株) 県：50,000千円（沿 線 市 等：150,000千円）

由利高原鉄道(株) 県：35,486千円（由利本荘市： 43,016千円）

④広域交通ネットワーク維持・誘客促進事業（P67) 18,311千円
○定期路線の維持・拡充及び県外からの観光誘客を図るため、利用拡大に向けた取組を行う。

札幌線維持・誘客促進（秋田空港利用促進協議会への負担金）

・事業内容 北海道での観光ＰＲイベント開催

秋田泊旅行商品の造成支援（県1/2、上限１商品10万円）等

大館能代空港利用促進対策強化（大館能代空港利用促進協議会への負担金）

・事業内容 秋田泊旅行商品の造成支援（上限１商品10～20万円）

レンタカー助成（上限１千円/日、最大３日間）

航空会社のホームページや乗り継ぎ良好地のタウン誌への情報掲載 等

フェリー秋田航路維持・誘客促進（秋田県環日本海交流推進協議会への負担金）

・事業内容 北海道での観光ＰＲイベント開催

秋田泊旅行商品の造成支援（県1/2、上限１商品５万円）等

⑤空港経営体制検討事業（P68) 11,840千円
○県管理空港について、民営化など今後の経営体制に関する調査・検討を行う。

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策

・秋田内陸線の地元利用や観光誘客の促進に向けた取組
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（４）移住・定住対策

Ａターン就職をはじめとした県外からの移住・定住を促進するとともに、若者の県

内就業に向けた環境整備を行う。

①移住者居住環境整備事業（P93） 11,519千円
○移住者が利用可能な空き家について、市町村と連携して調査を行う。

②県内就職促進事業（P41） 43,319千円
○高卒者等の県内就職を促進するため、県内企業とのマッチング機会の提供や職場見学会

の開催など、各種支援を行う。

・事業内容 就職面接会の開催

高校生による地元企業の職場見学

求職者に対する個別カウンセリング 等

③秋田を支える人材確保支援事業（P98） 26,101千円
○県外在住者のＡターン就職促進や県内企業の人材確保等を図るため、マッチング機会の

提供や各種支援を行う。

・事業内容 Ａターン促進専門員による相談対応

就職面接会の開催

雇用労働アドバイザーによる求人開拓 等

④若者職場定着支援事業（P42） 43,092千円
○若者の職場定着に取り組む県内企業を対象としたセミナーの開催やコンサルタントの派

遣等を行う。

・事業内容 経営者や中堅・若手従業員を対象とした定着支援のためのセミナーの開催

職場定着に向けた実践プログラム実施企業へのコンサルタントの派遣 等

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策

・移住・定住総合支援交付金の創設

・首都圏における移住相談体制の強化

・多様なメディアを活用した総合的な移住情報の発信
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（５）少子化対策

結婚、妊娠・出産、子育てなど、ライフステージに応じたきめ細かな少子化対策を

総合的に推進し、本県人口の減少を抑制する。

①官民協働による“脱少子化あきた”総合推進対策事業（P93) 148,544千円
○官民協働で脱少子化に取り組むため、気運の醸成を図るほか、市町村や民間企業の様々

な取組を支援する。

・事業内容 これから親としての役割を担う世代へ結婚や家庭を持つことの意義等につ

いて学ぶ副読本の作成や講座の開催

市町村が行う地域の実情に応じた少子化対策事業等に対する助成 等

②出会い・結婚支援事業（P94) 36,219千円
○あきた結婚支援センターによるマッチングや出張相談の実施等により、出会い・結婚支

援の充実を図る。

③幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業（P94） 127,516千円
○不妊に関する理解を深め、不妊治療に取り組みやすい環境づくりを行うとともに、不妊

に悩む夫婦の精神的・経済的負担の軽減を図る。

・事業内容 リーフレット等の作成

不妊専門相談センターの設置

不妊治療費に対する助成（平成27年度から男性不妊治療への助成を拡充）等

④福祉医療費等助成事業（乳幼児・小学生分）（P97） 831,813千円
○子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児及び小学生の医療費に対し助成す

る。

・補助対象 乳幼児及び小学生の医療費自己負担分の1/2

・補 助 先 市町村

・補 助 率 県1/2
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⑤すこやか子育て支援事業（P97） 1,146,253千円
○子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児の保育料に対し助成する。

保育料助成事業

・事業内容 ０～６歳児の保育料助成（一定基準を超える所得の世帯を除く）

・補 助 率 低所得世帯1/2、その他の世帯1/4

・負担割合 県1/2、市町村1/2

ひとり親家庭児童保育料助成事業

・事業内容 ひとり親家庭の０～６歳児の保育料助成(一定基準を超える所得の世帯を除く)

・補 助 率 1/2

・負担割合 県1/2、市町村1/2

⑥ 子ども・子育て支援新制度による子育て環境の充実（P95） 3,947,524千円
○幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、私立の幼稚園、保育園及び認定こども

園の運営費等に対し助成する。

子どものための教育・保育給付支援事業

・事業内容 各施設の運営費に対する助成

小規模保育事業、事業所内保育事業の運営費に対する助成

地域子ども・子育て支援事業

・事業内容 一時預かり、延長保育、病児保育に要する経費に対する助成

⑦子どもの居場所づくり促進事業（P97） 613,508千円
○児童の健全育成や保護者の仕事と子育ての両立支援を推進するため、放課後児童クラブ

の運営費等に対し助成する。

・事業内容 放課後児童クラブの運営費に対する助成（242クラブ、国1/3、県1/3）

放課後児童支援員の認定に必要な研修の実施 等

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策

・企業における独身従業員ライフプラン講座の開催支援

・支援推進員や広報媒体による脱少子化への取組の周知

・結婚支援センターに関する首都圏ＰＲ活動
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（６）新たな地域社会の形成

自治体間の連携や地域支え合い体制の構築により、持続可能な地域づくりを進める

とともに、地域の様々な資源を活用し、地域活性化を推進する。

①県・市町村協働の地域づくり推進事業（P92) 5,166千円
○人口減少社会を見据え必要な住民サービスの提供を確保するため、県と市町村が連携し､

効果的・効率的な行政システムの構築を図る。

・事業内容 県と市町村の機能合体の推進

行政運営のあり方研究会の開催

市町村間の連携を進める取組に対する助成（広域連携推進補助金）

ごみ処理施設等の効率的運営に関する研究 等

② あきた循環のみず協働推進事業（P92) 12,940千円
○人口減少社会に対応した持続可能な生活排水処理サービスの提供を図るため、市町村と

協働で「秋田県生活排水処理構想」を策定する。

③秋田型地域支援システム推進事業（P92) 9,881千円
○人口減少や高齢化が進む地域において、実情に応じた地域支え合い体制の構築を進める｡

・事業内容 高齢者等の生活相談にワンストップで対応する窓口の設置（モデル事業と

して藤里町で実施）

④雪対策推進事業（P92） 57,436千円
○安全な除排雪作業の普及啓発や共助組織の立ち上げ支援を行う。

・事業内容 安全な除排雪等講習会の開催

共助組織立ち上げ経費に対する助成や相談員の配置

住宅の克雪化改修経費に対する助成 等

「小さな拠点」

秋田型地域支援システム

安否確認

買い物支援除 排 雪 支 援

生活交通支援

機能の集約ハードとしての拠点
（例：道の駅「清水の里・鳥海郷」）

■生活課題の相談機能や交流サロン機能

■地域支え合い体制の連絡・調整機能

■多様な社会参画の場の創出機能

■集落支援員等の活動拠点機能

銀行役場

商店 バス

診療所

道の駅

郵便局

地域の支え合い体制を強化するため、生活支援や交流、情報の発信等を行う多機能拠点
（「小さな拠点」）を活用した、秋田型地域支援システムを推進する。

○（旧）小学校区などを単位
○道の駅等の既存施設などを活用
○日常生活サービス機能を集約
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⑤あきた未来づくり交付金事業（P90） 1,036,700千円
○県市町村未来づくり協働プログラムに基づき実施されるプロジェクトの事業展開を支援

するため、「あきた未来づくり交付金」を交付する。

①湯 沢 市 まち歩き拠点施設の整備と情報発信等

②小 坂 町 旧小坂鉄道施設等を活用した「小坂鉄道レールパーク」の整備等

③美 郷 町 多様な体験・宿泊を推進する新たな交流機会の創出等

④北 秋 田 市 森吉山ビジターセンター（仮称）の整備等

⑤藤 里 町 あきた白神めん羊等のブランド化等

⑥東 成 瀬 村 ジュネス栗駒エリアのスポーツツーリズムの推進等

⑦大 潟 村 農産物直売所のリニューアルによる食の販売強化等

⑧由利本荘市 桑の木台湿原環境整備等（由利本荘市）

・にかほ市 にかほ市観光拠点センター建設等（にかほ市）

⑨羽 後 町 うごブランドを発信する拠点づくり等

⑩ 三 種 町 健康づくりの拠点施設の整備等

⑪ 仙 北 市 田沢湖の再生に向けた環境整備等

【参考】平成26年度２月追加補正予算により先行して実施予定の施策

・秋田型地域支援システムにおけるモデル事業の実施

・県内の私立大学等による地域貢献活動に対する助成

健康づくりの拠点施設「ゆめろん」 クニマス
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２ 元気な長寿社会の実現

県民一人ひとりの健康寿命の延伸に向けた総合的な健康づくりや、安全で質の

高い医療提供体制の構築を推進するほか、医療や介護関係者、地域住民等が連携

して要介護者や認知症有病者等を地域で支えていく体制づくりを進める。

①医療・介護・福祉ネットワーク構築事業（P69) 6,266千円
○高齢者等が介護や療養が必要な状態になっても、住み慣れた場所で生活を続けることが

できる環境を整備するため、在宅生活支援に向けた医療・介護・福祉の各分野の機能向

上と相互の連携を促進する。

②総合的ながん対策の推進（P70) 280,232千円
○がん予防推進事業

・事業内容 中学生等を対象とした、がん教育事業の実施

受動喫煙防止に関する実態調査及び対策検討会の実施 等

◯がん検診推進事業

・事業内容 がん検診未受診者に対する個別勧奨事業（コール・リコール）の全県展開

へ向けた啓発や人材育成

40歳及び50歳の県民に対する胃がん検診無料クーポン配布

市町村が実施する20～39歳の子宮頸がん検診に対する助成 等

◯がん医療対策推進事業

・事業内容 がん診療連携拠点病院等の診療機能を強化する経費に対する助成

がん診療連携拠点病院等の指定に向けた支援

大館・鹿角医療圏

①

能代・山本医療圏

③②★

④ 大仙・仙北医療圏

⑤

⑥由利本荘・にかほ医療圏

❹

❸

❻

横手医療圏

湯沢・雄勝医療圏

秋田周辺医療圏

⑦ ⑧

北秋田医療圏

（空白の医療圏）
【現状】

秋田厚生医療センター

がカバー
↓
【指定後】

北秋田市民病院の指定

により、空白医療圏を

解消
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③ 地域で支える認知症施策推進事業（P78) 19,002千円
○認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心して生活を送れるよう、地域で支える体

制の構築を図る。

認知症疾患医療センター運営事業

地域における認知症医療と介護の充実及び福祉との連携強化を図るため、認知症疾患

医療センターの運営に要する経費に対し助成するほか、新たに中央地区へ設置する。

・業務内容 県民からの専門医療相談対応

治療方針などの診療情報の提供 等

・補 助 率 国1/2、県1/2

認知症医療・介護体制充実強化事業

認知症の早期発見・早期対応のため、認知症サポート医や認知症介護指導者等を養成

する。

みんなで支える認知症施策推進事業

認知症コールセンターの運営や認知症サポーターの養成等を行う。

④ 秋田県立脳血管研究センターの機能強化（P76) 729,430千円
○包括的な脳・循環器疾患の医療提供体制を構築するため、脳血管研究センターの施設設

備の整備等に要する経費を交付する。

・事 業 内 容 病棟、手術室、救急処置室等の増設

空調設備、駐車場の整備 等

・事 業 期 間 平成27～31年度

・想定事業費 約84億円

・27年度事業 基本・実施設計、循環器医療機器の整備 等

⑤勤務環境改善支援センター設置事業（P74) 1,520千円
○医療機関の勤務環境の改善により医療従事者の確保・定着を図るため、医療勤務環境改

善支援センターを設置・運営する。

・事業内容 勤務環境改善計画の策定支援 等

⑥生活習慣病予防対策事業（P70) 11,345千円
○県民の健康寿命延伸のため、生活習慣病対策や減塩運動等に取り組む。

・事業内容 タニタ食堂等と連携した糖尿病予防や減塩の講習会

ロコモティブシンドローム(※)予防教室の開催 等

※加齢等により、運動器の機能が衰え、要介護になるリスクが高い状態

⑦ 看護師等養成所施設整備補助事業（P74) 20,000千円
○地域医療を支える質の高い看護職員を養成するため、秋田看護学校の改修に要する経費

に対し助成する。（県1/3）

⑧ 聴覚障害者支援センター（仮称）整備事業（P79） 824千円
○聴覚障害者支援センター（仮称）の設置や運営等のあり方を検討する。
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３ 未来を担う人づくりの推進

質の高い教育や若者・女性が力を発揮しやすい環境づくりを進めることにより、

秋田の将来を支え、社会に貢献する人材を育成する。

①少人数学習推進事業（P82) 750,496千円
○現在、小学校１～４年、中学校１～３年で実施している県独自の30人程度学級を、新た

に小学校５年生に導入する。

②あきた発! 英語コミュニケーション能力育成事業（P82） 170,505千円
○世界に通用する実践的英語力を持った次代を担う人材を育成するため、小中高連携によ

る英語教育の充実を図る。

小中高授業改善推進事業

・事業内容 外国語指導助手の配置、中学３年生の英検受験 等

英語を学ぶ環境整備事業

・事業内容 イングリッシュキャンプ（小５～高校生780名、２泊３日）

スーパーイングリッシュキャンプ(英検準２級以上120名、３泊４日）

高校生グローバルサマースクール（高校生40名程度、３泊４日)

高校生海外派遣研修

韓国（４泊５日、30名、ソウル高校との交流）

フィリピン（５泊６日、12名、専門高校の生徒がインターンシップを実施)

高校生留学支援事業

長期留学補助（30万円/人、７名、１年程度の留学）

短期留学補助（10万円/人、40名、２週間以上の留学）

③スーパーグローバルハイスクール事業（P82） 16,000千円
○語学力とともに、幅広い教養、問題解決力等を身につけ、将来的に世界で活躍できるグ

ローバルリーダーを高等学校段階から育成する。

・指定校 秋田南高等学校（予定）

・内 容 国際教養大学・県立大学・秋田大学等の教員による講義、県内・国内・海外

フィールドワーク、課題研究発表会、ＳＧＨキャンプ 等

　【少人数学習の効果】

○全国トップレベルの学力

　　平成26年度の平均正答率（全国との差）

教　科

国　語　Ａ 77.4% (+ 4.5) 84.4% (+ 5.0)

国　語　Ｂ 67.3% (+11.8) 55.8% (+ 4.8)

算数・数学Ａ 85.1% (+ 7.0) 73.0% (+ 5.6)

算数・数学Ｂ 66.2% (+ 8.0) 65.5% (+ 5.7)

○不登校出現率等の低さ（平成25年度調査）

　　・1000人当たりの不登校児童生徒数の低さ　　　全国２位

　　・1000人当たりの暴力行為の発生件数の低さ　　全国６位

小学６年生 中学３年生

小・中学校ともに全国平均を４ポイント以上上回る
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④秋田地区中高一貫教育校（仮称）整備事業（P87) 777,668千円
○秋田南高等学校を母体とする秋田地区中高一貫教育校（仮称）の校舎等を整備する。

・総事業費 約14億円（建築工事分）

・整備内容 体育館棟の建設、校舎の改修等

・開 校 日 平成28年４月（予定）

⑤大館地区統合高校（仮称）整備事業（P86) 2,968,133千円
○大館地区の３校（大館工業高校、大館桂高校、大館高校）を統合して新たな校舎等を旧

大館商業高校跡地に整備する。

・総事業費 約49億円（建築工事分）

・整備内容 体育館棟の建設、実習棟の改修等

・開 校 日 平成28年４月（予定）

⑥大曲農業高等学校整備事業（P86) 1,862,033千円
○大曲農業高校の現敷地に新校舎等を整備する。

・総事業費 約46億円（建築工事分）

・整備内容 校舎棟の建設等

・供用開始 平成28年４月（予定）

⑦ 美術館地域連携推進事業（P87） 22,807千円
○県立美術館において、秋田の芸術・文化を県内外に積極的に発信するとともに、地域や

商店街等と連携した取組を推進する。

美術館展示等事業

・展示内容 「秋田への想いとまなざし 藤田嗣治・木村伊兵衛・千葉禎介(仮称)」

「鉄拳のパラパラマンガの世界展(仮称)」

「岩合光昭 ねこ・いぬ展(仮称)」

「藤田嗣治の小宇宙 私のアトリエへようこそ(仮称)」

地域連携推進事業

・事業内容 地域の行事等をモチーフにした大絵画制作・展示

完成した大絵画を活用した美術顧問によるシンポジウム 等

⑧ 若者活躍支援事業（P106) 7,285千円
○若者の社会参加を促進し、地域の担い手として育成するため、地域課題解決に向けて取

り組む若者団体等を支援する。

・事業内容 全県若者会議の開催（３地区）

社会貢献活動を行う若者団体等に対する助成 等

⑨ 訪ロ青年ビジネスチャレンジ事業（P88） 23,883千円
○本県とロシア極東地域との新たな産業交流の可能性を発掘するため、県内産業界の若手

等を団員とする訪問団を派遣する。

・実 施 時 期 平成27年７月（予定）

・訪 問 団 員 80名程度

・訪問コース 第１グループ：ウラジオストク、ハバロフスク(９日間)

第２グループ：ウラジオストク、イルクーツク(８日間）

⑩ あきた女性の活躍推進事業（P107) 7,603千円
○女性の活躍を推進するため、経済団体等と連携して、女性の登用・起業に向けた支援や

意識啓発を図る。

・事業内容 あきた女性の活躍推進会議（仮称）の設置

女性の活躍推進セミナーの開催 等
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４４４４ 県民県民県民県民のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保とととと生活環境生活環境生活環境生活環境のののの整備整備整備整備

災害の未然防止や交通安全対策に取り組むとともに、快適で住みやすい魅力ある

まちづくりを推進する。

①土砂災害防止法基礎調査（P102) 693,000千円

○土砂災害のおそれのある箇所を調査し、土砂災害警戒区域等の指定を行う。

【調査箇所数】

～平成26年度 2,185箇所

平成27年度 1,100箇所

平成28～31年度 4,400箇所

合 計 7,685箇所

②津波浸水想定調査事業（P99) 37,938千円

○新たに国から示された断層モデルによる津波浸水シミュレーション等を実施し、津波浸

水想定を設定する。

③海岸侵食対策事業（P102) 22,050千円

○津波から住民の生命・財産を守るため、港湾区域における防潮堤等の津波対策について

調査・検討を行う。

・実施地区 能代港、船川港、秋田港

④交通管制システム整備事業（P109） 493,901千円

○交通管制センター中央装置の更新及び交通管制設備の更新・増設を行う。

⑤交通安全施設整備・維持管理事業（P109） 366,059千円

○安全で快適な道路交通環境を整備・維持するため、道路表示の塗装及び道路標識の設置

等を行う。

⑥交通信号機整備事業（P109） 594,945千円

○通学路等の安全確保のため、信号機を新設するほか、老朽化した信号灯器等を更新する。

・整備箇所 新設３箇所、制御機更新100箇所

⑦地域防災力強化事業（P99） 2,708千円

○自主防災組織の育成強化を図るため、「自主防災アドバイザー」を県内各地に派遣する

ほか、夏期及び冬期の総合防災訓練を行う。

夏期総合防災訓練（仙北市との共催）

・開 催 日 平成27年８月（予定）

・訓練内容 地震、火山活動による避難、避難所開設、観光客避難 等

冬期総合防災訓練（由利本荘市との共催）

・開 催 日 平成28年１月又は２月（予定）

・訓練内容 積雪時における避難、消火訓練 等

⑧動物にやさしい秋田推進事業（P108) 5,441千円

○人と動物が共生する社会の形成に向けて、動物管理センターのあり方や「秋田県動物愛

護管理推進計画」の見直しを行う。

・事業内容 新たな施設の整備構想の検討

県民との意見交換の実施 等
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⑨特定鳥獣保護管理計画改定事業（P105) 8,263千円

○鳥獣保護法の改正に伴い、「秋田県特定鳥獣保護管理計画」を改定するため、ニホンジ

カ等の生息状況を調査する。

⑩大久保湾水質改善対策検討事業（P103) 29,250千円

○八郎湖内で特に水の滞留が著しい大久保湾の水質改善に向け、新たな湖内浄化対策の検

討・実証を行う。

・事業内容 高濃度酸素水による水質及び底質改善のための実証試験

農業水利施設を活用した水の流動化対策の検討

【高濃度酸素水による実証試験】

⑪環境保全センター整備事業（特別会計）（P104) 93,961千円

○県内の産業廃棄物の適正処理を推進するため、新規処分場の整備に着手する。

【新規処分場Ｄ区Ⅱ期】

・総 事 業 費 約45億円

・事 業 期 間 平成27～31年度

・27年度事業 基本設計、地質調査 等

・供 用 開 始 平成32年４月（予定）
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■■■■ 投資事業投資事業投資事業投資事業

（１）公共事業

○平成２６年度当初予算と同規模の７３１億円を確保し、単独事業については、前年対比で5.4

％増となっている。

なお、国の経済対策に伴う国庫補助事業を、平成２６年度補正予算として追加提案する予定と

している。

（参考）公共事業の推移

Ｈ２６ Ｈ２７ 増 減 前年対比

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A)

補 助 ３８９億円 ３９９億円 ＋１０億円 102.5％

単 独 １９０億円 ２００億円 ＋１０億円 105.4％

災 害 ４９億円 ４６億円 △ ３億円 94.2％

直 轄 １０１億円 ８６億円 △１５億円 85.5％

合 計 ７２９億円 ７３１億円 ＋ ２億円 100.3％

※前年度比については、百万円単位で算出している。

端数処理の関係で計が一致しない場合がある。

＜主な事業＞

①地方道路交付金事業(大館能代空港西線(鷹巣西道路))(P102)【再掲】 419,000千円

○高速道路との連続性を図るため、日本海沿岸東北自動車道「二ツ井白神～あきた北空港

間」における「現道活用案」の一部として整備する。

・全体計画 延長5.25km

・総事業費 66億円

・事業期間 平成24～29年度（予定）

②河川改修事業（P102） 1,977,000千円

○水害頻発区間の家屋浸水被害の早期解消を図るため、都市近郊河川の治水対策を実施する。

（主な箇所）

【三種川】 647,150千円

・実 施 箇 所 三種町

・27年度事業 河道掘削工、護岸設計、用地買収、物件補償等

・完 成 予 定 平成46年度

【下内川】 26,750千円

・実 施 箇 所 大館市沼館

・27年度事業 護岸設計

・新 規 着 手 事業期間 平成27～40年度（予定）

③あきたスカイドーム再整備事業（P66）【再掲】 420,000千円

○利用者の運動環境の安全性・快適性の向上を図るため、グラウンドの人工芝化や照明の

ＬＥＤ化等を行う。

・事業内容 人工芝張、ターンテーブルの設置、ＬＥＤ照明化 等

・完成時期 平成27年８月（予定）
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（２）その他の投資事業

○公共事業以外についても、県立高等学校や警察署の整備等を実施する。

＜主な事業＞

①県立高等学校の再編整備等（P85) 10,468,162千円

○生徒数が減少する中での適正な学校規模の維持や校舎の老朽化等に対処するため、高校

の再編整備や秋田地区中高一貫教育校（仮称）の設置を進める。

高校名 平成27年度の整備内容 事業費（千円） 供用開始（予定）

能代松陽 体育館棟（第２アリーナ） 593,826 H27.11

秋田地区 体育館棟 777,668 H28.4

中高一貫

秋田中央 体育館棟等 947,779 H28.4

秋田工業 校舎棟、実習棟等 1,987,851 H28.12

角 館 定時制校舎棟、既存施設の解体、 1,316,083 H28.4

分校校舎棟等

大館統合 校舎棟、体育館棟、実習棟等 2,968,133 H28.4

大曲農業 校舎棟等 1,862,033 H28.4

県北地区 基本・実施設計 6,317 H28.4

定 時 制

能代統合Ⅱ 能代西高校敷地の測量、登記、 8,472 未定

不動産鑑定評価

②警察署の改築事業（P109) 872,968千円

○老朽化した警察署を改築する。

警察署名 平成27年度の整備内容 事業費(千円） 供用開始（予定）

北 秋 田 庁舎棟工事 853,063 H28.7

横 手 基本設計、実施設計 19,905 H31.2

③交通安全施設整備・維持管理事業（P109）【再掲】 366,059千円

○安全で快適な道路交通環境を整備・維持するため、道路表示の塗装及び道路標識の設置

等を行う。

④交通信号機整備事業（P109）【再掲】 594,945千円

○通学路等の安全確保のため、信号機を新設するほか、老朽化した信号灯器等を更新する。

・整備箇所 新設３箇所、制御機更新100箇所
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事 業 概 要





 

 

Ⅰ 「第２期ふるさと秋田元気創造プラン」の推進 

  

１ 産業構造の転換に向けた産業・エネルギー戦略  

      

（１）企業競争力強化事業                             ５８,３７５ 

    県内企業の競争力強化のため、経営革新や生産性向上の取組に対する支援 

のほか、技術指導からビジネスマッチングまでの一貫した支援を行う。 

    ①企業競争力向上支援事業                10,000 千円 

    県内企業の自発的な経営革新を促すため、生産工程の効率化等の取組に 

対し助成する。 

    ⅰ）カイゼン推進型～外部アドバイザーによる助言等に基づく改善活動 

を支援 

・補 助 率 県 1/2 

       ・限 度 額 100 万円 

       ・補助件数 ５件 

     ⅱ）企業連携型～各種団体が実施する産業振興、課題解決等の取組を支援  

       ・補 助 率 県 1/2～2/3 

       ・限 度 額 150 万円 

       ・補助件数 ４件 

    ②パワーアッププロデューサー事業             6,972 千円 

     マッチングによる取引拡大を図るため、製造現場のノウハウや技術的知 

見、幅広い人脈等を活用した支援を行う。 

     ・事業内容 パワーアッププロデューサー１名による技術シーズの発掘、 

マッチング等 

     ・実施主体 （公財）あきた企業活性化センター 

    ③生産性向上支援事業                   9,287 千円 

     県内企業の生産性向上による競争力強化のため、生産改善手法等の現地 

指導を行う。 

・事業内容 産業振興アドバイザー等４名による改善指導の実施等 

    ④企業相談事業                      4,943 千円 

     企業の経営相談体制の強化を図るとともに、高度で専門的な課題を解決 

するため、各種専門家を派遣する。 

     ・事業内容 移動相談所の開設 

専門家派遣の実施（４回×30社） 

     ・実施主体 （公財）あきた企業活性化センター 

    ⑤販路拡大支援事業                     27,173 千円 

     県内企業の販路拡大を図るため、首都圏及び東北の受発注に関する情報 

を収集・提供するとともに、商談会の開催等を行う。 

     ・事業内容 首都圏、東北各２名のアドバイザーによる受発注あっせん等 

     ・実施主体 （公財）あきた企業活性化センター 
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（２）がんばる中小企業応援事業（企業立地・雇用増加型）              ７８,０７０    

意欲を持って自社の競争力の強化を図ろうとする中小企業を「がんばる中 

小企業」に認定し、当該企業が行う雇用創出を伴う設備投資に対し助成す 

る。 

    ・対 象 企 業 製造業（環境・エネルギー型企業、資源素材型企業を含む）、 

流通関連業、情報通信関連業 等 

    ・補 助 要 件 投下固定資産額１～３億円、新規常用雇用者５人以上 

    ・補  助  率 10％（加算制度あり） 

    ・雇用奨励費 25万円/人（３年間） 

 

（３）先導的技術等開発支援事業                            ５７,３５３ 

    本県産業が抱えている下請依存、低い付加価値生産性等の課題を解決する 

ため、今後の成長が見込まれる産業分野の技術・製品等の開発・事業化に 

先導的に取り組む県内企業等を支援する。 

①先導的技術等開発事業                 25,989 千円 

県内企業、大学、公設試験研究機関等で構成されるコンソーシアムが行 

う技術・製品等の開発を支援する。 

     ・補 助 率 県 10/10 

          ・限 度 額  1,000 万円 

     ・対象件数 ３件  

    ②コンソーシアム形成・活動推進事業                       3,411 千円  

     成長が見込まれる産業分野の技術・製品等の開発主体となるコンソーシ 

アムの形成・活動を促進する。 

③技術コーディネート事業                 27,953 千円 

産業技術センターが保有する技術シーズと県内企業のマッチング等を行 

う技術コーディネーター等を配置し、県内企業が抱える技術的課題の解 

決への支援等を行う。 

 

（４）情報関連産業振興事業                            ７,３６９ 

   県内の情報関連産業の活性化を図るため、関連企業の販路拡大、人材育成 

等を支援する。 

・事業内容 展示会への出展に対する支援 

      販路拡大、人材育成等に対する支援 

      首都圏在住の本県出身ＩＴ関係者等と県内企業とのマッチング  

 

 （５）伝統的工芸品等振興事業                               １２,４２４ 

「新あきた伝統的工芸品等振興プラン」を踏まえ、県、市町村及び産地 

が一体となって振興施策を実施する。 

①伝統的工芸品等振興補助事業              10,500 千円 

ⅰ）通常枠～市町村及び産地組合等が行う取組を支援 

・補助率 県 2/3 

・限度額 100 万円 
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     ⅱ）産地連携枠～産地間や異業種等の連携による商品開発等を支援 

・補助率 県 2/3 

・限度額 200 万円 

②全国伝統的工芸品展等負担金               1,810 千円 

全国的な工芸品展等を活用し、販路拡大を図る。 

③伝統的工芸品等産地間連携事業               114 千円 

伝統的工芸品産業振興協議会を開催し、産地関係者等の連携を図る。 

 

（６）提案型地域産業パワーアップ事業                      １２,３５２ 

   地域資源を活用した新たな地域産業の創出や既存の地域産業の拡大等に取 

り組む市町村等を支援する。 

・補助期間 ３年間 

・補 助 率 アクションプログラム策定経費（１年目）県 10/10 

アクションプログラムに基づく事業費（２～３年目）県 1/2 

  ・限 度 額 300 万円/年 

    ・補助件数 ４件（１年目３件、２年目１件） 

 

（７）商工団体組織活動強化事業                       １,６３４,６４６  

    小規模事業者を中心とした県内中小企業者を支援するため、商工会議所、 

商工会連合会・各商工会及び中小企業団体中央会に対し助成する。 

・交 付 先 商工会議所        301,382 千円 

商工会連合会・各商工会 1,200,884 千円 

中小企業団体中央会    132,380 千円 

  

（８）新事業展開資金貸付事業【再生可能エネルギー分】           ３,２３６,８６４ 

再生可能エネルギーの導入を促進するため、発電に取り組む事業者に対し 

低利融資を行う。 

①再生可能エネルギー導入支援資金 

 再生可能エネルギー発電事業に係る運転及び設備整備に要する資金を融 

資する。 

・融 資 枠  14 億円 

・貸付限度額 2.8 億円 

・貸 付 利 率  年 1.95％ 

・貸 付 期 間 15 年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 1.55％以下（県補助後） 

②再生可能エネルギー設備資金 

 再生可能エネルギー発電事業に係る設備整備に要する資金を融資する。 

・融 資 枠  40 億円 

・貸付限度額 ２億円 

・貸 付 利 率  年 1.95％ 

・貸 付 期 間 15 年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 1.07％ 
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 （９）再生可能エネルギー等導入推進臨時対策事業                 ２,１１５,８６２ 

災害時に防災拠点や避難所等に必要とされる機能を維持できるよう、再生 

可能エネルギー等による発電設備等の導入を促進する。 

①公共施設再生可能エネルギー等導入事業             2,105,380 千円 

 ⅰ）県有施設分 

   ・対象施設数 14 施設  

 ⅱ）市町村施設分 

   ・補  助  率  県 10/10 

   ・対象施設数 102 施設 

②民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業          4,235 千円 

・補 助 率 県 1/3 

  ・補助件数 １件 

③地域資源活用詳細調査事業                 6,247 千円 

事業の実施に必要な評価委員会の開催等を行う。 

 

（10）環境・リサイクル産業集積促進事業                     ３０,１５１ 

持続可能な環境調和型社会を構築するため、環境・リサイクル産業の創出 

及び育成を推進する。 

①環境調和型産業創出育成事業                 4,153 千円 

    石炭火力発電所等から発生する石炭灰を活用した事業等を促進する。 

・事業内容 石炭灰の有効利用可能性調査等 

②環境調和型産業集積支援事業                           24,150 千円 

 設備投資、研究開発及びリサイクル製品の販路拡大等の取組を行う事業 

者に対し助成する。 

・補助率 県 1/3～1/2 

    ③環境産業ＰＲ事業                    1,848 千円 

     県産リサイクル製品等を広く県内外にＰＲするため、国内最大級の環境 

     イベントである「エコプロダクツ」に出展する。 

       

 （11）環日本海物流ネットワーク構築推進事業                    ５４,８７６ 

    秋田港の環日本海地域における物流拠点化を推進するため、より利便性の 

高い国際物流ネットワークを構築する。 

①秋田港コンテナ航路新規開設・維持拡充推進事業       21,100 千円 

ⅰ）新規航路開設促進事業（船会社への支援）      18,491 千円 

  定期コンテナ航路の新規開設・延伸を行った船会社に対し、寄港経 

費を助成する。 

・対象経費 岸壁使用料、入港料、荷役機械使用料 

・補 助 率 県 1/2 

     ⅱ）航路維持拡充・開設促進事業             2,609 千円 

       航路開設、維持・拡充に向けた海外船会社への訪問等を行う。 
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    ②秋田港コンテナ貨物利用拡大支援事業等（荷主企業への支援等）33,776千円 

     ⅰ）荷主定着化促進事業                 30,000 千円 

  秋田港を利用して輸出入を行う荷主に対し秋田市と連携して助成す 

  る。 

  ・補 助 額 輸出入１TEU 当たり２万円 

  ・負担割合 県 1/2、秋田市 1/2 

         ⅱ）コンテナ輸送トライアル事業             2,500 千円 

       初めて秋田港を利用して輸出入を行う荷主に対し助成する。 

       ・補 助 額 20 フィートコンテナの場合 10 万円 

             40 フィートコンテナの場合 20 万円 

       ・負担割合 県 1/2、秋田市 1/2 

ⅲ）秋田港ポートセールス推進事業等            1,276 千円 

         秋田港の利用促進に向けたポートセールス等を行う。 

 

 （12）東アジア経済交流強化事業                         １２,５１３ 

    東アジア諸国との経済交流基盤の拡大強化のため、政府機関の訪問やバイ 

ヤー招聘等、県内企業の貿易活動支援に向けた取組を行う。 

    ①ロシア沿海地方経済交流強化事業            1,549 千円 

ロシア沿海地方政府への訪問等を行うほか、ロシア沿海地方及び県内の 

     企業による意見交換会を開催する。 

    ②中国東北３省経済交流強化事業等            6,440 千円 

中国東北地方政府への訪問等を行うほか、中国東北地方から国際交流員 

を受け入れる。 

③中国・韓国販路拡大支援事業                            4,524 千円 

     中国及び韓国からのバイヤーの招聘、中国華北地域との取引拡大のため 

のアドバイザーの設置等を行う。 

      

 （13）県内企業海外展開支援事業                         ４２,３５６ 

    秋田を拠点として海外展開に取り組む県内企業に対し、情報提供、経済的 

支援等を行う。 

①海外展開支援ネットワーク事業              3,673 千円 

          支援機関等により構成されるネットワーク会議の開催、支援機関による 

支援内容等についての情報発信等を行う。 

②秋田県貿易促進協会支援事業              13,087 千円 

     （一社）秋田県貿易促進協会が行う貿易普及啓発事業、貿易拡大促進事 

     業等に対し助成する。 

③東南アジア経済・観光交流促進事業             7,785 千円 

     県内企業の東南アジアへの進出や東南アジアとの経済・観光交流を促進 

するため、タイに設置した連絡デスクにおいて情報収集、連絡調整等を 

行う。 
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   ④県内企業輸出促進応援事業                   13,062 千円 

県内企業が行う海外への販路拡大等に向けた取組に対し助成する。 

・対象経費 海外展示会への出展経費、マーケティング調査費、海外拠 

点開設のための渡航費等 

    ・補 助 率 県 1/2 

        ・限 度 額 100 万円 

⑤海外政府機関等連携推進事業                  4,749 千円 

東南アジア諸国及び台湾の政府機関等と連携した商談会等を開催する。 

 

（14）ガントリークレーン整備事業（港湾整備特別会計）             ８３７,２００ 

    秋田港におけるコンテナ貨物の増大に対応するため、老朽化したガントリ 

ークレーン１基を更新する。 

・総 事 業 費 約 10.5 億円（クレーン撤去費含む） 

・事 業 期 間 平成 26～27 年度 

・27 年度事業 本体工事、クレーン撤去 

・供 用 予 定 平成 27 年９月（予定） 

 

（15）マリーナ施設補修費（港湾整備特別会計）                 １０６,４８７ 

    老朽化した秋田マリーナの大型艇係留用桟橋等を更新する。 

 

 （16）あきた企業立地促進助成事業                                         １,６３０,７２２ 

    本県にとって波及効果の大きい企業の立地を促進し、雇用の創出を図るた 

め、工場等の新増設に伴う設備投資等に要する経費を助成する。 

・助 成 対 象 製造業(環境・エネルギー型企業、資源素材型企業を含む)、 

流通関連業、情報通信関連業 等 

・補 助 要 件 投下固定資産額３億円以上、新規常用雇用者 10 人以上 

（研究開発型は５人以上） 

   ・補 助 率 10％（加算制度あり） 

  ・雇用奨励費 25 万円/人(３年間) 

      ・限 度 額 ５億円（加算制度あり） 

   ・27 年度予定 46 件 

 

（17）企業立地・導入促進資金貸付事業                                     １,２９７,１０９ 

   企業誘致の促進と地場産業の高度化を図るため、工場の新増設や再生可能 

エネルギーによる発電事業等を行う企業に対し低利融資を行う。 

・融 資 枠 18億円 

    ・貸付限度額 10億円 

・貸 付 利 率 1.8％（輸送機・アグリ関連投資は 1.7％） 

・貸 付 期 間 15年以内（据置２年以内） 

 

（18）大館工業団地整備事業（工業団地開発事業特別会計）                  ３１０,８５１ 

   大館工業団地の拡張工事に伴う埋蔵文化財調査等を行う。 

  ・拡張予定面積 22.9ha 
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（19） 洋上風力発電導入推進事業                                       ３４,０００ 

    本県沖での洋上風力発電の事業化に向け、風車の建設作業の拠点となる岸 

壁及び埠頭用地について、地耐力等の必要な規格や規模を検討する。 

 

（20）経営安定資金貸付事業【経営力強化枠】                １,６１４,０８１ 

国の認定を受けた専門家（金融機関、税理士等）の支援を受けながら事業 

計画を策定し、経営改善等に取り組む中小企業に対し低利融資を行う。 

・融 資 枠  50億円 

・貸付限度額 ２億円 

・貸 付 利 率  年 1.95％ 

・貸 付 期 間 ７年以内（据置１年以内） 

・保 証 料 1.40％以下（県補助後） 

 

（21）新事業展開資金貸付事業【創業支援資金】                 ７０４,７１２     

   県内での創業を促進するため、県内で新たに事業を開始しようとする者等 

に対し低利融資を行う。 

・融 資 枠 15億円 

・貸付限度額 2,500 万円 

・貸 付 利 率  1.95％（創業塾修了者又はＡターン起業者は 1.65％） 

・貸 付 期 間  10年以内（据置３年以内） 

・保 証 料 0.60％（県補助後） 

 

【参考】県制度融資に係る保証料補助の状況 

（平成27年度分、単位：百万円)          

 

   

           

            

            

  

               

 

（22）県内就職促進事業                                                ４３,３１９ 

高卒者等の県内就職促進、県内企業の人材確保、雇用の安定等を図るため、 

マッチング機会の提供、若年求職者等の職業相談対応その他の各種支援を 

行う。 

    ①高校生等就職面接会開催事業                 974 千円 

     新規高校卒業予定者と高校卒業後３年以内の求職者を対象に、地域ごと 

に合同就職面接会（10～２月）を開催する。 

    ②地元企業魅力発見事業                 2,871 千円 

     職業意識の醸成を図り、将来の職業選択に資するため、高校１年生を対 

象とした職場見学を行う。 

資 金 名 補助額 
参考 

H26実績見込み 
※県の保証料補助の推移（百万円） 

H20 年度  160  実績 
H21 年度  475  〃 
H22 年度  738  〃 
H23 年度 1,056  〃 
H24 年度 1,156   〃 

 H25 年度 1,082    〃  

H26 年度    936   実績見込み  

中小企業振興資金 290 322 

経営安定資金 548 583 

新事業展開資金 54  30 

その他資金 2 1 

計 894 936 
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    ③キャリア応援事業                   38,527 千円 

フレッシュワーク秋田において求職者に対する個別カウンセリング等を 

実施する。 

④雇用開発支援事業                         947 千円 

県内の各雇用開発協会が実施する雇用支援事業に対し助成する。 

 

（23）若者職場定着支援事業                            ４３,０９２ 

      若者の職場定着に取り組む県内企業を対象としたセミナーの開催やコンサ 

ルタントの派遣等を行う。 

     ・事業内容 経営者や中堅・若手従業員を対象とした定着支援のためのセ 

ミナーの開催 

         職場定着に向けた実践プログラム実施企業へのコンサルタン 

トの派遣 等 

 

（24）職業能力開発支援事業                                             ４２６,１７４                                   

    産業の振興と雇用の安定を図るため、職業訓練や企業での実習を行い、就 

職の促進と就職後の定着率向上を図るほか、産業人材の育成を促進する。 

①職業訓練の実施                      325,795 千円 

 若年者や離職者、障害者に対する職業訓練等を実施する。 

       ②職業能力開発校設備整備事業               35,904 千円 

     各技術専門校が実施する職業訓練に必要な設備を整備する。 

    ③認定職業訓練事業費補助金               40,645 千円 

     認定職業訓練実施団体が実施する職業訓練に要する経費に対し助成する。 

     ・補 助 率 国 1/2、県 1/2 

     ・補助件数 普通課程：６団体、短期課程：12 団体 

    ④職業能力開発協会補助事業               23,830 千円 

     技能検定や職業能力開発の指導援助業務を行う県職業能力開発協会の取 

     組に対し助成する。 

     ・補 助 率 国 1/2、県 1/2 

     ・対象経費 人件費、技能検定試験実施等事務費、一般管理費 

    

（25）緊急雇用創出等臨時対策基金事業（地域人づくり事業）                 ５０４,３４６                

   産業や社会情勢等の実情に応じた多様な「人づくり」を促進するため、国 

   の緊急雇用基金を活用した雇用創出事業を実施する。 

 【県実施分】※別紙事業一覧（113 頁）に掲載         228,072 千円 

21事業、雇用者数40人  

【市町村実施分】                      276,274 千円 

・補 助 率 県10/10 

 ・雇用者数 129 人   
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２ 国内外に打って出る攻めの農林水産戦略 

  

（１）農地中間管理総合対策事業                         １,５６６,８４３ 

        農業経営の規模拡大や農地の集団化等に必要な農地の流動化を促進するた 

め、公的な推進母体となる農地中間管理機構の活動等に対し助成する。 

    ①農地中間管理事業                  373,573 千円 

      ・実施主体 農地中間管理機構（県農業公社） 

     ・補助対象 農地の賃貸借、管理、条件整備等 

     ・補 助 率 国 7/10、県 3/10 

          （機構の貸付実績に応じ、事後に最大で国 2.5/10 の別途加算あり）         

    ②農地売買支援事業                      19,270 千円 

     担い手の経営規模拡大と農地の集団化を促進するため、農地中間管理機 

構が行う農地の売買事業に対し助成する。 

     ・補助対象 業務運営費、事業推進組織整備費等 

     ・補 助 率 国 6/10、1/2 県 4/10、1/2 

    ③機構集積協力金交付事業                 1,174,000 千円 

     農地中間管理機構を通じて、担い手への農地集積に協力する農地の出し 

手に対し協力金を交付する。 

         ⅰ）地域集積協力金               487,040 千円 

            ・交付対象 機構にまとまった農地の貸付けを行う地域（集落等） 

        ・交付単価 ２万円～3.6 万円/10a 

              ・補 助 率  国 10/10  

     ⅱ）経営転換協力金                        583,600 千円 

           ・交付対象 経営転換やリタイア等により農地を機構に貸付する者 

        ・交付単価 30～70 万円/戸 

              ・補 助 率  国 10/10 

      ⅲ）耕作者集積協力金                       101,810 千円 

           ・交付対象  機構の借受農地等に隣接する農地を機構に貸付する者 

・交 付 額  ２万円/10a 

・補 助 率  国 10/10 

         ⅳ）推進事務費                   1,550 千円 

        ・補 助 率 国 10/10 

 

（２）農業経営発展加速化支援事業                           ２２２,１９６ 

    「攻めの経営発展計画」を策定し、規模拡大、複合化、法人化などにより 

経営の発展に取り組む認定農業者等をハード・ソフトの両面から支援する。 

    ①攻めの経営発展計画策定支援事業                    1,000 千円 

     販売額１千万円以上の達成等を目標とする計画の策定及び目標達成に向 

けた取組を支援する。 
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②農業経営ステップアップ推進事業（計画推進ソフト事業）2,400 千円 

新たな販路開拓や先進的な農業法人における実践研修等の取組に対し 

助成する。 

     ・実施主体 認定農業者、集落型農業法人、集落営農組織 

・補 助 率 県 1/2 

    ③農業経営ジャンプアップ条件整備事業（計画推進ハード事業）218,796 千円  

     計画の実践に必要となる施設・設備等の導入に対し助成する。 

・実施主体 認定農業者、集落型農業法人 

・補助対象 ⅰ）園芸等省力化機械等整備          31経営体 

           ⅱ）作柄安定施設等整備            12経営体 

           ⅲ）出荷調製機械・施設等整備         10経営体 

           ⅳ）肉用牛導入等整備             ２経営体 

           ⅴ）簡易生産条件整備             ３経営体 

           ⅵ）農産物の加工、直売用機械・施設等整備   ７経営体 

ⅶ）稲作関連機械・施設改修等整備             10経営体 

（新設の集落型農業法人に限る。）                

     ・補 助 率 県 1/2（ⅶは県 3/10） 

 

（３）新規就農総合対策事業                                １５８,５１２ 

    県内での就農を希望する若者等の多様なニーズに対応した農業研修の実施 

や、機械･施設等の整備など、総合的な就農支援を行う。 

   ①啓発・準備研修                   807 千円 

    ・事業内容 農業経営準備研修           40 人 

          インターネットアグリスクール     40 人 

          農業高校生インターンシップ研修    16 人 

   ②未来を担う人づくり対策             45,840 千円 

就農に必要な農業技術や経営管理能力向上のための実践研修を実施する。 

・事業内容 未来農業のフロンティア育成研修    43 人 

      地域で学べ！農業技術研修（市町村実験農場活用型） 35 人 

      地域で学べ！農業技術研修（先進農家等活用型） 15 人 

    ③“あきたで農業を”定着サポート事業              11,330 千円 

・事業内容 就農相談員、新規参入サポート専門員の設置 

      首都圏等在住者に対する短期体験、中期体験の実施 

    ④県受入体制整備事業               9,307 千円 

     フロンティア研修指導員を配置する。 

    ⑤新規就農者経営開始支援事業           91,228 千円 

     新たな取組や経営拡大のために必要となる機械・施設等の導入に対し 

助成する。 

・実施主体 認定農業者（認定の日から５年以内） 

    ・補助対象 土地利用型作物及び飼料増産以外の機械、施設等 

    ・補 助 率 農外から就農する場合 県 1/2（その他は県 1/3） 
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（４）青年農業者意識向上対策事業                                 ６,１７９ 

企業的経営感覚やグローバルな視野を持った農業経営者を育成するため、 

青年農業者を対象とした商工業者との交流会や海外研修を実施する。 

・事業内容 異業種交流会（１回） 

           海外研修（16 名、研修先：タイ・シンガポール）  

 

 

（５）日本型直接支払交付金事業                        ４,５８０,０５０ 

農業農村の多面的機能を維持・発揮するため、地域活動や営農継続等に 

対し支援する。 

①多面的機能支払                     3,605,300 千円 

・事業内容 農地法面の草刈り、水路や農道等の補修・更新への助成 

・交付単価 農地維持支払：田 3,000 円/10a、畑 2,000 円/10a 

            資源向上支払（共同活動）：田（新規地区）2,400 円/10a 

（継続地区）1,800 円/10a 

                              

 畑  （新規地区）1,440 円/10a 

                          （継続地区）1,080 円/10a 

           資源向上支払（長寿命化）：田 4,400 円/10a、畑 2,000 円/10a  

・交付面積 97,300ha 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4                                     

②中山間地域等直接支払                    890,545 千円 

・事業内容 中山間地の耕作放棄地発生防止のために行う、水路・農 

道管理等に対する助成 

・交付単価 田（急傾斜地）21,000 円/10a、（緩傾斜地）8,000 円/10a 

      畑（急傾斜地）11,500 円/10a、（緩傾斜地）3,500 円/10a 

・交付面積 10,900ha 

・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4                

③環境保全型農業直接支払                  84,205 千円 

     ・事業内容 化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減させ、地球 

温暖化防止・生物多様性保全に効果の高い取組を行った 

農業者への助成 

・交付単価 2,200円/10a、8,000円/10a（国 1/2、県 1/4、市町村 1/4） 

・交付面積 1,485ha 

          

（６）６次産業化総合支援事業                            １４４,４３５ 

    農山漁村の所得や雇用の増大、地域活力の向上を図るため、農林漁業者 

等の６次産業化に向けた取組を総合的に支援する。 

    ①６次産業化ネットワーク活動交付金                82,304 千円 

     ⅰ）支援体制の整備                    11,704 千円 

       ・事業内容  農林漁業者等の個別相談及び専門家派遣による指導、 

人材育成研修会、異業種交流会の開催等 

       ・補 助 率  国 10/10 
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ⅱ）事業化の支援                   70,600 千円 

       ・事業内容 商品開発やリサーチ等に要する経費、生産・加工・ 

販売に要する機械施設の導入等への助成 

       ・補 助 率  国 1/2 

    ②６次産業化プロジェクト活動推進事業                  3,955 千円 

     異業種連携などの新たな視点で取り組む６次産業化のビジネスモデル 

を構築する。 

・事業内容 県域プロジェクトや地域振興局による地域重点プロジェ 

クトの実施 

    ③次世代経営６次産業化チャレンジ事業           50,000 千円 

     ⅰ）農林漁業者等が自ら実施する場合      30,000 千円 

     ・補助対象 加工や直売、レストランなどに取り組むために必要 

となる関連機械や施設整備等 

      ・補 助 先 認定農業者、農業法人等 

       ・補 助 率 県 1/3 

     から農業に参入し取り組む場合  20,000 千円 

・補助対象 県内企業が農業に参入し６次産業化に取り組む場合 

の専門家の活用や人材育成、関連機械や施設整備等 

       ・補 助 先 農業に参入する企業 

       ・補 助 率 県 1/3 

    ④女性起業活動発展支援事業                8,176 千円 

     女性起業者の経営基盤・販売力の強化や若手女性起業者の育成を図る。 

     ・事業内容 若手女性農業者の研修派遣、直売組織間の連携ビジネス 

検討会の開催、新たな経営部門導入や規模拡大等に要す 

る機械・施設の導入等への助成（県 1/3） 

 

 （７） 県産農産物販売戦略推進事業                       １７,２１１ 

    マーケットインの視点を重視し、県産農産物の生産から流通・販売まで 

一体的に取り組む「農産物流通販売戦略」の推進を図る。 

    ①秋田県農産物販売戦略推進会議設置事業         198 千円 

     生産者、農業団体、流通業者等を構成員とする農産物販売戦略推進会 

議を設置する。 

    ②首都圏等マッチングサポート体制整備事業       12,495 千円 

     ⅰ）首都圏マッチング強化事業          5,873 千円 

       ・事業内容 企業開拓員の配置、首都圏企業訪問、実需者ニーズ 

収集、リサーチ等 

     ⅱ）首都圏等ニーズ受入体制整備事業      6,622 千円 

・事業内容 マッチング推進員の配置、生産者フォロー、現地商 

談アテンド、ニーズ検証、現地実証試験等 

    ③秋田ブランド農産物売り込み強化事業          4,518 千円 

     首都圏商談会等への県ブース出展や、様々な媒体を活用しての情報発 

信など、品目横断的に一体的なＰＲを実施する。 
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 （８ 農業者等販売力強化チャレンジ事業                    １１,５３５ 

    首都圏での販路開拓に取り組もうとする農業者等を対象に、マーケット 

イン視点への意識改革や商談に必要なスキル習得を目的とした首都圏で 

の営業実践研修等を開催する。 

    ①農業者等販路拡大チャレンジ事業           10,000 千円 

     ・補助対象 商談会出展、マネキン派遣、パッケージ制作 等 

     ・実施主体 認定農業者、農業法人等 

     ・補 助 率 県 1/2（上限 100 万円） 

    ②農業者等営業スキルアップ事業              1,535 千円 

     ・事業内容 販路開拓の専門家派遣による現地指導、首都圏での商談 

実施、成果報告会の開催 等 

 

 （９                  ２２,０００ 

    「販売拡大オリジナルプラン」を策定し、マーケットインの視点から新 

規作目導入や販売チャネルの拡大等に取り組むＪＡに対し助成する。 

    ・補助対象 ①新たな販売チャネル、販売策の開拓等に必要な経費 

          ②販売先のニーズに対応するために必要となる機械・施設 

の導入経費 

    ・補 助 率 ①県 1/2 

          ②新規作物 県 1/2（既存品目拡大 県 1/3） 

 

（10）未来にアタック農業夢プラン応援事業                    ３８７,４７７ 

       国内外に打って出るトップブランド産地の形成と収益性の高い農業経営 

の確立を図るため、戦略作物の産地拡大や経営の複合化に必要な機械・ 

施設等の導入に対し助成する。 

    ①野菜ナショナルブランド化支援事業          99,990 千円 

     ・補助対象 えだまめ、ねぎ、アスパラガス、トマト、キュウリ、す 

いかの生産・収穫調製・出荷等に要する機械・施設等の 

整備 

     ・補 助 率 県 1/3 

    ②攻める「秋田の花」推進事業                          43,830 千円 

     ・補助対象 リンドウ、ダリア等の植栽経費、生産・収穫調製・出荷 

等に要する機械・施設等の整備 

     ・補 助 率 県 1/3 

    ③活気あふれる果樹産地育成支援事業                    19,800 千円 

     ・補助対象 りんご、なし、ぶどう等の新改植、高接更新、生産に要 

する機械・施設等の整備 

     ・補 助 率  県 1/3 

    ④戦略作物生産拡大対策事業              216,387 千円 

     ・補助対象  戦略作物の生産・省力化のための機械・施設の整備、肉 

用繁殖雌牛・乳用牛（初妊牛）の導入、畜産における飼 

料増産に要する機械等の整備  

     ・補 助 率 県 1/3 
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⑤ニーズ対応型産地等支援事業                            4,455 千円 

     ・補助対象 実需者ニーズに対応した加工・業務用青果物等の生産・収 

穫調製・出荷等に要する機械・施設の整備等 

     ・補 助 率  県 1/3 

    ⑥地域チャレンジ事業                            3,015 千円 

     ・補助対象 ６次産業化への発展等が見込まれる地域の意欲的な取組に 

連動して必要な生産・収穫調製・出荷等に要する機械・施 

設等の整備 

     ・補 助 率  県 1/3 

 

（11）攻めの稲作総合支援事業                           ３６９,８２９ 

   国内外の競争に打ち勝つため、用途別品揃えの推進による秋田米ブランド 

のグレードアップを図るとともに、大規模・低コスト経営の実現に向けた 

支援を行う。 

    ①大規模・低コスト稲作経営支援対策事業          1,729 千円 

     低米価に対応できる稲作体系の確立を図る農業生産法人の連携や低コス 

ト多収技術等の導入により、次代を担う稲作経営の実現を図る。 

     ・事業内容 直播多収栽培技術等によるコスト低減、春作業省力化及び 

作期拡大技術の開発等 

    ②秋田米生産体制条件整備事業              367,500 千円 

     穀類乾燥調製貯蔵施設等の共同利用施設の整備に対し助成する。 

     ・補 助 先 秋田しんせい農業協同組合 

     ・補 助 率 国 1/2 

    ③稲作技術指導体制強化事業                 600 千円 

     稲の生産体制強化を図るため、生育状況把握や作柄解析等を行うことに 

より、高品質安定生産のための情報発信や指導者の資質向上を図る。 

 

 （12）あきた米評価向上対策事業                           １２,６３６ 

    秋田米ブランドの再構築と評価向上を図るため、消費者や実需者ニーズに 

対応したおいしい・売れる米づくりを推進する。 

    ①あきた売れる米づくり運動推進事業                      1,302 千円 

     生産者等への意識啓発や秋田米の評価に関するデータ収集等を行う。 

    ②秋田米「特Ａ」評価拡大チャレンジ事業             4,534 千円 

     「あきたこまち」や新品種「秋のきらめき」「つぶぞろい」の食味向上の 

ための栽培管理技術を確立し、農業者への普及を図る。 

    ③ニーズ対応型秋田米産地づくり事業              4,800 千円 

     良食味米生産と品質区分を基本にした差別化商品づくりに意欲的な産地 

において、あきたこまちの極上商品づくりに向けた生産・集荷・販売体 

制のモデルを確立し、県全体への普及を図る。 

・実施主体 農業団体 

・事業内容 高品質米栽培技術の確立 

品質区分による集荷・流通・販売体制の確立 

・補 助 率  県 1/3 
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    新品種スタートダッシュ推進事業              2,000 千円 

     生産から集荷・販売まで一体的な取組によるこだわり商品づくりとその 

販路開拓・販売促進等に要する経費に対して助成する。 

     ・事業主体 農業団体 

     ・補 助 率 県 1/3（上限 100 万円） 

 

 （13）飼料用米総合対策事業                            ２８,５９５  

    生産調整の有力な対応とされている飼料用米について、農業者が取り組み 

やすい環境整備を行うとともに、稲作・畜産農家のマッチングにより、地 

域内流通の拡大を図る。 

    ①生産対策事業                                          1,316 千円 

      ⅰ)「秋田 63 号」種子確保対策       843 千円 

       種子の安定供給を図るため、回転備蓄体制の構築に要する経費に対 

し助成する。 

        ・補 助 先 秋田県産米改良協会 

       ・補 助 額 定額 

     ⅱ）飼料用米安定多収生産実践事業     473 千円 

        畜産団地の堆肥を活用した低コスト多収生産の実証等を行う。 

    ②飼料用米保管・流通体制整備事業            13,600 千円 

     飼料用米の生産・利用拡大を図るため、流通・保管体制の整備に対し助 

成する。 

     ・補 助 先 ＪＡあきた北 

     ・補助対象 保管倉庫（２棟）の改修 

     ・補 助 率 県 1/3（上限額 2,000 万円） 

    ③地域内流通・利用対策事業                13,679 千円 

     ⅰ）水田フル活用飼料増産の推進           675 千円 

       稲作・畜産農家の需給マッチングや飼料生産技術の実証を行う。 

     ⅱ）「秋田牛」ブランド推進モデルの実証 13,004 千円 

       飼料用米の利用推進と給与検証を行うとともに、必要な施設整備に 

対し助成する。 

・対象地区 ４地区 

・補助対象 調製・保管に係る簡易施設整備費、運搬経費、県産飼 

料用米を配合した濃厚飼料試作経費等 

       ・補 助 率 県 1/3（調製・保管に係る簡易施設整備費） 

定額（運搬経費は 500 千円／地区、濃厚飼料試作は 

600 千円／地区） 

               

（14）秋田米ブランド販売力強化事業                                            ９,４９２ 

    米の競争激化や国の米政策の見直しを踏まえ、オール秋田で早期売り切り 

を推進するため、販売減少期の需要拡大や新たな切り口での販売促進活動 

等を展開する。 
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① 秋田米売り切りキャンペーン事業                    3,172 千円 

     米の販売が落ち込む時期（１～２月）に秋田米の需要拡大を図るため、 

農業団体が展開する実売につながる販売活動に対し支援する。 

・補助対象 「プレミアムファイブ米」等の極上商品の販売、高級百貨 

店での「あきたこまちウィーク」の開催、早期売り切り活 

動の強化等 

     ・実施主体 農業団体 

     ・補 助 率 県 1/3 

    ②家電メーカーと連携した秋田米販売強化事業        4,920 千円 

     大手家電メーカーと連携し、高級炊飯器の販売に合わせてあきたこま 

ち等をプレゼントし、秋田米評価の再興につなげる。 

     ・実施期間 平成 27 年 10～12 月 

    ③秋田米トップセールス強化事業              1,400 千円 

     知事や経済界代表等が名刺交換を行う際に、秋田米の強みである品質 

の高さに訴求したＰＲ活動のため、極上米（２合）を配付する。 

・配付数量 1,200 個（10 月～３月、200 個／月） 

・配 布 者 知事、副知事、県議会議長、商工会議所会頭等 

 

（15）次代を担う秋田米新品種開発事業                        ４６,７００ 

    県産米のブランド力の強化・競争力向上を図るため、次代の秋田米の顔と 

なる「コシヒカリを超える極良食味品種」の開発を推進する。 

    ①育種開発研究の推進                                  16,720 千円 

     食味に特化した交配・選抜、外部評価等を実施する。 

    ②施設・設備の整備                          29,980 千円 

     育種開発の基本となる耐冷性検定試験施設の改修等を行う。 

     

（16）園芸メガ団地育成事業                           ３３０,０９０ 

    県産野菜や花きの産出額を向上させるため、本県の園芸振興をリードする 

大規模園芸団地を整備する。 

    ①園芸メガ団地推進事業                   758 千円 

     園芸作物の生産拡大に強い意欲を持つＪＡや市町村と協働で設置したプ 

ロジェクトチームの効率的な運営を推進する。 

    ②園芸メガ団地整備事業                 329,332 千円 

      ・整備内容 継続 能代市轟地区(ねぎ(露地13ha))  

男鹿市船越地区(輪菊・小菊(露地８ha、施設17棟)） 

大仙市中仙中央地区（トマト(施設 104 棟)） 

           新規 秋田市雄和地区(ダリア(施設14棟、露地２ha)、ねぎ 

(露地３ha)、えだまめ(露地５ha)) 

              にかほ市中三地地区(輪菊(施設18棟、露地 7.3ha)） 

              由利本荘市鳥海平根地区(りんどう(露地３ha)、小菊 

(露地２ha)、アスパラガス(施設２棟、露地４ha)) 

              横手市十文字地区(ほうれんそう(施設54棟)、きゅう 

り(施設20棟、露地 2ha)、菊(施設10棟、露地 1.5ha)、 

すいか(露地 1ha) 

 

（メガ団地の基準） 

       １団地当たりの販売額が１億円以上であること 

       （想定規模：施設栽培は 100～200 棟、露地栽培は 10～20ha 程度） 
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 （17）野菜ナショナルブランド化総合対策事業                     ６１０,１４７ 

    県産野菜をナショナルブランドに育成するため、「オール秋田体制」で生 

産・加工・販売対策を集中的に実施する。 

     ①えだまめ日本一躍進事業                    12,630 千円 

     価格形成力の強い産地育成を図るため、機械化一貫体系と長期安定出荷 

の確立を図るとともに、品質向上とオリジナル品種を活用した秋豆シリ 

ーズによるブランド産地の確立を図る。 

    ②秋田美人ねぎ産地強化事業                 6,273 千円 

     有利販売が見込まれる「７～８月どり栽培」と、品薄の「冬どり栽培」 

の拡大により周年出荷を確立するとともに、大規模機械化体系の導入 

により生産拡大を図る。 

    ③アスパラガス周年産地強化事業              2,034 千円 

     ハウス栽培や早堀栽培の導入を促進し、周年栽培の拡大を図るとともに、 

新改植を促進し産地の活性化を図る。 

    ④果菜類産地強化対策事業                        2,523 千円 

     消費者・実需者ニーズが高いトマト、キュウリ、すいかの果菜類につい 

て、県オリジナル品種や省力化技術を活用して産地の復活と強化を図る。 

    ⑤共同利用施設等整備事業                586,687 千円 

     野菜の安定供給体制を構築する周年・計画生産を行うための高度な環境 

制御が可能な次世代園芸拠点施設の整備に対し助成する。 

     ・事業内容 閉鎖型植物工場の整備 

・実施主体 農業生産法人 

     ・補 助 率  国 1/2   

 

 （18）攻める「秋田の花」推進事業                            ２４,３２７ 

    県産花きのブランド化と生産額の増大を図るため、県オリジナル品種を核 

とした戦略５品目の生産拡大を進めるとともに、海外での需要拡大が見込 

まれる品目の輸出戦略を展開する。 

    ①オリジナル品種等開発事業                 6,005 千円 

     民間育種家との連携による品種開発を強化するとともに、産地拡大に向 

けた栽培技術の確立を図る。 

    ②オリジナル品種等生産拡大事業                 16,084 千円 

     オリジナル品種等の速やかな生産拡大を図るため、新植への支援を行う 

ほか、民間企業の活用や、他県産地と連携について協議する。 

     ・事業内容 ＮＡＭＡＨＡＧＥダリアの拡大へ向けた民間企業との共同 

生産、ダリアの出荷時期が重ならない他県産地とのリレー 

出荷の調査・協議、最新式セル型播種機の整備等 

               2,238 千円 

     海外への販路拡大が見込まれるＮＡＭＡＨＡＧＥダリアの輸出に向け、 

鮮度保持技術の確立や対象国での知名度向上を図る。 
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 （19）活気あふれる果樹産地育成事業                       ３４,３２９ 

    高品質で収益性の高い果実の生産拡大を進めるとともに、効率的な労働力 

補完システムの確立と次世代の担い手の育成、積雪・凍害に対応した技術 

開発により、積雪寒冷地においても安定生産ができる足腰の強い果樹産地 

を育成する。 

    ①ハイクオリティ産地拡大事業              15,485 千円 

     オリジナル品種の更なる品質向上を進め、市場性の高い「種なしぶどう」 

や「おうとう」、加工特性の高い「ブルーベリー」等の産地拡大により収 

益性の高い果樹産地を育成する。 

     ・事業内容 温暖化対策技術の導入支援（補助率 県 1/3）、日本なしの 

外観向上技術の確立等 

    ②雇用労働力掘り起こし事業                6,151 千円 

     多様な作業受託組織の設立による労働力補完システムの構築や、剪定技 

術など高度技術の担い手への継承、園地流動化の促進により安定的な生 

産基盤体制を確立する。 

            12,693 千円 

     雪害及び凍害回避技術の早急な開発・普及拡大と、耐雪型生産施設の導 

入により、豪雪や低温時においても被害を最小限に抑えることができる 

園地への転換を促進する。 

     ⅰ）雪害回避技術の実証と普及拡大         927 千円 

       雪害回避技術の展示ほの設置や雪害回避マニュアルを作成する。 

     ⅱ）雪害・凍害を最小限に抑える越冬技術の確立 2,116 千円 

       「北限の桃」などの凍害回避技術及び苗木の越冬管理方法を確立さ 

せる。 

     ⅲ）豪雪被害を回避する生産施設・機械の導入  9,650 千円 

       ・補助対象 耐雪型生産施設・機械（ぶどう棚、おうとうハウス、 

除雪機）の導入 

       ・事業主体 市町村 

       ・補 助 率 県 1/3 

 

（20）加工・業務用園芸産地総合支援事業                            ２１,０５３ 
実需者の多様なニーズに対応し、農業法人等による加工・業務用園芸品 
目の生産販売の取組を支援するとともに、需要が拡大する薬用作物の栽 
培技術の確立を図る。 
①青果物等ニーズ対応型産地総合対策事業        13,782 千円 
 ・事業内容 加工・業務用生産販売及び産地提案型生産販売の実践ほ 

の設置 
    ②ネットワーク型加工業務用園芸産地育成事業       5,956 千円 

 複数の農業法人等が連携して対応する加工・業務用向けの大規模露地 
野菜産地を育成する。 
・実施主体 農業法人等によるネットワーク組織 
・事業内容 ⅰ）生産体制及び流通システムの構築 

       ⅱ）機械化や作業体系の見直しによる省力・低コスト化 
の実証 

・補 助 額 ⅰ）定額（50 万円） 
ⅱ）定額（75 万円）  
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                   1,315 千円 

     需要の拡大が見込まれる薬用作物について、研修会や情報交換会を開催 

するほか、試験研究機関と連携した調査・研究により、栽培技術確立を 

図る。 

 

（21）きらりと光る！園芸産地育成事業                              ３,８６０ 

  ①直売組織を核とした少量多品目型園芸産地育成事業    2,164 千円 

     直売組織が販売している旬の野菜の生産を拡大し、流通業者の集荷及 

び輸送能力を利用した販路開拓に取り組む産地を育成する。 

・実施主体 直売組織 

・事業内容 生産体制及び流通システムの構築 

・補 助 額 定額 

②魅力あふれる伝統野菜産地育成事業           1,696 千円 

     伝統野菜の生産基盤づくりや認知度向上対策を実施する。 

     ⅰ）生産基盤づくり                889 千円 

       販売戦略の構築、保存継承品における種子の確保方法の検討等を実 

施する。 

     ⅱ）認知度向上対策               807 千円 

       ・事業内容 伝統野菜等を取り扱う中間流通、飲食店等とのマッチ 

ング飲食店や小売店等での伝統野菜メニューフェアの 

開催、伝統野菜産地交流会の実施 

 

 （22）秋田の園芸品目販売拡大事業                        ２１,２４２ 

    県産園芸品目の販売額の増大を図るため、首都圏等の大消費地における販 

売促進活動を強化する。 

    ①園芸品目販売体制強化事業                4,000 千円 

     ⅰ）協議会を核とした販売促進活動      3,500 千円 

     ・実施主体 あきた園芸戦略対策協議会 

     ・事業内容 量販店等における秋田フェア等の開催 

             大手食品企業と連携した消費拡大等 

       ・補 助 率 県 1/3 

     ⅱ） 秋田県産園芸品目バイヤーズ倶楽部の設置 500 千円 

       バイヤーの組織化及び産地情報の提供や商品提案による産消連携の 

構築を推進する。 

    ②秋田の園芸品目売り込み強化事業             16,442 千円 

     秋田を代表する野菜・果樹・花き品目のブランドを確立するため、業態 

に対応したマーケティング活動を強化する。 

     ・事業内容 えだまめオリジナル品種による秋豆シリーズの販売促進、 

「秋田美人ねぎフェア」等の開催、果樹の有利販売を可能 

とする販売時期の検討と冷蔵施設の整備(補助率 県 1/2)等 

    ③             800 千円 

     流通の合理化や新需要の開拓により、高付加価値販売を可能にする新た 

なビジネスモデルを構築する。 
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     ・事業内容 買い取り方式を活用した差別化販売システムの実証 

     ・事業主体 全農秋田県本部 

     ・補 助 率 県 1/3 

 

（23）比内地鶏販売拡大推進事業                                １２,８９９ 

        比内地鶏の生産振興と安定供給を図るため、ブランド認証制度を適切に運 

用するとともに、雄鶏の有効活用や種鶏供給施設の整備を推進する。 

①比内地鶏販売促進事業                  1,420 千円 

     民間事業者と連携した販促イベントへの参加や首都圏における料理イベ 

ントへのサンプル提供、首都圏シェフを招聘した産地見学会等を行う。 

    ②比内地鶏ブランド強化推進事業              1,383 千円 

     ブランド認証制度を適切に推進するため、立入検査やＤＮＡ識別検査等 

を行う。 

    ③民間事業者と連携した新商品開発事業            1,007 千円 

     加工向け雄鶏の低コスト生産技術の実証及び去勢鶏（あきたシャポン） 

の首都圏への売り込みを実施する。 

                 9,089 千円 

     比内地鶏の需要拡大に伴い、畜産試験場種鶏供給施設を整備し、需要に 

対応した比内地鶏素雛の安定供給体制を確立する。 

・事業内容 ふ卵舎及び種鶏舎における地質調査及び基本設計委託 

 

 （24）肉用牛経営緊急支援対策事業                                ４０,３０９    

県産牛肉の安全性の確保と、肉用牛農家の経営の安定化を図るため、総合 

    的な支援対策を実施する。 

    ①肉用牛肥育経営維持拡大対策事業             23,684 千円 

     無利子で肥育牛預託事業を行う農協等に対し、設定利率の 1/2 の利子補 

     給を行う。 

     ・利子補給対象 平成 25 年度中の預託開始分（継続分 1,112 頭） 

平成 26 年度中の預託開始分（継続分 1,200 頭） 

平成 27 年度中の預託開始分（新規分 1,300 頭） 

    ②肉用牛経営緊急支援資金融通事業              2,239 千円 

     素牛導入や飼料購入等の運転資金に対する利子補給や、貸付保証料の助 

成を行う。（平成 23 年度貸付分） 

    ③県産牛肉の安全確保対策事業               14,386 千円 

     県内でと畜される県産牛全頭の放射性物質検査を行う。 

     ・委 託 先 等 (株)秋田県分析化学センター、県健康環境センター 

     ・検査予定頭数 3,700 頭 

 

（25）秋田県産牛ブランド確立推進事業                       ８０,０２６ 

    県産牛の有利販売と全国メジャー化を図るため、「秋田牛」ブランドの確 

立に取り組むとともに、優良素牛の導入費用に対し助成する。 
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    ①秋田県産牛ブランド確立推進事業                34,276 千円 

     ⅰ）首都圏における「秋田牛」の認知度向上 

        トップセールスや芝浦市場での共励会開催、通年で秋田牛を提供す 

る事業者の育成支援等を行う。 

     ⅱ）県内における「秋田牛」の認知度向上 

       飲食店等での認知度向上イベントの開催や小売店での一斉販売、枝 

肉共励会の開催等を行う。 

     ⅲ）「秋田牛」ブランドの付加価値の検討 

       飼料用米給与牛のオレイン酸の測定や食味特性試験等を行う。 

    ②秋田県産牛ブランド力強化拡大対策事業            45,750 千円 

     「義平福」等の県有種雄牛を父とする肥育素牛を導入する費用に対し助 

成する。 

・助成要件 基準価格以上の県有種雄牛産子であること、経営の維持・ 

拡大が図られること等 

     ・助成単価 50 千円/頭 

     ・助成頭数 915 頭 

 

 （26                           ６,０７５ 

    良質な堆肥の供給や飼料用米、ホールクロップサイレージ等の受け皿とし 

て、耕畜連携の核となる大規模肉用牛団地の整備に対し助成する。 

    ①事業計画策定支援事業                   575 千円 

     大規模肉用牛団地整備現地支援会議の開催や施設整備計画の作成指導、 

経営シミュレーションの作成等を行う。 

    ②施設整備事業                      5,500 千円 

     大規模肉用牛団地を整備する農家等の負担を軽減するため、実施設計等 

の策定に要する経費に対して助成する。 

     ・補助対象 実施設計等の策定に必要な調査費（地質調査、測量調査等） 

     ・補 助 率 県 1/2 

 

 （27                             ７,３６８ 

    本県畜産の一層の盛り上がりを進める契機とするため、全国規模の各種大 

会へ支援を行う。 

    ①第 14 回全日本ホルスタイン共進会             3,062 千円 

     ・主 催 者 （一社）日本ホルスタイン登録協会 

     ・会  場 北海道安平町 

     ・開 催 日 平成 27 年 10 月 23～26 日 

     ・出場頭数 400頭（本県出品 ホルスタイン種５頭、ジャージー種８頭） 

    ②平成 27 年度日本獣医師会獣医学術学会年次大会      3,000 千円 

     ・主 催 者 （公社）日本獣医師会 

     ・会  場 秋田市 

     ・開 催 日 平成 28 年２月 26～28 日 

     ・参 加 者 約 2,000 人 
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   ③第８回全国モーモー母ちゃんの集い in あきた       1,306 千円 

     ・主 催 者 全国モーモー母ちゃんの集い in あきた実行委員会 

     ・会  場 由利本荘市 

     ・開 催 日 平成 27 年７月６～７日 

 

 （28 事業                         １１２,２５０ 

    競争力のある食肉流通体制の構築に向け、県産食肉の流通販売拠点が行う 

施設整備等に対し助成する。 

    ・補助対象 と畜解体・加工処理・流通販売の機能強化、廃棄物処理効率 

化、家畜衛生体制強化に要する経費 

    ・実施主体 (株)秋田県食肉流通公社 

    ・補 助 率 県 1/2 

 

 （29 あきた総合家畜市場整備事業                        １,５００ 

    県内外からの市場来場者の利便性向上のため、あきた総合家畜市場が行う 

駐車場舗装等の施設整備に対し助成する。 

・補助対象 調査・設計費、整備工事費（調整池工、舗装工等） 

・実施主体 あきた総合家畜市場(株) 

・補 助 率 県 1/2 

 

（30）農業水利施設小水力発電可能性調査事業                    １３,８００ 

    農業水利施設を利用した小水力発電の事業化に向けた調査を実施する。 

    ・事業内容 発電可能性調査（水路流量、落差等からの導入可能性調査） 

発電事業化調査（経済性から導入の可否等を判断する調査） 

    ・実施地区 可能性調査：国営関連事業で造成された施設（10 地区） 

          事業化調査：今年度の調査で可能性有りと判断された地区 

（３地区） 

  

（31）元気な中山間農業応援事業                         ３４２,２４８ 

    条件が不利な中山間地域においても、地域資源を活用した特色ある農業・ 

食ビジネスの展開により、一定の農業所得を確保できるよう、市町村と 

一体でサポートする。 

    ①中山間地域資源活用プラン策定事業              4,282 千円 

「地域資源活用プラン」の策定に向けた取組に対し助成する。 

・実施主体 市町村 

・事業内容 地域資源活用可能性調査、先進事例調査 等 

     ・補 助 率 県 1/2  

②中山間水田畑地化整備事業                          228,000 千円 

水田の畑地化に必要な基盤整備を実施する。 

・実施主体 県（工事費 200 万円以上） 

・負担割合 国 55/100、県 35/100(うち 7.5/100 県単嵩上げ)、 

市町村等 10/100 

・実施面積 20.5ha 
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    ③中山間資源を活かす生産体制整備事業                109,476 千円 

     地域特産物の生産体制強化に必要な機械等の導入に対し助成する。 

・実施主体 市町村等(稲作関連機械等は新設の集落型農業法人に限る｡) 

・事業内容 生産体制強化に必要な施設等整備 

ⅰ）地域特産物生産体制強化事業 

ⅱ）水稲生産体制再編事業 

     ・補 助 率 ⅰ）県 1/2、ⅱ）県 3/10 

     ・補助件数 ⅰ）48 件、ⅱ）３件 

④中山間６次産業化モデル事業                            490 千円 

     ６次産業化の展開に必要な設備等の導入に対し助成する。 

・実施主体 市町村等 

     ・補 助 率 県 1/2 

     ・補助件数 １件 

 

（32）地下かんがいシステム導入促進事業                       １０６,６７６ 

    えだまめ等の戦略作物の高品質・高収量化を図るため、水田の排水強化対 

策に加え、用水補給が可能な地下かんがいシステムの導入を促進する。 

    ①戦略作物団地化促進万能水田実証事業               4,406 千円 

     ・事業内容 地下かんがいシステム等を導入した横手南部地区の農地集 

積による戦略作物生産拡大効果の実証 

       ②地下かんがいシステム導入支援事業               102,270 千円 

     ・事業内容 農地集積された団地への地下かんがいシステム導入 

生育状況等の調査及び栽培マニュアル作成 

     ・負担割合 国 55%、県 27.5%、市町村等 17.5% 

     ・実施面積 50ha 

          

 （33）水産加工振興対策総合推進事業                            ７,７０８ 

    水産物の加工体制の整備等に対し助成するとともに、ハタハタの販促活動 

を行う。 

①水産加工発展支援モデル事業                    6,000 千円 

     加工に必要な機械・設備等の導入に対し助成する。 

 ・補 助 先 漁業者団体 

 ・補 助 率 県 1/3 

②ハタハタ加工流通販売対策推進事業                 1,708 千円 

     ハタハタ加工業者の組織化を図り、首都圏への販促活動を実施する。 

     ・事業内容 秋田県ハタハタ加工産業振興協議会の自立支援 

           首都圏飲食店等への販促活動及びフェアの開催 

           首都圏消費者へのＰＲ活動 

     

（34）商品力で打ち勝つ地魚加工品開発促進事業                    １０,８８３ 

    本県水産物のブランド化を図るため、安定的に原料確保ができる魚種を活 

用した加工品開発を促進するとともに、販路開拓活動の支援を行う。 
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    ①みなとの名物商品開発促進事業              3,617 千円 

     サケやマダイ等の栽培漁業対象種等を原料とした加工品開発に対し助成 

する。 

     ・補 助 先 漁業者団体、水産加工業者等（継続５団体、新規３団体） 

     ・補 助 率 （継続団体）県 1/3、（新規団体）県 1/2 

    ②地魚加工品開発サポート事業               7,266 千円 

     地魚加工推進員による商品力向上等の指導を強化し、商品開発や県内外 

への販路拡大活動をサポートする。 

 

（35）漁業就業者確保総合対策事業                          １０,５８４ 

漁業就業希望者に対し、漁業現場での実践的な技術習得研修を行うととも 

に、研修資金を支援する。 

・事業内容 最長２年間の技術習得研修 

      定着支援金 75 千円/月 

 

（36                     ３５,９３６ 

「第７次栽培漁業基本計画」に基づく栽培漁業を推進するため、水産振興 

センターの施設を更新する。 

・事 業 内 容 餌料培養・親魚棟、新魚類棟、甲殻類棟、魚類・藻類培養 

試験棟の整備 等  

・事 業 期 間 平成 27～30 年度 

・想定事業費 約 18 億円 

・27 年度事業 基本・実施設計 等 

 

（37）あきた県産材販売戦略事業                               ６５,７７０ 

県産材の新たな需要拡大を図るため、県外での認知度を高める活動や、販 

路拡大、販売促進につながる取組を実施する。 

①秋田の木プロモーション事業               20,551 千円 

 県産材を全国に発信するための総合プロモーション活動を実施する。 

 ⅰ）「森と木の国あきた展」の開催 

  ・事業内容 首都圏等での県産材の総合展示、商談会出展企業への支 

援、加工技術や加工製品の情報発信等 

  ・実施主体 県、県木材産業協同組合連合会 

     ⅱ）  

      ・事業内容 首都圏木材市場での県産製材品等の展示即売会、市場関 

係者との情報交換や商談機会の創出等 

      ・委 託 先 県内製材関係団体 

    ②秋田の木販路開拓事業                  36,008 千円 

          県産材を一定以上使用した県外の住宅施主に対し県産品等を提供する。 

     ・事業内容 新築住宅の構造材等を５m3以上使用した場合に 10 万円相当 

の県産品等を提供 

           住宅に使う内装材・外装材を 20m2以上使用した場合に５万 

円相当の県産品等を提供 
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     ・事 業 量 360 戸 

③秋田の木県外販売アドバンス支援事業            9,211 千円 

     県内の高付加価値製品や企業連携による販路拡大、被災地への供給促進 

を図る取組に対し助成する。 

     ⅰ）販路拡大支援 

       ・事業内容 木材関連業者が高付加価値製品を県外へ売り込む取組 

             に対し助成 

・補 助 先 木材関連業者等 

       ・補 助 率 県 1/2（上限 100 万円） 

     ⅱ）被災地向け供給支援 

       ・事業内容 木材関連業者が連携し、被災地の住宅建設や復旧工事 

             に必要な木材を提供する取組に対し助成 

       ・補 助 先 各種企業等と連携して組織する団体等 

       ・補 助 率 県 1/2（上限 300 万円） 

 

（38）「オール秋田で育てる」林業トップランナー養成事業              ３５,６１３ 

将来の林業を担う若い林業技術者を養成するため、林業大学校において研 

修を実施する。 

①林業トップランナー養成推進事業                650 千円 

 協議会等において、研修機関の運営方針等について協議する。 

②林業トップランナー養成研修事業                      34,963 千円 

 研修機関の資機材整備、研修ＰＲ及び１年生研修を実施する。 

 

（39                          ２９,５００ 

平成27年度林業大学校入学者に対し就業準備金及び奨学金を給付する。 

①秋田県緑の青年就業準備給付金事業            29,000 千円 

・対 象 者：入学者 18 名 

 ・給付金額：150 万円/人 

②秋田林業大学校研修生奨学金事業              500 千円 

 ・対 象 者：入学者 18 名のうち５名 

 ・給付金額：10 万円/人 
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３ 未来の交流を創り、支える観光・交通戦略 

 

（１）地域の集客力アップ事業                            ９,０００ 

受入態勢の充実や集客力の向上に取り組む大規模なイベントの開催に対し 

助成する。 

・補助率 県 10/10 

・限度額 3,000 千円  

 

（２）観光連盟強化支援事業                             ２４,４８０ 

    (一社)秋田県観光連盟が実施する旅行商品の造成や観光情報の発信、受入 

体勢の整備等の取組に対し助成する。 

・補助対象 テーマ性のあるガイドブック等の発行、二次アクセスの強化、 

教育旅行の誘致、訪日観光客の誘客促進、「バリアフリーツ 

アーセンター」開設(平成 28 年度予定)に向けた状況調査等 

 

 （３）観光施設魅力向上事業                          １１３,３８２ 

    ①観光施設等緊急改修事業               110,472 千円 

     県有観光施設の安全性や快適性を確保するため改修等を行う。 

     ・事業内容 男鹿水族館ウッドデッキ改修、田沢湖スキー場リフト修繕 

十和田ホテル冷温水発生機修繕等 

    ②       2,910 千円 

     観光及び郷土文化の拠点として、地域のイベントや伝統行事等と協力し、 

文化や芸能等の多様な魅力を発信する。 

     ・事業内容 小正月行事等と協力したイベントや地元団体等と連携した 

食イベントの開催等  

 

（４）都市農村交流推進事業                              ３,１００ 

   自然や食、農家民宿など地域の多彩な資源を活用した体験型交流観光ビジ 

ネスを育成する。 

   ・事業内容 グリーン・ツーリズムや体験交流型旅行に関する情報発信農 

家の起業支援等 

           

 （５）秋田韓国交流推進事業                           ６０,５１６ 

    韓国国際定期便の路線維持及び利用拡大を図るため、秋田・韓国間等の交 

流を促進するほか、航空会社への支援等を行う。 

    ①交流推進対策事業                      16,200 千円 

     ・事業内容 修学旅行及び民間の交流に対する助成 

    ②航空会社支援事業                      36,816 千円 

         ・事業内容 航空会社が支払うターミナルビル使用料等への助成 

         ・補 助 先  大韓航空株式会社  

    ③秋田空港利用促進協議会特別負担金              7,500 千円 

・事業内容 韓国便利用旅行商品の広告経費等助成 

           乗継旅行商品に対する助成 
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（６）あきたびじょんブランド化推進事業                     ７１,７８７ 

   新たな地域コンテンツの磨き上げによる観光資源化に取り組むとともに、 

様々なメディアを活用して本県の魅力を発信する。 

    ①新たな地域コンテンツによる人の流動化         16,782 千円 

     ⅰ）アドバイザーによる総合プロデュース        13,295 千円 

       ・事業内容 地域資源や商品のブランド化のための指導・助言 

     ⅱ）新たな地域コンテンツの育成支援          3,487 千円 

       ・事業内容 秋田市民市場を活用した交流イベントの開催 

             池田修三作品を巡る街歩き企画等 

②魅力発信や情報交流による秋田ファンの拡大        55,005 千円 

     ・事業内容 秋田の魅力をＰＲするフリーマガジンの制作 

Facebook 等のソーシャルメディアを活用した情報交流 

テレビ、雑誌等を活用した秋田の魅力の発信 

 

 （７）あきたの食文化発信事業                            ５,６２９ 

県内への誘客や県産品の販路拡大を図るため、秋田の食文化を背景にした 

プロモーションを行う。 

①食彩あきたプロモーション事業             4,594 千円 

 ⅰ）          1,366 千円 

   ・事業内容 「アンテナ酒場」の指定（３店舗）、市町村と連携し 

た県産食材の売り込み、アンテナ酒場の店舗を活用し 

た消費者向けＰＲやフェアの実施 

 ⅱ）「ハタハタフェスティバル」の開催（鳥取県と共催）  3,228 千円 

  ・開催時期 平成 27 年 11 月末 

  ・場  所 築地本願寺前広場 

②発酵商品プロデュース事業               1,035 千円 

「白神こだま酵母」や特許申請中の「あめこうじ」を活用して開発され 

た商品の販路開拓を図るため、バイヤー向けのカタログを作成する。 

 

 （８）アンテナショップ運営事業                         ８７,７６６ 

    ①東京アンテナショップ運営事業               67,311 千円 

     ・事業内容 運営協議会の開催、案内表示の設置やフェア開催による情 

報の受発信強化、店舗の維持修繕等 

    ②大阪アンテナショップ運営事業                19,749 千円 

アンテナショップの閉店に伴い、原状回復工事を行う。 

・工  期 平成 27 年 4～5 月 

・負担割合 秋田県、青森県、岩手県各 1/3 負担 

事業        706 千円 

     ・事業内容 アンテナショップの今後のあり方検討会の開催 
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 （９）秋田の食輸出強化事業                            ３,７３４ 

    秋田県貿易促進協会が行う海外販売促進活動経費の一部を負担する。 

    ・事業内容 マレーシアやロンドン、上海で開催される日本酒・加工食品 

等の現地商談会への出展 

 

（10）フードセーフティー推進事業                           ５,５１０ 

    県産加工食品のブランド力を強化し、国内外での販路拡大や開拓を図るた 

め、食品等事業者を対象に衛生管理に関する技術的サポートを行う。 

①販路拡大・開拓に向けた衛生管理向上事業            2,227 千円 

・事業内容 商品の衛生管理状態を証明するためのマニュアル作成や研 

修の実施 

    ②秋田県ＨＡＣＣＰ認証導入推進事業                1,493 千円 

・事業内容 秋田県ＨＡＣＣＰ認証取得希望事業者に対する技術的支援等  

③海外輸出支援サポート事業                      1,790 千円 

・事業内容 海外輸出を目指す認証取得事業者を対象とした個別支援 

 

（11）アート・音楽による地域の特色づくり推進事業                 ５４,０６０ 

    文化の継承や発展・創造に取り組むとともに、文化による地域の活性化を 

支援する。 

①あきたアートプロジェクト事業             25,437 千円 

・事業内容 アートイベント・音楽イベント開催支援（秋田市中心市街 

地）等 

    ②ＫＡＭＩＫＯＡＮＩプロジェクト秋田           7,623 千円 

・事業内容 上小阿仁村八木沢集落等を舞台とした現代アート展の開催 

    ③ 舞踊・舞踏フェスティバル開催事業          16,000 千円 

・事業内容 県内外の舞踊、舞踏家による公演やシンポジウムの開催 

        ④ 秋田の文化を築いた先人に光をあてる事業        5,000 千円 

・事業内容 秋田の先人の偉業をテーマにしたミュージカル上演 

           

（12） 文化による地域の元気創出事業                      ７４,３９９ 

文化活動を活発にするため「文化芸術振興月間（仮称）」の設定や、日常 

的な発表の場を確保するとともに、交流人口の拡大に資する取組等を支援 

する。 

①文化芸術振興月間（仮称）推進事業           4,000 千円 

     ・事業内容 月間周知のためのパンフレット作成 

②文化交流発信センター運営事業             19,864 千円 

国民文化祭サテライトセンターを継承し、文化団体の発表の場を確保 

するとともに、秋田の文化の情報発信を行う。 

③担い手育成推進事業                     800 千円 

県内在住若手アーティストに作品発表の機会を提供する。 

④文化による地域の元気創出事業補助金                   15,120 千円 

 交流人口の拡大や新たな文化創造につながる民間団体等の事業に対し 

助成する。 

62

0123456789



 

 

・補 助 率 県 2/3 

・限 度 額 100 万円（複数団体で行う事業は 300 万円） 

⑤地域伝統芸能全国大会開催事業             34,615 千円 

 「第 23 回地域伝統芸能全国大会」を開催する。 

     ・日  時 平成 27 年 10 月 11～12 日 

  ・開催場所 横手市（秋田ふるさと村ドーム劇場等） 

 ・主  催 （一財）地域伝統芸能活用センター、県、横手市 

 

（13）文化施設整備推進事業                                ２０８ 

  新たな文化施設の基本計画について広く県民の意見を聴取するため、意見 

交換会を開催する。 

 

（14）                        １,８００ 

   国の重要文化財である天徳寺の保存のため、大規模修繕に対し助成する。 

   ・総 事 業 費 約 22 億円 

   ・実 施 期 間 平成 27～35 年度（９年間） 

   ・27 年度事業 進入路整備、周辺部分解体  

 

（15）横手市増田重要伝統的建造物群保存地区整備助成事業              ９,０１２ 

   保存地区の景観保全のため、伝統的な建造物の補修と復元に対し助成する。 

 ・事業内容 特定建造物の保存修理 ５件  

8,094 千円（補助対象経費の 17％） 

                    保存地区内の防災対策調査 

  918 千円（補助対象経費の 25％） 

 

（16）スポーツ王国創成事業                            ３２７,６１１ 

本県スポーツの競技力向上を図るため、各競技団体に対する助成等を行う。 

①スポーツ王国づくり強化事業             247,508 千円 

 ・事業内容 競技団体が実施する選手強化対策に対する助成、スポーツ 

医科学の充実、玉川カヌーコースの改修に対する助成等 

②ジュニアアスリート強化事業               57,911 千円 

     ・事業内容 中学生強化選手及び高等学校強化拠点校の指定によるジュ 

ニア層の一貫指導体制の構築等 

 ③アスリート輩出のためのタレント発掘事業        5,672 千円 

 ・事業内容 フェンシング競技に新たにスピードスケート及びライフル 

射撃競技を加え、小学生から成人までの一貫指導による先 

進的なアスリートの発掘・育成を実施 

    ④高等学校運動部活動サポート事業              3,961 千円 

          ・事業内容 インターハイアドバイザーの活用、東北大会・全国大会で 

           活躍実績のある高等学校の部活動に対する合宿・遠征経費 

           の補助 

        ⑤高校野球強化事業                                 4,599 千円 

・事業内容 県外強豪校招聘強化試合の開催、中学生硬式野球練習会の 
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実施、高等学校への野球指導者の派遣等 

⑥運動部活動テクニカルサポート事業                 5,779 千円 

・事業内容 専門的な技術指導を要する部活動への外部指導者の派遣 

            外部指導者 60 名（１名当たり年 30 回） 

    ⑦ 促進事業           750 千円 

     ・事業内容 中・高合同の練習会、指導者研修会等を実施し、双方が関 

           わり合う指導体制を促進 

   ⑧その他                         1,431 千円 

・事業内容 強い体をつくるための食事指導やフォーラムの開催、指導 

者の全国大会等への派遣等 

 

（17）秋田のトップスポーツチーム応援事業                      ３０,８６４ 

    スポーツを通じた地域活性化及び本県の情報発信のため、本県トップスポ 

ーツチームを支援する。 

    ・事業内容 秋田ノーザンハピネッツ、ブラウブリッツ秋田、秋田ノーザ 

ンブレッツのユニフォーム等への本県指定キャッチフレーズ 

の掲出等 

 

（18）スポーツを通じた交流推進事業                       １４,６７１                                     

        スポーツによる地域活性化や交流人口の拡大を図るため、スポーツイベン 

トの開催支援や合宿の誘致等を行う。 

①地域によるスポーツイベント企画・検証支援事業      800 千円 

 新たなスポーツイベント等の創設に必要な調査や企画・検証に係る経費 

を助成する。 

 ・補 助 率 県 10/10 

 ・限 度 額 400 千円 

②スポーツ大会等開催支援事業               8,871 千円 

 地域活性化や交流人口の拡大につながるスポーツ大会等の開催に対して 

助成する。 

ⅰ）地域資源売り込み枠                5,800 千円 

   ・補 助 率 県 1/2 

   ・限 度 額 ス ポ ー ツ 大 会 1,000 千円 

生涯スポーツ大会  500 千円 

     ⅱ）ジュニア交流枠                  3,000 千円  

   ・補 助 率 県 1/2 

  ・限 度 額 600 千円 

③スポーツ合宿等誘致推進事業               5,000 千円 

     国内外のスポーツ団体が県内のスポーツ施設・宿泊施設を利用して行う 

合宿に対し助成する。 

     ・補 助 額 １人１泊当たり定額を助成 

（国内１千円、国内トップレベル２千円、国外３千円） 

※国内トップ・国外は交通費の 1/3 助成（上限 1 万円／人） 

     ・限 度 額 国内 30 万円、国内トップ・国外 50 万円 
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（19）２０２０プロジェクト推進事業                       １６,９６３ 

２０２０東京オリンピック・パラリンピックなどの国際スポーツ大会に係 

る事前合宿の誘致活動を推進する。 

    ①２０２０プロジェクトチーム活動費           9,077 千円 

・事業内容 関係団体からの情報収集や市町村との連絡調整、事前合宿 

誘致のためのプロモーション、県内視察時の滞在支援等 

    ②オリンピック・ムーブメント啓発事業          7,886 千円 

     ⅰ）オリンピック教室開催                386 千円 

・事業内容 オリンピアンによる中学２年生対象の教室の開催 

     ⅱ）トップスポーツ大会開催支援            7,500 千円 

       ・補助対象 国内トップレベルの選手が参加するスポーツ大会等 

       ・補 助 率 県 1/2 

       ・限 度 額 1,500 千円 

 

（20）ＦＩＳワールドカップモーグル大会開催事業                 ６０,０００ 

    ＦＩＳ（国際スキー連盟）主催のワールドカップモーグル大会「2016FIS 

フリースタイルスキーワールドカップ秋田たざわ湖大会」を開催する。 

    ・会  場 田沢湖スキー場（黒森山モーグルコース） 

    ・大会期間 平成28年２月27～28日(予定) 

    ・運営主体 県、仙北市、県スキー連盟等による組織委員会 

 

（21）新しい全県駅伝大会開催事業                          ２０,０００ 

    市町村、民間団体との連携により、「秋田２５市町村対抗駅伝ふるさとあ 

きたラン！」を開催する。 

    ・開 催 日 平成27年９月13日(予定) 

    ・開 催 地 横手市 

・競技方式 25 市町村対抗、距離約 30ｋｍ（９区間） 

・付帯イベント 25 市町村による物産のブース設置等(平成27年９月12～13日) 

 

 （22）平成 27 年度全国中学校体育大会開催事業                   ８,０００ 

    実行委員会に対して、開催経費の一部を助成する。 

    ・開催種目 水泳、剣道 

    ・日  時 平成 27 年８月 17～19 日（水泳） 

          平成 27 年８月 22～24 日（剣道） 

       ・会  場 秋田県立総合プール、秋田県立武道館 

 

（23）県有体育施設整備・改修事業                       １０１,３６２ 

    県民のスポーツ環境向上のため、県有体育施設の整備・改修等を行う。 

    ・事業内容 県立総合プールタッチプレート等更新、取水井戸設置工事 

大館樹海ドーム中央監視装置更新、外部斜柱改修 

総合射撃場標的昇降機改修等 
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(24) あきたスカイドーム再整備事業                     ４２０,０００ 

利用者の運動環境の安全性・快適性の向上を図るため、グラウンドの人工 

芝化や照明のＬＥＤ化等を行う。 

    ・事業内容 人工芝張、ターンテーブルの設置、ＬＥＤ照明化、トイレ・ 

洗面所改修、南北ギャラリー床の改修等 

    ・完成時期 平成 27 年８月（予定） 

 

 （25）生活バス路線等維持事業                         ２１７,４４２ 

地域内の生活交通を確保するため、市町村が運営または助成している生活 

バスの運行経費等に対し助成する。 

①生活バス路線等維持費補助                  100,864 千円 

市町村が助成している生活バス路線の運行経費に対し助成する。 

      ・補 助 率 県 1/2・3/8・1/8（平均乗車密度により３段階） 

     ・対象路線 120 系統 

    ②マイタウン・バス運行費等補助            116,578 千円 

          市町村が運営している地域バスの運行経費等に対し助成する。 

     ⅰ）運行費補助                       81,572 千円 

       ・補 助 率  県 1/2・1/4（平均乗車密度により２段階） 

       ・対象路線 146 系統 

     ⅱ）車両購入費補助                     35,006 千円 

           ・補 助 率  県 1/2 

       ・対  象 バス等５両 

 

 （26）地方バス路線維持事業                           １０４,６０２ 

広域的・幹線的な生活交通バス路線を維持するため、国と協調してバス事 

業者の運行経費等に対し助成する。 

       ①路線維持費補助                            103,036 千円 

     ・補 助 率  県 1/2（1/2 国直接補助） 

     ・対象路線 25 系統 

        ②車両減価償却費等補助                        1,566 千円 

     ・補 助 率  県 1/2（1/2 国直接補助） 

     ・対  象 バス１両 

  

 （27）地域公共交通再構築推進事業                         １,１９３ 

    市町村やバス事業者が抱える地域公共交通の課題を解決するため、市町村 

の取組や実情を踏まえた議論・研究を行い、改善に向けた計画づくり等を 

支援する。 

 ・事業内容 市町村の法定協議会設立に向けた助言 

市町村担当者研修会やセミナーの開催等 
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（28）地方鉄道運営費補助事業                          ８５,４８６ 

    第三セクター鉄道事業の経営安定化のため、運営に必要な経費を助成する。 

・補 助 額 秋田内陸縦貫鉄道(株) 県     50,000 千円 

  沿線市等 150,000 千円 

      由利高原鉄道(株)   県     35,486 千円 

 由利本荘市 43,016 千円  

 

（29）第三セクター鉄道利用促進事業                       １７,６６９ 

第三セクター鉄道の観光利用の促進を図るため、県外からの誘客対策等を 

実施する。 

①三セク鉄道利用促進事業                5,096 千円 

秋田内陸地域公共交通連携協議会において内陸線の地元利用や観光誘客 

の促進、利便性向上に向けた取組を行う。 

・事業内容 沿線住民意識調査の実施、総合時刻表・マップ制作、雑誌 

広告でのＰＲ、「のりものまつり」開催支援等 

        ②「秋田内陸線の旅」制作事業              1,400 千円 

     沿線観光情報等を掲載したパンフレットを沿線市と連携して制作し、首 

都圏のＪＲ駅等に配置する。 

    ③三セク鉄道魅力向上事業                11,173 千円 

     第三セクター鉄道の魅力を高め観光振興及び利用促進を図るため、観光 

アテンダントを配置する沿線市に対し助成する。 

 

（30）広域交通ネットワーク維持・誘客促進事業                   １８,３１１ 

定期路線の維持・拡充及び県外からの観光誘客を図るため、利用拡大に向 

けた取組を行う。 

    ①秋田空港利用促進協議会負担金（通常分）        1,030 千円 

    ②大館能代空港利用促進協議会負担金（通常分）      2,575 千円 

        ③広域交通ネットワーク誘客促進事業（負担金・拡充分）   14,706 千円 

                  4,454 千円 

       ・事業内容 北海道での観光ＰＲイベント開催、秋田泊の旅行商品 

造成支援（1/2 補助、上限１商品 10 万円） 

     ⅱ）大館能代空港利用促進対策強化事業          9,200 千円 

       ・事業内容 秋田泊の旅行商品造成支援（上限１商品 10～20 万円） 

             レンタカー助成（上限 1,000 円／日、最大３日間） 

航空会社のホームページや乗り継ぎ良好地のタウン誌 

への情報掲載、協議会ホームページのリニューアル等 

            1,052 千円 

       ・事業内容 北海道での観光ＰＲイベント開催、秋田泊の旅行商品 

造支援（1/2 補助、上限１商品５万円） 
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（31）空港経営体制検討事業                           １１,８４０ 

    空港の民営化の検討を進めるため、県管理空港の今後の経営体制に関する 

調査等を行う。 

・事業内容 今後の運営のあり方に関する調査・検討業務委託、先進地視 

察等 

 

 （32）環日本海クルーズ推進事業                           ２,６０７ 

秋田港のにぎわい創出と観光誘客を図るため、他港と連携して外航クルー 

ズ船の誘致活動を行う。 

68

0123456789



 

 

４ 元気な長寿社会を実現する健康・医療・福祉戦略 

 

（１）医療・介護・福祉ネットワーク構築事業                       ６,２６６ 

    高齢者等が介護や療養が必要な状態になっても、住み慣れた場所で生活を 

続けることができる環境を整備するため、在宅生活支援に向けた医療・介 

護・福祉の各分野の機能向上と相互の連携を促進する。 

    ①医療・介護・福祉連携促進事業等               2,968 千円 

     地域包括ケアシステムの早期構築に向けて、医療・介護・福祉連携促進 

協議会の開催や各先進地の具体的な取組についての研修会を開催する。 

    ②地域福祉再構築推進事業                        2,338 千円 

生活課題に関する総合相談支援機能の充実と課題解決の仕組みづくりを 

推進する。 

・委 託 先 （福）秋田県社会福祉協議会 

    ③地域ケア・マネジメント支援機能強化事業                 960 千円 

     地域ケア会議等の活動を支援するとともに、県民に対し地域包括ケアシ 

ステムの周知・啓発を行う。 

    ・委 託 先 （公財）秋田県長寿社会振興財団 

 

（２）新興感染症対策事業                               ２９,５５７ 

    エボラ出血熱や新型インフルエンザ等の新興感染症の患者発生に備えた医 

療機関の体制整備を推進する。 

・事業内容 患者を感染症指定医療機関に移送するための保健所の体制強化 

新型インフルエンザ患者発生に備えた研修及び実地訓練 

感染症外来医療機関等の施設設備整備 

 

（３）難病相談・生活支援事業                              ６,６６７ 

    難病患者等の療養生活の質の維持向上を図るため、総合的な相談支援や日 

常生活用具の給付を行う。 

・事業内容 難病相談支援センターの運営委託 

           

小児慢性特定疾病児童への日常生活用具の給付 

 

（４）健康づくり基盤整備事業                              ９,１２６ 

    健康づくり基盤の充実を図るため、地域の健康課題に関する調査・分析や 

地域・職域保険の連携強化に向けた取組を行う。 

・事業内容 市町村単位の健康医療データを分析した資料集の作成 

          健康づくりに関する県民意識調査の実施等 
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（５）生活習慣病予防対策事業                            １１,３４５ 

    「健康秋田２１計画」に基づき、生活習慣病対策を総合的に推進する。 

・事業内容 本県の生活習慣病の実態の周知啓発 

          タニタ食堂等と連携した減塩や糖尿病予防の講習会 

          食事バランスに着目した減塩指導法の開発 

      保育園・幼稚園での「うすあじ教室」の開催 

高校生減塩レシピコンクールの開催、商品化支援 

ロコモティブシンドローム予防教室・講師派遣 

          食生活改善推進員等と連携した健康づくりの推進等 

 

（６）特定健康診査・保健指導事業                         １３９,６７７ 

    市町村国保等の特定健康診査・特定保健指導の円滑化等を図るため、実施 

費用の一部を負担する。 

 

（７）がん予防推進事業                              ２０,５００ 

    がん罹患者数を減少させるため、がん予防につながる生活習慣等について 

の情報提供及び普及啓発を実施する。 

・事業内容 中学生等を対象とした、がん教育事業の実施 

      がん患者団体等と協力した、がん予防イベント等の実施 

      受動喫煙防止に関する実態調査の実施及び対策検討会の開催 

      がんの罹患実態等を把握し、がん対策に活用する地域がん登 

録の実施等 

 

 （８）がん検診推進事業                             １３７,８５５ 

    がん検診受診率50パーセント以上を達成するため、市町村や検診団体が実 

施する受診率向上のための取組に対する支援や受診環境の整備を図る。 

・事業内容 がん検診未受診者に対する個別勧奨事業（コール・リコール） 

の全県展開へ向けた啓発や人材育成 

40歳及び50歳の県民に対する胃がん検診無料クーポン配布 

      市町村が実施する20～39歳の子宮頸がん検診への助成 

      胸部検診車の購入 

      がん検診受診環境整備に向けた検討会の実施 

 

 （９）がん医療対策推進事業                           １２１,８７７ 

    がん死亡率の低減を図るため、がん診療連携拠点病院等への支援や、拠点 

病院等の指定のない医療圏の解消、治療に関する調査研究を行う。 

・事業内容 北秋田市民病院のがん診療連携拠点病院等への指定に向け 

た集中的な支援 

がん診療連携拠点病院等の医療提供体制強化への助成 

      院内がん登録データの解析結果を活用した指導・助言 

      がん分野の認定看護師等の資格取得経費への助成 

      緩和ケアの質の向上を図る医療従事者向け研修の実施 
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（10）心はればれ県民運動推進事業                           ６０,５１４ 

    自殺者数の減少を図るため、県民への継続的な啓発や住民に身近な市町村に 

おける取組への支援等、民・学・官の連携による自殺予防対策を推進する。 

    ・事業内容 市町村や民間団体が実施する高齢者の心の健康づくり等の取 

組への助成 

「あきたいのちのケアセンター」における相談の実施 

     自殺予防キャンペーンの実施 

「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の運営等への助成 

          地域における自殺未遂者支援体制の構築等 

 

（11）地域医療従事医師確保対策事業                        １９９,５６６ 

        医師の確保と県内定着を図るため、寄附講座を設置するとともに、医療機 

関の医療秘書の育成等に要する経費に対し助成する。 

    ①循環型医療教育システム学講座設置事業            98,000 千円 

     秋田大学医学部に医師派遣型の寄附講座を設置する。 

     ・設置期間 平成26年４月１日～平成31年３月31日 

     ・寄附金額 総額 490,000 千円 

平成26～30年度各 98,000 千円 

②鹿角地域医療推進学講座設置事業                      20,000 千円 

     岩手医科大学医学部に鹿角地域の医療連携に関する寄附講座を設置する。 

     ・設置期間 平成27年４月１日～平成32年３月31日 

     ・寄附金額 総額 100,000 千円 

平成27～31年度各 20,000 千円 

③大館・北秋田地域医療推進学講座設置支援事業         20,000 千円 

    弘前大学大学院医学研究科に寄附講座を設置する大館市に対し助成する。 

     ・設置期間 平成25年10月１日～平成30年３月31日 

     ・補 助 額 総額 93,000 千円 

平成25年度 13,000 千円 

平成26～29年度各 20,000 千円 

    ④その他                                             61,566 千円 

     医療秘書等配置促進事業、産科医等医療体制特別対策事業等 

 

 （12）総合診療・家庭医養成事業                             １７,３２３ 

地域医療を担う総合診療・家庭医を養成するため、養成プログラムの推進 

を図る。 

    ・プログラム概要 秋田厚生医療センターで内科、小児科、救急をローテ 

ート研修（地域医療研修を湖東厚生病院で実施） 
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 （13）政策的医療関係施設運営費補助事業                     ３２３,１８２ 

    広域的医療機能の円滑な運営を図るため、救命救急センター、神経病セン 

ター等に対し運営費を助成する。 

    ①救命救急センター                      228,900 千円 

     ・補 助 先  秋田赤十字病院 

       ・補 助 率  国庫補助事業 国 1/3、県 2/3（うち 1/3 県単嵩上げ補助） 

 県 単 独 事 業  県10/10 

    ②地域救命救急センター                          66,611 千円 

     ・補 助 先  平鹿総合病院 

     ・補 助 率 県 2/3 

   ③神経病センター                        27,671 千円 

         ・補 助 先  秋田赤十字病院 

         ・補 助 率 県10/10 

 

 （14）周産期医療体制整備事業                            ３４１,４４３ 

    安心して出産できる環境の整備を図るため、周産期母子医療センター等の 

運営費や設備整備に対し助成する。 

    ①総合周産期母子医療センター運営費補助事業          162,740 千円 

  ・補 助 先 秋田赤十字病院 

  ・補 助 率 国 1/3、県 2/3（うち 1/3 県単嵩上げ補助） 

②地域周産期母子医療センター運営費補助事業           36,920 千円 

 ・補 助 先 大館市立総合病院、平鹿総合病院 

 ・補 助 率 国 1/3、県 1/3 

③産科医療機関確保事業                      91,240 千円 

   ・補 助 先 かづの厚生病院、北秋田市民病院、雄勝中央病院、 

         市立角館総合病院 

   ・補 助 率 国 1/2、県 1/2 

④総合周産期母子医療センター設備整備事業            49,009 千円 

  ・補 助 先 秋田赤十字病院 

 ・補 助 率 国 1/3、県 1/3 

⑤周産期医療人材育成事業                      1,534 千円 

   ・事業内容 産科救急医療教育プログラムへの助成 

周産期死亡実態調査、症例検討会 

 

 （15）救急医療対策事業                             ４８２,８２７ 

    救急医療体制の円滑な運営を図るため、研修及び普及啓発を行うほか、地 

域の中核的な医療機関に対し助成する。 

    ①救急医療支援事業                        210,180 千円 

     救急医療機関の運営費に対し助成する。 

     ・補 助 先 県内の中核的な８救急告示病院（自治体病院等を除く） 

・補 助 率 県 2/3 
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    ②災害・救急医療情報センター運営事業              26,617 千円 

     平常時の救急搬送等を円滑に実施するとともに、被災時の医療機関等の 

情報を迅速に収集し提供する。 

    ③病診連携支援事業                           1,531 千円 

          救急告示病院が行う休日・夜間の小児救急医療について、地域の診療所 

医師が非常勤医師として診療を行う際の雇用経費等を助成する。 

     ・補 助 率 県 1/2 

④ドクターヘリ運航事業                     233,731 千円 

 救急搬送体制が脆弱な地域の救急医療体制を強化するため、ドクターヘ 

リの運航に係る経費に対し助成する。 

・補助対象 ドクターヘリ運航経費、無線局電波利用料、デジタル無線 

設備整備費 

・補 助 先 秋田赤十字病院 

・補 助 率 国 1/2、県 1/2 

⑤その他                           10,768 千円 

     ・救急医療対策費補助事業 

・小児救急電話相談事業 

・小児救急医療啓発事業 

 

 （16）厚生連病院移転新築支援事業                         ２７４,７２４ 

        厚生連病院の医療機能の強化を図るため、厚生連病院の施設整備等を支援 

する。 

①改築促進支援事業                       154,238 千円 

既整備済施設に係る償還金に対する利子補給を行う。(県10/10) 

    ②湖東総合病院改築支援事業                   46,598 千円 

     移転改築整備に伴う経費に対し助成する。 

    ③仙北組合総合病院改築支援事業                73,888 千円 

     移転改築整備に伴う経費に対し助成する。 

  

（17）湖東総合病院運営支援事業                            ５６,４００ 

    湖東地区の医療を担う湖東厚生病院の運営費に対し助成する。 

    ・病 床 数 100 床（一般56床、回復期リハビリテーション44床） 

    ・診療科目 内科、整形外科、リハビリテーション科他13診療科 

 

（18）災害医療体制整備事業                             ３,８７１ 

災害時の医療提供体制の確保のため、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の 

訓練経費等に対し助成する。 

 

（19）国保財政調整交付金                                        ５,８０２,２６４ 

国民健康保険制度の運営安定化を図るため、医療給付費等総額の９％を市 

町村に交付する。 
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（20）後期高齢者医療給付費負担金                           １１,９７９,１７５ 

後期高齢者医療制度に係る医療給付費等総額の 1/12を後期高齢者医療広域 

連合に交付する。 

 

 （21）医療従事者養成事業                             ４５,７７３ 

医療関係団体等が行う医療従事者の確保・定着に向けた取組に対し助成す 

る。 

①歯科医療従事者養成事業                    4,237 千円 

県内における歯科医療の質的向上を図るため、歯科医療専門学校の養成 

経費に対し助成する。 

     ・補 助 先 （一社）秋田県歯科医師会 

     ・補 助 率 県10/10 

    ②勤務環境改善支援センター設置事業             1,520 千円 

     医療機関の勤務環境の改善により医療従事者の確保・定着を図るため、 

医療勤務環境改善支援センターを設置・運営する。 

・事業内容 勤務環境改善計画の策定支援 

      医療機関を対象とする先行事例や県の支援体制等に関する 

説明会等 

    ③歯科衛生士養成所設備整備事業             39,271 千円 

在宅医療等において、今後の活躍が期待される質の高い歯科衛生士を確 

保するため、養成所が行う設備整備に対し助成する。 

・補 助 先 秋田県歯科医療専門学校 

・補助対象 設備整備 

・補 助 率 県 2/3 

   ④薬剤師確保対策事業                    745 千円 

薬剤師の就労意欲の持続と資質の向上を図るため、専門性の高い薬剤 

師を養成する取組に対し助成する。 

・補 助 先 県薬剤師会 

・補 助 率 県 2/3 

・事業内容 薬剤師業務模擬体験 

           薬学部進学説明会・薬科大学等訪問説明会 

認定薬剤師講習会 

 

 （22） 看護師等養成所施設整備補助事業                     ２０,０００ 

看護職員の安定的な供給のため、看護師等養成所の修繕に要する経費に対 

し助成する。 

    ・補 助 先 秋田市（秋田看護学校に土地・建物を無償貸与） 

    ・補 助 率 県 1/3 

 

 （23                             １,５００ 

危険ドラッグの取り締まり強化のため、県内で違法性を疑われる薬物が発 

見された際の、県健康環境センターにおける検査・分析体制を強化する。 

・事業内容 標準品の確保、研究員の国主催の検査・分析研修への参加 
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 （24）秋田県医療ネットワーク推進事業                        ４３,０１２ 

    地域医療の向上を図るため、秋田県医療連携ネットワークシステム（あき 

たハートフルネット）のデータセンターの保守を行うほか、運営主体や中 

核病院参画のための設備導入に対し助成することで、患者の診療情報の共 

有や医療機関同士の連携を促進する。 

    ①データセンター費                       3,111 千円 

     システムの保守及び回線費用に要する経費       

     ・実施主体 県 

    ②運営経費助成費                       3,151 千円 

     システムの運営経費に対する助成 

     ・補 助 先 （一社）秋田県医師会 

     ・補 助 率 県 1/2 

    ③地域中核病院ネットワーク参画促進事業         36,750 千円 

 中核病院が参画するために必要な設備の導入に対する助成 

 ・補 助 先 二次医療圏の中核病院 

 ・補 助 率  県 3/4 

 

（25）在宅医療推進支援事業                             １３３,７７９ 

医療機関等が行う在宅医療の提供体制の構築に向けた取組に対し助成する。  

・事業内容 在宅医療を推進するための協議会等の設置 

休日在宅医療当番医制度の運用 

在宅医療に必要な診療機器の整備 

有床診療所の設備等の整備 

在宅医療の多職種連携に係る取組への支援 等 

 

（26）在宅医療従事者育成支援事業                          １１,７５６ 

医療関係団体が行う在宅医療従事者の育成や資質向上に向けた取組に対 

し助成する。 

・事業内容 在宅医療に関する知識や技術の向上に向けた研修等の実施 

在宅薬剤師養成のための無菌調剤設備の整備 

 

（27）病院内保育所支援事業                              ２３,４２６ 

    仕事と育児が両立できる雇用環境づくりを推進し、医療従事者の離職防止 

を図るため、病院内保育所の設置・運営に要する経費に対し助成する。 

     ・補 助 先 民間病院（中通総合病院ほか３病院） 

           公的病院（由利組合総合病院、平鹿総合病院） 

    ・補 助 率 民間病院 県 2/3 

公的病院 県 1/3 
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 （28）地方独立行政法人秋田県立病院機構支援事業               ３,９５６,０９９ 

    秋田県立病院機構の円滑な運営を図るため、循環器部門の機能強化や不採 

算医療等に要する運営費等の一部に対し交付金を交付する。 

①脳血管研究センター                2,335,814 千円 

     ｉ）既存算定部分           1,333,387 千円 

     ⅱ）循環器診療強化部分        1,002,427 千円 

       成人病医療センターの心疾患部門を活用した循環器診療強化に要す 

る経費 

       ・運営費                       272,997 千円 

         ・体制整備経費                    729,430 千円 

     ②リハビリテーション・精神医療センター 1,620,285 千円 

     

（29）介護保険サービス充実強化推進事業                        ３９,５１９ 

    ①介護サービスの質の向上事業                   5,327 千円 

サービスの質の向上や個別ケアの導入を促進するため、事業者に対する 

調査・指導等を行う。 

    ②介護職員等による痰吸引等研修事業               29,980 千円 

痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成するため、 

研修を実施する。 

・対  象 介護サービス事業所に勤務する介護職員 

・研修内容 基本研修(講義10日間)、演習（５日間）他 

    ③介護支援専門員資質向上研修事業                  3,643 千円 

     介護支援専門員の資質向上や介護支援専門員証の更新に必要な研修等を 

実施する。 

    ④介護職員等研修事業                          569 千円 

     多様化・高度化する福祉ニーズに対応できる人材を確保するため、介護 

職員等へのキャリアアップ研修を実施する。 

 

（30）老人福祉施設等環境整備事業                          １７６,２５０ 

    特別養護老人ホーム等の整備費に対し助成する。 

    ・補助対象 特別養護老人ホーム１施設 

        ・補 助 先 社会福祉法人 

    ・補 助 率 県10/10  

 

（31）障害者総合支援法等推進事業                           ４３,７５５ 

    ①障害者の工賃向上支援事業                     1,932 千円 

障害者の工賃向上を図るため、就労継続支援Ｂ型事業所等へ中小企業診 

断士を派遣する。 

   ②重度訪問介護等利用促進支援事業                  36,011 千円 

     重度障害者等に対する訪問サービスを行う市町村に対し助成する。 

    ③介護職員等による痰吸引等研修事業                 5,812 千円 

痰吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成するため、 

研修を実施する。 
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・対  象 訪問系事業所・障害者支援施設の介護職員等 

・研修内容 基本研修(２日間)、利用者宅での実地研修 

 

（32）福祉医療費等助成事業                                             ４,１８０,７１４ 

経済的負担の軽減を図るため、医療費自己負担分を助成する。 

・補助対象 ①乳幼児及び小学生             831,813 千円 

      ②ひとり親家庭の児童           224,139 千円 

      ③高齢身体障害者、重度心身障害（児）者 3,124,762 千円 

・自己負担 ①1/2（１医療機関 1 カ月当たり上限 1,000 円） 

      ②、③自己負担なし 

・補 助 先 市町村 

・補 助 率 県 1/2 

 

（33）介護給付費負担金                                         １７,６９４,２４６ 

介護保険制度の介護給付費のうち県負担分について、市町村及び一部事務 

組合に交付する。 

 

（34）生活保護費                                             １,７７２,７４４ 

生活が困窮している者に対し、生活に必要な経費を支給する。 

 

（35） 生活困窮者自立支援事業                                  １２,５６４ 

生活保護から脱却した者等に対し、早期の包括的な相談支援を実施し、自 

立の助長を図る。 

①自立相談支援事業                         11,784 千円 

県福祉事務所に支援員を配置し、相談者のアセスメントの実施や自立に 

向けた伴走型の相談支援を実施する。 

   ②住宅確保給付金支給事業                         780 千円 

     離職等により住宅を失った者等に、住宅確保給付金を支給し、求職活動 

の支援を実施する。 

 

（36）離職者等就労支援事業                                     ９,５８８ 

    離職等により住宅を失った者の求職活動を支援するため、住宅確保給付金 

を支給する。 

 

（37）地方独立行政法人秋田県立療育機構支援事業                            １,１２３,２４４ 

秋田県立療育機構の円滑な運営を図るため、運営費等の一部に対し交付金 

を交付する。 

①運営費交付金                        908,345 千円 

②共済費負担金                        214,899 千円 

 

（38）老人クラブ助成事業                            ２６,６９４ 

     県内の老人クラブ及び老人クラブ連合会の活動の促進・充実を図るため、 

活動経費を助成する。 
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・補助対象 県内老人クラブ（1,459 クラブ）、県及び市町村老人クラブ 

連合会 

    ・補 助 率 国 1/2、県 1/2（県老人クラブ連合会） 

国 1/3、県 1/3、市町村 1/3（県老人クラブ連合会以外） 

 

（39） 地域で支える認知症施策推進事業                        １９,００２ 

    増加が見込まれる認知症の人に対応するため、早期診断・対応を充実させ、 

安心して生活を送れるよう、地域で支える体制の構築を図る。 

    ①認知症疾患医療センター運営事業                8,539 千円 

地域における認知症医療と介護の充実等を図るため、認知症疾患医療セ 

ンターの運営に要する経費に対し助成する。 

     ・業務内容 医療機関から紹介された患者の病名等の特定 

治療方針等診療情報の提供 

           県民からの専門医療相談対応 

           在宅サービス希望者に関する地域包括支援センターへの情 

報提供等 

     ・補 助 先 （地独）秋田県立病院機構 他 

     ・補 助 率 国 1/2、県 1/2 

②認知症医療・介護体制充実強化事業             3,538 千円 

認知症の早期発見・早期対応のため、認知症サポート医、認知症介護指 

導者の養成を行う。 

    ③みんなで支える認知症施策推進事業             6,925 千円 

住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを推進するため、認知症 

サポーターの養成や認知症カフェを開催し、集い場の普及等を行う。 

 

（40） 介護人材確保対策事業                               ３２,４６０ 

    深刻な人手不足が懸念される介護人材を確保するため、未経験者等の介護 

分野への新規就労者を支援するとともに、職場環境の改善等を図り、職場 

定着を促進する。 

 

（41）元気で明るい長寿社会づくり事業                           ３９,５５５ 

    高齢者が充実して過ごせる社会の実現に向けて、介護予防の充実を図る 

「新しい総合事業」の推進や「社会参加と健康づくり」を進める。 

    ①高齢者元気アップ支援事業                   18,231 千円 

全国健康福祉祭（山口大会）への選手派遣や県版ねんりんピックスポー 

ツ交流大会等の開催経費に対し助成する。 

②新しい総合事業の取組支援事業               4,727 千円 

持続可能な介護保険制度を確立するため、「新しい総合事業」を速やか 

に全市町村が取り組めるよう研修等を実施する。  

 

     ｉ）新しい総合事業研修                  372 千円  

       ・対 象 市町村職員（100 人）、介護予防事業所職員（100 人） 

       ・委託先 （公財）秋田県長寿社会振興財団  
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     ⅱ）生活支援コーディネーター養成研修           2,766 千円  

            ・対 象 市町村の地域支え合い活動実践者等（50人）    

       ・委託先 （公財）秋田県長寿社会振興財団 

     ⅲ）生活支援コーディネーター指導者養成研修        206 千円  

           ・対 象 市町村職員（２人）、秋田県社会福祉協議会 

職員（１人）派遣経費 

     ⅳ）包括的支援事業推進事業               1,253 千円 

・対 象 地域包括支援センター職員（170 人）他 

       ・委託先 （公財）秋田県長寿社会振興財団  

     ⅴ）介護予防支援従事者研修                 130 千円   

       ・対 象  介護支援専門員等（300 人） 

・委託先 （特非）秋田県介護支援専門員協会 

③高齢者ほっと安心相談事業                 16,597 千円     

       高齢者総合相談センターを活用し、高齢者の総合相談や市町村窓口等で 

相談業務を担当している職員等に対しカウンセリング等を行う。 

ｉ）高齢者総合相談センターの運営             15,119 千円  

       ・委託先 （公財）秋田県長寿社会振興財団  

ⅱ）相談業務スーパーバイズ事業              1,478 千円  

            ・対象者 地域包括支援センター、市町村職員 

・委託先 （公財）秋田県長寿社会振興財団 

 

（42）全国健康福祉祭開催準備事業                          １９,９６８ 

    平成29年度に本県で開催される全国健康福祉祭（ねんりんピック）に向け、 

必要な開催準備を行うとともに、県民挙げての大会開催に向けた気運の醸 

成を図る。 

    ・事業内容 大会実行委員会の設立・運営 

          先催県視察及び関係機関との打ち合わせの実施 

          公式ＨＰの作成 

交流大会開催準備支援 等 

 

（43） 聴覚障害者支援センター（仮称）整備事業                       ８２４ 

    聴覚障害者支援センター（仮称）整備に向け、機能や設置・運営等のあり 

方を検討する。 

    ・事業内容 検討委員会の開催 

          先進県の視察 

 

(44）障害者スポーツ振興事業                              ３５,６７５ 

    ①障害者スポーツ普及・推進事業                13,233 千円 

     障害者スポーツの指導を行う障害者スポーツ推進員の設置や障害者スポ 

ーツ体験交流、在宅障害者スポーツ教室を開催する。 

・委 託 先 （一社）秋田県障害者スポーツ協会 

    ②秋田県障害者スポーツ協会運営費補助事業         3,576 千円 

     障害者スポーツの振興を図るため、運営費の一部を助成する。 

79

0123456789



 

 

     ・補 助 先 （一社）秋田県障害者スポーツ協会 

    ③全国障害者スポーツ大会等派遣事業                   18,866 千円 

和歌山県で行われる全国障害者スポーツ大会への選手団派遣や北海道・ 

東北地区ブロック大会の開催等を行う。 

・委託先等 （一社）秋田県障害者スポーツ協会等 

     ・業務内容 全国障害者スポーツ大会派遣（和歌山県 平成27年10月24 

～26日開催） 

           選手59名、補助者・役員40名 計99名（予定） 

           北海道・東北地区ブロック大会の開催（精神障害者バレー 

ボール）等 

 

（45）ひきこもり相談支援センター運営事業                        ７,２１３ 

    ひきこもりに関する相談支援体制の強化を図るため、ひきこもり相談支援 

センターを運営する。 

   ・事業内容 相談業務（電話、面接、訪問支援） 

         連絡協議会の開催 

         ひきこもり対策に関する情報発信、人材育成 

         当事者会及び家族会の開催等 

 

（46）障害者市町村地域生活支援事業                         １６９,９２５ 

    障害者が地域で安心して日常生活や社会生活を営めるよう生活支援事業を 

実施する市町村に対し助成する。 

   ・事業内容 相談支援事業 

          日常生活用具給付等事業 

          意思疎通支援事業等 

    ・補 助 率 国 1/2（直接補助）、県 1/4 

 

（47）障害者県地域生活支援事業                           １０１,９０９ 

    障害者の福祉の増進を図るため、地域の特性や利用者の状況に応じた専門 

性の高い事業を実施する。 

・事業内容 障害者就業・生活支援センター事業 

          障害者社会参加促進事業 

          意思疎通支援を行う者の養成研修事業等 

    ・補 助 率 国 1/2 

 

 （48）地域支援事業交付金                           ４０５,２１９ 

    介護保険における被保険者が要介護状態又は要支援状態となる前からの介 

護予防を推進する。 

    ・補 助 先 市町村 

    ・事業対象 ア）介護予防事業 

  通所型介護予防事業、介護予防普及啓発事業等 

          イ）包括的支援事業 

          介護予防ケアマネジメント業務、介護支援専門員に対す 
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る個別支援等 

        ウ）任意事業 

          家族介護支援事業、介護用品支給事業等 

    ・補 助 率 ア）   国25％、県12.5％、市町村12.5％ 

          イ）ウ） 国39％、県19.5％、市町村19.5％   

 

 （49）高齢者の社会参加促進事業                          ５,７８６ 

    老人クラブ等が行う高齢者宅への訪問活動の充実を図り、高齢者の社会参 

加を促進させる事業に対し助成する。 

    ・補 助 先 市町村及び（公財）秋田県老人クラブ連合会 

    ・事業内容 友愛訪問活動（単身高齢者世帯訪問事業） 

          友愛訪問活動の必要性等に関する研修 

          訪問活動を指導する指導員養成研修等 

    ・補 助 率 国 1/2、県 1/2（県老人クラブ連合会） 

          国 1/3、県 1/3、市町村 1/3（県老人クラブ連合会以外） 
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５ 未来を担う教育・人づくり戦略 

                       

（１）少人数学習推進事業（小・中学校）                     ７５０,４９６ 

少人数学級体制によるきめ細かな教育を行うため、対象を小学校５年生に 

拡充し、必要な臨時・非常勤講師を配置する。 

・事業内容 小学校１～５年生、中学校１～３年生（30 人程度学級） 

         臨時講師  92 人、非常勤講師 133 人 

 

                          ２３,５６７ 

     小学校１年生の学校生活への適応や望ましい学習集団の形成を図るため、 

    学級担任をアシストする非常勤職員を配置する。 

    ・配置数 13 名 

 

（３）高校生未来創造支援事業                            ９３,９５２ 

     高校生の学習意欲の喚起と、学力の向上を図るため、進路決定のためのキ 

    ャリア教育の充実を図るとともに、多様な人材を活用したハイレベルの授 

業を実施する。 

①キャリア教育総合推進事業                  13,615 千円 

・事業内容 県内大学の研究室訪問、ものづくり教育の充実 

②地域医療を支えるドクター育成事業               1,534 千円 

・事業内容 中核病院や診療所等の見学、秋大医学部での診療シミュレ 

ーション等の体験学習、医師を目指す高校生へのハイレベ 

ル講座の開催など 

③確かな学力育成推進事業                   78,803 千円 

 ・事業内容 ハイレベル講座、学校間連携による合同学習合宿の開催、 

       高等学校学習状況調査など 

 

（４）スーパーグローバルハイスクール事業                      １６,０００ 

    語学力とともに、幅広い教養、問題解決力等を身につけ、将来的に世界で 

活躍できるグローバルリーダーを高等学校段階から育成する。 

    ・指 定 校 秋田南高等学校（予定） 

    ・事業内容 国際教養大学、県立大学、秋田大学等の教員による講義、県 

          内・国内・海外フィールドワーク、課題研究発表会、ＳＧＨ 

          キャンプなど 

 

（５）あきた発！英語コミュニケーション能力育成事業               １７０,５０５ 

    世界に通用する実践的英語力を持った次代を担う人材を育成するため、小 

中高の連携による英語教育の充実を図る。 

①小中高授業改善推進事業                 145,057 千円 

 ・事業内容 外国語指導助手の配置、中学３年生の英検受験 

       教員の授業力向上のための研修 など 

②英語を学ぶ環境整備事業                    25,448 千円 

82

0123456789



 

 

 国際的な視野の拡大、国際協調の精神の醸成を図るため、英語学習環境 

 の整備を行う。 

 ・事業内容 イングリッシュキャンプ 

（小５～高校生 780 名、２泊３日、13 回開催） 

スーパーイングリッシュキャンプ 

（英検準２級以上 120 名、３泊４日、３回開催） 

              高校生グローバルサマースクール 

（高校生 40 名程度、３泊４日、英語によるリベラルアー 

            ツセミナーやプレゼンテーションなど） 

       高校生海外派遣研修  

韓国（30 名、４泊５日、ソウル高校との交流） 

フィリピン（12 名、５泊６日、専門高校の生徒がインタ 

ーンシップを実施） 

高校生留学支援事業 

        長期留学補助（30 万円/人、７名、１年程度の留学） 

        短期留学補助（10 万円/人、40 名、２週間以上の留学） 

 

（６）インクルーシブ教育システム構築推進事業                    ２０,５２０ 

   障害のある子どもが、障害のない子どもと共に教育を受ける仕組みを構築 

する。 

   ①早期からの教育相談・支援体制構築事業            4,501 千円 

    ・市町村における関係機関とのネットワーク構築、推進地域への就学支 

援コーディネーターの配置（湯沢市、由利本荘市） 

   ②特別支援教育に関する実践研究充実事業          1,222 千円 

    ・研究推進校の指定や成果の普及、公開研究会の開催 

   ③特別支援学校ネットワーク構築事業                       2,451 千円 

    ・青森県、岩手県との合同による授業検討会等の開催 

   ④その他の事業                      12,346 千円 

    ・担当教員への研修、専門家・支援チームによる巡回指導、特別支援学 

校のセンター的機能向上のための取組等 

 

（７）不登校・いじめ問題等対策事業                        ７３,９４１ 

不登校、いじめ、暴力行為等の問題行動の未然防止、早期発見、早期解決 

のため、学校・家庭・地域社会等と連携し教育相談体制の充実を図る。 

・事業内容 スクールカウンセラーによる心理的支援 

      心の教室相談員配置 中学校 16 人 

      スクールソーシャルワーカー配置 教育事務所等４人 

      「すこやか電話」の設置（フリーダイヤル） 
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（８）奨学のための給付金                                     ２５３,１７１ 

   低所得者世帯の生徒の修学を支援するため、教科書費、教材費、学用品費 

等の必要経費を給付する。 

   ・公立高校 第１子 37,400 円、第２子 129,700 円、生活保護世帯 32,300 円 

   ・公立通信  第１子 36,500 円、第２子  36,500 円、生活保護世帯 32,300 円 

   ・私立高校  第１子 39,800 円、第２子 138,000 円、生活保護世帯 52,600 円 

 

（９）私立学校就学支援事業                                     ６０３,３２７ 

保護者の経済的負担の軽減を図るため、就学に係る支援金を支給するとと 

もに、入学料及び授業料の軽減を行う私立学校に対し助成する。 

①私立高校生就学支援金（全額国庫）               470,017 千円 

 ・事業内容 就学支援金、学び直し支援金の支給  

 ・補 助 額 保護者収入に応じた支援金を支給 

       １、２年生： 年 118,000 円 ～ 297,000 円 

               （保護者収入が概ね 910 万円以上は対象外） 

       ３年生  ： 年 118,800 円 ～ 237,600 円 

②私立学校授業料軽減補助                      53,218 千円 

 ・事業内容 ①の支援金に上乗せして県単独で次の基準となるよう助成 

       ・概ね年収 350 万円未満 授業料の負担なし 

       ・概ね年収 600 万円未満 授業料の負担が月額１万円 

③私立学校入学料軽減補助                    23,567 千円 

 ・事業内容 入学料を軽減する私立高等学校等に対する助成 

    ④奨学のための給付金（再掲）                  56,525 千円 

 

（10）育英事業助成費                                                    ４８０,２６９ 

(公財)秋田県育英会に対し、奨学金貸与及び育英寮の運営に必要な経費を 

助成する。 

①奨学金事業 

・育英奨学金（大学等）月額貸与 50 千円 

           貸与人員 350 名 

・高等学校等奨学金  月額貸与 18～35 千円 

           貸与人員 500 名 

・入学一時金奨学金  貸与金額 30～100 万円 

           貸与人員 270 名 

    ②学生寮運営事業 

     ・男 子 寮（収容人員 119 名） 

     ・女 子 寮（収容人員 80 名） 

 

（11）私立学校運営費補助金                            ９３１,５６９ 

私立学校教育の振興を図るため、運営費等の一部を助成する。 

①一般補助                           884,207 千円 

 ・事業内容 人件費を含む経常的経費に対する助成 

 ・補助対象 私立高等学校 
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②過疎地域私立高等学校特別補助                 11,303 千円 

 ・事業内容 過疎地域の私立高等学校に対する助成 

 ・補助対象 国の定める率を超えて生徒が減少している私立高等学校 

③あきた私学魅力アップ支援事業費補助                 4,000 千円 

     ・事業内容 特色ある教育活動に対する助成 

・補助件数 １校につき３事業（補助率 2/3、１事業の限度額 30 万円） 

④日本私立学校振興・共済事業団補助                9,972 千円 

    ・事業内容 私立学校教職員の長期給付事業に対する助成 

 ・補助対象 日本私立学校振興・共済事業団 

⑤私立学校教職員退職金積立補助                 22,087 千円 

 ・事業内容 私立学校教職員の退職金給付事業に対する助成 

 ・補助対象 秋田県私立学校教職員退職金財団 

      

（12）私立専修学校・各種学校運営費補助金                         ２９,９９９ 

    私立学校教育の振興を図るため、私立専修学校の運営費の一部を助成する。 

 

 

（13）看護系大学・短期大学運営費補助金                         ４２４,６４９ 

    地域の医療・福祉を担う資質の高い人材を育成・確保するため、看護・福 

祉系大学等の運営費の一部を助成する。 

 

 （14）学校・家庭・地域連携総合推進事業                     ４５,８２５ 

        地域全体で教育に取り組む体制づくりを推進するため、学校・家庭・地域 

の連携協力を進める市町村に対し助成する。 

①県運営協議会・指導者研修会・研究協議会等          1,325 千円 

・事業内容 県事業の推進協議と人材育成及び周知啓発等 

      ・補 助 率  国 1/3 

       ②放課後子ども教室推進事業                   30,000 千円 

          ・事業内容 子どもの安全な居場所の確保と学習機会の提供 

         ・補 助 率  国 1/3、県 1/3 

       ③学校支援地域本部事業                   11,000 千円 

・事業内容 地域住民による支援体制の構築と教育環境の充実 

・補 助 率 国 1/3、県 1/3 

      ④わくわく土曜教室推進事業                3,500 千円 

    ・事業内容 子どもの安全な居場所の確保と学習機会の提供 

・補 助 率 国 1/3、県 1/3 

 

（15）能代松陽高等学校建設事業                         ５９３,８２６ 

平成 25 年４月に開校した能代松陽高校の体育館棟を整備する。 

・総 事 業 費 約 43 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 23～28 年度（建築工事分） 

・供 用 開 始 体育館棟（第２アリーナ） 平成 27 年 11 月（予定） 
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 （16）秋田中央高等学校整備事業                          ９４７,７７９ 

     秋田中央高校の現敷地と旧盲学校敷地を活用し、新校舎等を整備する。 

・総 事 業 費 約 46 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 24～28 年度（建築工事分） 

・27 年度事業 体育館棟の建設、太陽光発電設備設置 

・供 用 開 始 平成 28 年４月（予定） 

 

 （17）秋田工業高等学校整備事業                       １,９８７,８５１ 

秋田工業高校の現敷地に新校舎等を整備する。 

・総 事 業 費 約 66 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 24～29 年度（建築工事分） 

・27 年度事業 校舎棟・実習棟の建設、太陽光発電設備設置 

・供 用 開 始  平成 28 年 12 月（予定） 

 

 （18）角館高等学校等整備事業                           １,３１６,０８３  

角館高校の敷地に統合高校の全日制課程を整備するとともに、旧角館南高 

校の敷地に統合高校の定時制課程及び大曲養護学校せんぼく分校を整備す 

る。 

・総 事 業 費 約 45 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 25～28 年度（建築工事分） 

・27 年度事業  全日制：太陽光発電設備設置 

定時制：校舎改修、解体工事 

せんぼく分校：校舎棟の建設 

・供 用 開 始 全日制：平成 27 年 12 月（予定） 

       定時制：平成 28 年４月（予定） 

       せんぼく分校：平成 28 年４月（予定） 

 

 （19）大館地区統合高校（仮称）整備事業                            ２,９６８,１３３ 

大館地区の３校（大館工業高校、大館桂高校、大館高校）を統合して新た 

な校舎等を旧大館商業高校跡地に整備する。 

・総 事 業 費 約 49 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 25～28 年度（建築工事分） 

・27 年度事業 校舎棟・体育館棟の建設、実習棟改修など 

・開 校 日 平成 28 年４月（予定） 

 

（20）大曲農業高等学校整備事業                      １,８６２,０３３ 

大曲農業高校の現敷地に新校舎等を整備する。 

・総 事 業 費 約 46 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 25～29 年度（建築工事分） 

・27 年度事業 校舎棟の建設など 

・供 用 開 始 平成 28 年４月（予定） 
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（21）秋田地区中高一貫教育校（仮称）整備事業                 ７７７,６６８ 

秋田南高等学校を母体とする秋田地区中高一貫教育校の校舎等を整備する。 

・総 事 業 費 約 14 億円（建築工事分） 

・継続費設定 平成 27～28 年度（建築工事分） 

・27 年度事業 体育館棟の建設、校舎改修 

・開 校 日 平成 28 年４月（予定） 

 

 （22） 県北地区定時制基幹校整備事業                       ６,３１７ 

    現大館高等学校に設置予定の県北地区定時制基幹校の校舎整備に係る設計  

    業務を実施する。 

・27 年度事業 基本・実施設計 

・開 校 日 平成 28 年４月（予定） 

 

 （23                     ８,４７２ 

    能代地区統合高校Ⅱ（仮称）の整備に先立ち、能代西高校学校敷地の測量 

    ・登記・不動産鑑定評価を行う。 

 

（24）学校ネットパトロール事業                          ６,５２８ 

    インターネット上の不適切な書き込みの検索・監視を行い、児童生徒のネ 

ットトラブルを防止する。 

    ・対 象 県内の小・中学校、高等学校、特別支援学校 

 

（25） 美術館地域連携推進事業                         ２２,８０７ 

   県立美術館において、秋田の芸術・文化を県内外に積極的に発信するとと 

もに、美術館が多くの県民に親しまれるよう、学校・地域・商店街・他美 

術館と連携した取組を推進する。 

①美術館利用促進事業                      3,271 千円 

 ・事業内容 県内の地域の行事等をモチーフにした大絵画制作・展示、 

       公開シンポジウム 

②アドバイザー会議                    496 千円 

 ・事業内容 学識経験者等で構成されるアドバイザーによる会議を開催 

       し、県立美術館の運営に関する助言を受ける。 

③美術館相互連携事業                        3,240 千円 

 ・事業内容 千秋美術館・近代美術館との連携特別展「秋田への想いと 

       まなざし 藤田嗣治・木村伊兵衛・千葉禎介（仮称）」の 

       開催 

④美術館展示等事業                      15,800 千円 

 ・事業内容 マスコミや近隣商店街等と連携した特別展を開催し、美術 

       館の利用促進・周辺地域の賑わい創出を図る。 

  ・展示予定 「鉄拳のパラパラマンガの世界展（仮称）」 

       「岩合光昭 ねこ・いぬ展（仮称）」 

        「藤田嗣治の小宇宙 私のアトリエへようこそ（仮称）」 
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 （26）県民読書環境整備事業                            １２,７００ 

    「秋田県民の読書活動の推進に関する条例」に基づき、県民が読書に親し 

みやすい環境づくりや県民運動を推進する。 

①地域読書活動推進事業                  7,139 千円   

 県民の読書への関心を高めるため、県民読書の日及び読書週間に合わせ

て読書イベントの開催等を行う。 

・事業内容 読書イベントの開催（作家等による講演） 

「家族で読書おすすめ 50 選」の配布 等         

②地域読書ボランティア育成事業              1,063 千円 

 読み聞かせボランティアのスキルアップを図るため、絵本作家等による 

講演や研修を実施する。 

・開催回数 ３回（県北、県央、県南）  

③プロスポーツ等連携読書推進事業             1,507 千円 

 県民が読書に関心を持つため、県内プロスポーツ選手のおすすめの本を 

紹介したリーフレットを作成し、試合会場や学校等で配布する。 

④県民読書の日啓発事業                  2,991 千円 

 県民が読書に親しむ気運を高めるため、「ふるさと秋田文学賞」の募集 

・表彰を行う。 

 

（27） 訪ロ青年ビジネスチャレンジ事業                        ２３,８８３ 

    本県とロシア極東地域との新たな産業交流の可能性を発掘するため、県内

産業界の若手等を団員とした訪問団を派遣する。 

    ・実施内容 沿海地方との友好提携５周年記念行事開催 

          訪問団員の旅費に対する助成 等 

    ・補 助 率 県 1/2 

      

（28                               １８,１７０ 

    南米への移住者の長年の苦労を労い、絆を強めるため、ブラジル県人会創

立 55 周年記念式典に県訪問団を派遣する。 

    ・実施内容 記念式典出席、３カ国の県人会との交流 

    ・訪問時期 平成 27 年 10 月予定 

 

（29 ブラジル秋田県人会館修繕事業                       １７,０１６ 

    ブラジル県人会活動を支援するため、県人会館の修繕費に対し助成する。 

    ・総工事費 30,569 千円（本体修繕費 22,069 千円、内装・備品経費 8,500

千円） 

    ・構  造 レンガ造り２階建て（391.0ｍ2） 

 

（30）秋田県立大学運営事業                        ３,８１７,４２３ 

 秋田県立大学の円滑な運営を図るため、運営費等の一部について交付金を 

交付する。 

①運営費交付金                      3,675,246 千円 

②共済費負担金                      142,177 千円 
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  （31）国際教養大学運営事業                        １,０９３,９３１ 

国際教養大学の円滑な運営を図るため、運営費等の一部について交付金を 

交付する。 

①運営費交付金                      1,059,017 千円 

②共済費負担金                       34,914 千円 

 

  （32）国際教養大学施設設備等整備事業                      ９７,４９１ 

国際教養大学の教育環境向上のため、施設整備に要する経費を助成する。 

・対象施設 管理棟・講義棟間の連絡ブリッジ 

・構 造 等 Ｓ造２階建（長さ約 84ｍ、幅約２ｍ） 

・供用開始 平成 28 年３月 
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６ 人口減少社会における地域力創造戦略 

 

（１）あきた未来づくり交付金事業                      １,０３６,７００ 

   県市町村未来づくり協働プログラムに基づき実施されるプロジェクトの事 

業展開を支援するため、「あきた未来づくり交付金」を交付する。 

①湯沢市分                                 52,000 千円 

・交付対象 資産活用型ゆざわ地域づくり推進プロジェクト 

・事業内容 まち歩き拠点施設の整備と情報発信 

歴史文化の学びの場づくり 

ジオサイト巡りを推進する基盤づくり 

・交付金額 ２億円（平成 24～28 年度） 

 

②小坂町分 

 ・交付対象 明治百年通りにぎわい創りプロジェクト    51,000 千円 

・事業内容 旧小坂鉄道施設等を活用した「小坂鉄道レールパーク」の 

整備 

「明治百年通り交流促進施設（まちの駅）」の整備 

      広域観光ルートの確立 

・交付金額 ２億円（平成 25～27 年度） 

 

③美郷町分                                 20,000 千円 

・交付対象 県南地域における多様な交流推進による美郷活性化プロジ 

ェクト 

・事業内容 宿泊・スポーツ・歴史文化の交流施設の整備 

交流集客プログラムの実施  

・交付金額 ２億円（平成 25～27 年度） 

 

④北秋田市分                           56,400 千円 

・交付対象 まるごと森吉山観光振興プロジェクト 

・事業内容 森吉山ビジターセンター（仮称）の整備 

森吉山阿仁スキー場の機能強化 

森吉山のイメージアップ 

・交付金額 ２億円（平成 25～27 年度） 

 

   ⑤藤里町分                         35,200 千円 

・交付対象 藤里町「白神」ブランド化プロジェクト 

・事業内容 あきた白神めん羊のブランド化 

新たな白神ブランド食の開発 

林道米代線全線開通等を契機とした活性化 等 

・交付金額 ２億円（平成 25～28 年度） 
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⑥東成瀬村分                               53,000 千円 

・交付対象 雪と共生する東成瀬“仙人郷”創造プロジェクト 

・事業内容 ジュネス栗駒エリアのスポーツツーリズムの推進 

雪冷熱エネルギーの活用による新たな特産品の開発と販売 

促進 

コミュニティの支え合いによる除排雪体制の確立 

・交付金額 ２億円（平成 25～28 年度） 

 

⑦大潟村分                                   24,000 千円 

・交付対象 干拓地の特性を活かした交流人口拡大プロジェクト 

・事業内容 農産物直売所のリニューアルによる食の提供・販売強化 

中央幹線水路での水上スポーツの振興 

ジオパーク環境の充実 

・交付金額 ２億円（平成 25～28 年度） 

 

   ⑧由利本荘市・にかほ市分                 366,200 千円 

・交付対象 鳥海山を核とした広域観光振興プロジェクト 

・事業内容 観光拠点センター等の整備      

鳥海山麓湿原等の魅力向上 

鳥海山麓における広域・周遊アクセスの構築 

・交付金額 各２億円（計４億円 平成 26～28 年度） 

 

⑨羽後町分                                170,900 千円 

・交付対象 食と交流の推進による「うごブランド」発信プロジェクト 

・事業内容 うごブランドを発信する拠点づくり 

      交流人口を拡大する仕組みづくり 

・交付金額 ２億円（平成 26～28 年度） 

 

                              200,000 千円 

・交付対象 クアオルトによるいきいきプロジェクト 

・事業内容 健康づくりプログラムの作成及びサポート体制の構築 

健康づくりの拠点施設等の整備 

町民参加による健康づくりプログラムの推進  

・交付金額 ２億円（平成 27 年度） 

 

                                8,000 千円 

・交付対象 田沢湖再生クニマス里帰りプロジェクト 

・事業内容 田沢湖の再生に向けた環境整備 

田沢湖、角館、西木が連携した体験型ツーリズムの推進  

・交付金額 ２億円（平成 27～28 年度） 
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（２）地域重点施策推進事業                                                 ９０,０００ 

地域の固有課題等を解決するため、地域振興局が重点プロジェクトを推進 

するほか、随時発生する行政ニーズ等に対応する。 

        ・事業内容 各地域振興局が主体的に実施する地域推進施策等 

 

（３）秋田型地域支援システム推進事業                             ９,８８１ 

   人口減少や高齢化が進む地域において、実情に応じた地域支え合い体制の 

構築を進めるため、モデル事業として住民の相談対応を行うワンストップ

窓口を設置する。 

・業務内容 デマンド交通の取組等の支援・調整 

      住民への相談対応 

・実施地区 藤里町 

 

（４）県・市町村協働の地域づくり推進事業                        ５,１６６ 

   人口減少社会を見据え必要な住民サービスの提供を確保するため、県と市 

町村が連携し、効果的・効率的な行政システムの構築を図る。 

   ・事業内容 県と市町村の機能合体の推進、行政運営のあり方研究会開催、 

         市町村間の連携を進める取組への助成(広域連携推進補助金)、 

         生活関連インフラの効率的運営に関する研究 等 

 

（５） 第２期あきた元気ムラづくり総合推進事業                  ２１,９０２ 

地域コミュニティの自立と活性化を図るため、市町村と協働で総合的な集 

落対策の推進や集落、自治体等への支援体制の充実を図る。 

        ①市町村集落対策補完事業                   3,333 千円  

・事業内容 地域コミュニティ戦略会議開催、担当者研修会開催 等 

    ②集落活動広域的支援事業                18,569 千円 

・事業内容 連携・交流の場づくり支援、ＧＢビジネス拡大展開支援 等  

  

（６ 協働推進事業                      １２,９４０ 

       人口減少下において持続的な生活排水処理サービスの提供を図るため、市 

町村と連携し「秋田県生活排水処理構想」の策定を行う。 

 

（７）市町村振興資金貸付事業（市町村振興資金特別会計）                    ２,５００,０００ 

自主的・主体的な地域づくりを推進するため、市町村及び一部事務組合が 

行う公共施設等の整備事業等に対して無利子又は低利の融資を行う。 

 

（８）雪対策推進事業                                 ５７,４３６ 

   雪による様々な被害を防止するため、安全な除排雪作業の普及啓発や共助

組織の立ち上げ支援を行う。 

   ①豪雪地帯対策アクションプログラム推進事業         566 千円 

    雪対策について県の取組状況等を点検し、評価・改善を図るため、検討 

委員会の開催や地域ごとの協議会を開催する。 
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   ②除排雪安全対策推進事業                 1,031 千円 

    雪下ろし作業での事故等を防止するため、様々な方法による安全な除排 

雪作業の普及啓発を行う。 

   ③空き家対策推進事業                     84 千円 

    空き家に関する課題解決のため、市町村との協議会を開催し、情報の共 

有と意見交換を行う。 

   ④共助による除排雪等支援事業               25,755 千円 

    共助組織の立ち上げや活動の継続を支援するため、相談員を配置する。 

   ⑤ 地域の除排雪活動推進事業              5,000 千円 

    地域の除排雪における支え合い体制を構築するため、共助組織の立ち上

げ経費等に対し助成する。 

    ・補助対象 組織立ち上げの際に必要な経費、除雪機械の購入費 

    ・補 助 率 10／10 

・上 限 額 立ち上げ経費 100 千円、機械購入費 300 千円 

    ⑥ 雪に強い安全・安心住宅支援事業           25,000 千円 

     雪下ろし作業での事故を防止するため、住宅の克雪化改修経費への助成

や安全対策用具の貸し出しを行う。 

     ・補助対象 住宅の克雪化改修経費（65 歳以上の高齢者世帯等） 

     ・対象地域 特別豪雪地帯を含む 13 市町村 

     ・補 助 率 10／10（上限額 250 千円） 

 

（９）                             ２１,１９３ 

      ①移住者居住環境整備事業                  11,519 千円  

    本県への移住を促進するため、利用可能な空き家の特定作業を行い、空 

き家の利用を促進する。 

    ・調査内容 空き家の外観調査による居住可否判定 等 

②「あきた暮らし」魅力発信事業                9,674 千円 

    移住希望者に対し本県の移住に関する情報を提供するため、ガイドブッ

クの作成やポータルサイトによる情報発信を行う。 

   ・事業内容 Ａターン移住ガイドブック作成 

         移住ポータルサイトによる既移住者の紹介 

          

（10）官民協働による“脱少子化あきた”総合推進対策事業               １４８,５４４ 

   官民協働で脱少子化に取り組むため、気運の醸成や市町村、民間企業の

様々な取組への支援を行う。 

   ①「ベビーウェーブ・アクション」実践拡大事業        3,778 千円 

    企業等と連携し、少子化対策に関する総合的な普及啓発を展開する。 

    ・事業内容 各種情報媒体（ウェブサイト、ＤＶＤ）を活用した実践的 

取組の普及拡大 

子どもの国づくり推進協定の締結促進 等 

   ②市町村子どもの国づくり支援事業            128,452 千円 

    市町村が地域の実情に応じた独自の少子化対策事業を実施できるよう交 

    付金を交付する。 
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    ・交付対象 出会い・結婚支援事業 

          生み育てやすい環境づくりのための事業等 

   ③少子化対策応援ファンド助成事業             12,000 千円 

    秋田県少子化対策基金を活用し、民間団体等による少子化対策の取組を

支援する。 

    ⅰ）次の親世代支援コース 

      ・補助対象 出会い・結婚支援、子育て支援等に取り組む民間団体 

      ・助 成 額 上限 1,000 千円 

    ⅱ）仕事と育児・家庭の両立支援コース 

      ・補助対象 仕事と育児・家庭の両立支援に取り組む企業 

      ・助 成 額 200 千円 

   ④少子化対策応援ファンド基金造成事業             1,968 千円 

    県民や金融機関等からの寄附により、基金に積み立てる。 

   ⑤次の親世代向け普及啓発事業                2,346 千円 

    これから親としての役割を担う世代(高校生等)が、結婚や家庭を持つこ

との意義等について、学び考える機会を提供する。 

・事業内容 少子化対策副読本の作成及び活用（高校生向け） 

      県内専修学校等学生向けキャリアデザインセミナーの開催 

 

（11）出会い・結婚支援事業                              ３６,２１９ 

   あきた結婚支援センターによるマッチングや出張相談の実施等により、出 

会い・結婚支援の充実を図る。 

   ・事業内容 あきた結婚支援センターの運営費負担金 

        

（12）妊娠・出産への健康づくり支援事業                       １３７,７１２ 

    ①幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業         127,516 千円 

不妊治療に取り組む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、国の補助制度 

に県単独で上乗せし、治療費に対し助成する。 

・助成回数  

新規申請者 39 歳以下 通算９回まで 年間の回数制限なし 

       ※７回目以降は県単独事業 

        40 歳以上 通算３回まで 

  継 続 者 年齢制限なし 通算 15 回まで 年３回まで  

最長５年間 

     ※15 回のうち５回分は県単独事業 

・助成金額 １回あたり 20 万円まで 

            国庫補助事業 15 万円（国 1/2、県 1/2）＋５万円（拡 

充分 県 10/10） 

            県 単 独 事 業 20 万円（県 10/10） 

            男性不妊治療 10 万円（県 10/10）（拡充） 

    ②難聴児補聴器購入費助成事業                            1,182 千円 

     聴覚障害児の補聴器購入助成を行う市町村に対し助成する。 

・補 助 率  県 1/3 
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    ③その他                           9,014 千円 

     ・妊婦歯科健康診査事業を行う市町村に対する助成 

     ・中学生や高校生などに対する健康教育の実施 

     ・(一社)秋田県助産師会と連携した、健康課題に関する相談体制充実等 

 

（13）子育てしやすい職場づくり推進事業                         ６,９５９ 

   働きながら子育てしやすい職場づくりを促進するため、企業の意識啓発や

一般事業主行動計画の策定支援等を行う。 

   ・事業内容 両立支援推進員による企業訪問、企業への専門アドバイザー

（社会保険労務士）の派遣「子ども職場参観日」実施企業の

拡大、子育て応援企業表彰の実施等 

 

（14）男女共同参画推進事業                              １２,４８２ 

  意欲に応じて男女が共にあらゆる分野で活躍できる社会の実現を目指す。 

   ①地域連携ネットワーク推進事業                   854 千円 

    男女共同参画の推進のため、男女共同参画推進月間に、市町村と協働で 

啓発活動を行う。 

第４次男女共同参画推進計画策定事業             1,329 千円 

 今後５年間の男女共同参画社会形成の取組に関する計画を策定する。 

③女性の再チャレンジ支援事業                 10,299 千円 

 結婚・出産等に伴い離職した女性などを対象に、再就職や起業に向けた 

セミナーを開催する。 

 

（15）                 ３,６７７,５７７ 

幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、市町村が私立の幼稚園、 

保育園及び認定こども園に支弁する運営費の一部を助成する。 

①施設型給付                     3,589,853 千円 

 ・事業内容 各施設運営費の一部負担 

  ・補助対象 市町村 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4（補助分） 

       県 1/2、市町村 1/2（県単分） 

②地域型保育給付                    87,724 千円 

 ・事業内容 小規模保育事業及び事業所内保育事業の運営費の一部負担 

 ・補助対象 市町村 

 ・負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 

 

（16                        ２６９,９４７ 

幼児期の学校教育・保育環境の充実を図るため、地域の実情に応じて市町 

村が行う取組に対し助成する。 

①一時預かり事業                    139,035 千円 

 ・事業内容 乳幼児の一時預かりを行うための経費に対する助成 

 ・負担割合 国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 
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②延長保育事業                       54,645 千円 

 ・事業内容 通常の利用日や利用時間以外に引き続き保育を行うための 

経費に対する助成 

 ・負担割合 国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 

③病児保育事業                     76,267 千円 

 ・事業内容 病児や病後児について一時的に保育等を行うための経費に 

       対する助成 

 ・負担割合 国 1/3、県 1/3、市町村 1/3 

 

（17）私立幼稚園運営費補助金                          ４７２,８３３ 

私立幼稚園教育の振興を図るため、運営費等の一部を助成する。 

①一般補助                       300,002 千円 

 ・事業内容 人件費を含む経常的経費に対する助成 

 ・補助対象 私立幼稚園 16 園 

   ②特別支援教育費補助                      70,298 千円 

 ・事業内容 特別支援教育を行うための経費に対する助成 

 ・補助対象 障害児が在籍する私立幼稚園 

   ③預かり保育推進事業費補助                    48,000 千円 

 ・事業内容 預かり保育を行うための経費に対する助成 

 ・補助対象 預かり保育を実施する私立幼稚園 

④私立幼稚園教職員共済事業補助                 16,976 千円 

    ・事業内容 私立幼稚園等教職員の長期給付事業に対する助成 

 ・補助対象 日本私立学校振興・共済事業団 

⑤私立幼稚園教職員退職金補助                  37,557 千円 

 ・事業内容 私立幼稚園等教職員の退職金給付事業に対する助成 

 ・補助対象 秋田県私立学校教職員退職金財団 

 

 （18）保育所整備等特別対策事業                                       ２７５,０４６ 

    保育所や認定こども園の施設整備、市町村が実施する保育の質の向上のた 

    めの研修等に対し助成する。 

    ①保育所等整備事業                    171,991 千円 

     ・補 助 先 ２施設 

・補 助 率 県 5.5/10 

    ②認定こども園整備事業                 101,955 千円 

     ・補 助 先 １施設 

 ・補 助 率 県 1/2 

       ③保育士研修等事業                    1,100 千円 

     ・補 助 先 市町村 

     ・補 助 率 県 1/2 

 

（19）児童手当県負担金                                       ２,１３７,４００ 

中学生以下の子どもの数等に応じて支給される児童手当のうち、県負担分 

について市町村へ交付する。 
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（20）福祉医療費等助成事業（乳幼児・小学生分）                           ８３１,８１３ 

子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児及び小学生の医療費    

に対し助成する。 

・補助対象 乳幼児及び小学生の医療費自己負担分の１／２ 

・自己負担 1/2（１医療機関 1 カ月当たり上限 1,000 円） 

・補 助 先 市町村 

・補 助 率 県 1/2 

 

 （21）すこやか子育て支援事業                                             １,１４６,２５３ 

       子育てにかかる経済的負担の軽減を図るため、乳幼児の保育料等に対し助 

成する。 

    ①保育料助成事業                                   1,052,649 千円 

・事業対象 ０～６歳児の保育料 

（一定基準を超える所得の世帯を除く） 

・補 助 率 低所得世帯 1/2 

その他の世帯 1/4 

・負担割合 県 1/2、市町村 1/2 

②ひとり親家庭児童保育料助成事業                           93,604 千円 

・事業対象 ひとり親家庭の０～６歳児の保育料 

（一定基準を超える所得の世帯を除く） 

・補 助 率 1/2 

・負担割合 県 1/2、市町村 1/2 

 

（22）子どもの居場所づくり促進事業                                          ６１３,５０８ 

       

        ①放課後児童健全育成事業                         519,106 千円 

         ・クラブ数 242 クラブ 

      ・補 助 率  国 1/3、県 1/3 

    ②障害児受入推進事業                         33,692 千円 

・クラブ数 38 クラブ 

・補 助 率  国 1/3、県 1/3 

③小規模放課後児童健全育成事業                   1,560 千円 

・クラブ数 ４クラブ      

・補 助 率  県 1/2 

    ④放課後子ども環境整備事業                              21,645 千円 

     ・補助対象 改修や備品購入に要する経費 

     ・補 助 先 能代市ほか７市町村 

    ・補 助 率 国 1/3、県 1/3 

    ⑤放課後児童クラブ整備事業                              31,408 千円 

     ・補助対象 児童クラブの創設等に要する経費 

     ・補 助 先 横手市、大仙市 

    ・補 助 率 国 1/3、県 1/3 
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   ⑥ 放課後児童支援員認定資格研修事業           6,097 千円 

    放課後児童クラブに配置が必須となる放課後児童支援員の認定に必要な 

研修を実施する。 

・実施回数 ３回（県北・中央・県南） 

・対 象 者 放課後児童クラブに勤務している職員 

・実施方法 民間団体に委託 

 

（23）地域の子育て力向上事業                                                ５,９３１ 

       子育て支援を促進し、地域ぐるみの支援体制を構築するため、情報発信や 

子育て関係者のネットワーク化等を図る。 

    ①子育て家庭優待事業                                 1,613 千円 

社会全体で子育て家庭を支えていく気運を醸成するため、「あきた子育 

てふれあいカード」の利用促進を図る。 

    ②地域子育て支援推進事業                 2,209 千円 

     子ども・子育て支援推進協議会の開催や支援団体表彰等を実施する。 

    ③子育て支援団体等育成・ネットワーク事業          2,109 千円 

     地域での子育て支援活動に関する研修等の開催、子育て支援団体と行政 

等との情報交換やネットワーク化を図る。 

・事業内容 子育て支援者研修会、病児・病後児サポーター養成講習会、 

合宿交流会（１泊２日）等 

・対 象 者 子育て支援団体、育児サークル、市町村等 

 

 

（24） 社会的養護推進事業                                         １，２１９ 

       社会的養護が必要な児童の里親委託の推進や児童養護施設に入所している

児童の安全・安心の向上を図るための研修等を行う。 

    ①里親委託推進事業                                     381 千円 

・事業内容 里親制度の普及啓発や専門里親研修に係る旅費の助成 

②社会的養護向上促進事業                                  838 千円 

・事業内容 児童養護施設に入所している児童の安全・安心向上に向け 

た研修会の開催等 

 

（25）秋田を支える人材確保支援事業                        ２６,１０１ 

        県外在住者のＡターン就職促進や県内企業の人材確保等を図るため、マッ 

チング機会の提供や各種支援を行う。 

①秋田で就職応援団（Ａターン）事業             14,269 千円 

 ・事業内容 Ａターン促進専門員による相談、就職面接会の開催等 

    ②雇用労働アドバイザー配置運営事業             11,832 千円 

     ・事業内容 労働関係法令やＡターン制度の周知、求人開拓等 

     ・配 置 先 雇用労働政策課、各地域振興局（秋田を除く） 

 

98

0123456789



 

 

【基本政策】 

１ 県土の保全と防災力強化 

 

（１）災害対応力強化事業                            １０,７２７ 

   ①県市町村職員災害対応力強化事業              1,211 千円 

    県及び市町村職員を対象に実践的な災害対応訓練を実施する。 

   ②地域防災力向上推進事業                 5,000 千円 

        秋田大学地域創生センターの「地域防災部門」と連携し、地域防災力向 

上に資するシステムに関する調査研究や地域で防災を担う人材の育成を 

実施する。 

   ③防災ポータルサイト管理事業                1,128 千円 

    平成26年度にリニューアルした本県の防災情報を一元的に提供する防災 

ポータルサイトを運用する。 

                 2,600 千円 

     緊急対処事態への対応能力向上を図るため、国と共同で図上訓練を実施 

     する。 

                       788 千円 

      火山防災対策の強化のため、火山防災協議会を設置・運営する。 

 

（２）地域防災力強化事業                               ２,７０８ 

    ①自主防災組織育成強化事業                 1,327 千円 

     自主防災組織の育成強化を図るため、防災士を「自主防災アドバイザー」 

     として県内各地に派遣するとともに、自主防災組織のリーダーを対象と

した研修会を開催する。 

   ②防災訓練事業                       1,381 千円 

    災害対応能力の向上を図るため、夏期及び冬期に総合防災訓練を実施する。 

    ⅰ）夏期総合防災訓練（仙北市との共催） 

      ・開 催 日 平成 27 年８月（予定） 

      ・訓練内容 地震、火山活動による避難、避難所開設、観光客避難 等 

    ⅱ）冬期総合防災訓練（由利本荘市との共催） 

      ・開 催 日 平成 28 年１月又は２月（予定） 

・訓練内容 積雪時における避難、消火訓練 等 

 

（３）防災学習促進事業                            １３,７４５ 

   実践的な防災意識の向上を図るため、防災学習館や地震体験車を広く県民 

に活用してもらい、擬似体験学習の場を提供する。 

 

（４                          ３７,９３８ 

    新たに国から示された断層モデルによる津波浸水シミュレーション等を実 

施し、津波浸水想定を設定する。 
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（５）県立学校天井等落下防止対策推進事業                     ２８４,９８１ 

   屋内運動場等の天井落下を防止するため、天井撤去工事等を行う。 

 ・対象施設 ８校（10 室） 

 

（６）建設業経営基盤強化支援事業                       １０,０５９ 

    地域の安全・安心を支える建設業者の経営基盤の強化を促進するため、新 

たな事業活動の取組等に対して支援する。 

    ・対象事業 成長分野展開又は新技術・新工法の導入等に資する事業 

    ・限 度 額 500 万円 

・補 助 率 県 1/2 

 

（７ 建設業担い手確保育成支援事業                      ３６,５３０ 

   建設業の振興と担い手の県内定着を促進するため、建設業団体等が実施 

する若年者に対する情報発信や若手・中堅技術者等の確保・育成の取組 

に対して支援する。 

①建設業魅力発信事業                  9,792 千円 

  建設業への就職が期待される若年者等を対象として、建設業の魅力を 

発信する活動を行う。 

②建設業若手技術者育成事業               2,365 千円 

 県内の若手技術者を対象に、技術力向上のための講習を実施する。 

③建設業キャリアアップ事業               24,373 千円 

  県内の建設企業に中堅技術者等を対象として、処遇改善につながる資 

格の取得や雇用管理能力の向上等のための研修会を開催する。 

 

（８）特定建築物耐震化支援事業                           １１,９０５ 

    不特定多数の者が利用する民間の大規模な建築物等について、耐震改修 

促進法で義務付けられた耐震診断に対し助成する。 

    ・実施主体 対象建築物の所有者 

    ・対 象 数 １施設 

   ・補 助 率 国 1/2、県 1/3 

 

＜債務負担行為＞ 

                   （１,４６８,９９６） 

   平成 11 年３月から運用している消防防災ヘリコプターについて、機体及 

び使用資機材を更新する。 

   ・事業期間 平成 27～28 年度 
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【公共事業】                                ７３,１３１,９６４ 

 

公共事業については、農業生産基盤の整備や道路・橋りょうの老朽化対策、豪雨等自然災害への

対応などに積極的に取り組んでいく。 

    H26 当初        H27 当初            増減       前年対比              

    (A)              (B)              (B)-(A)        (B)/(A) 

補  助      ３８９億円       ３９９億円       ＋１０億円        102.5％ 

単  独     １９０億円       ２００億円     ＋１０億円       105.4％ 

災  害      ４９億円        ４６億円      △３億円        94.2％ 

直  轄     １０１億円         ８６億円     △１５億円        85.5％ 

合  計     ７２９億円       ７３１億円       ＋ ２億円       100.3％ 

 

                              （単位：百万円） 
             【H26 当初】     【H27 当初】     【増 減】 
               

【合  計】           72,880             73,132               ＋252 

○国 庫 補 助 事 業          38,874              39,860               ＋986 

 ・土 地 改 良           9,598               9,879               ＋281 

 ・道路・橋りょう          12,512              12,795              ＋283 

  ・林     野           6,619               6,475              △144 

 ・砂       防             1,681               1,697               ＋ 16 

 ・河     川           1,952               1,977               ＋ 25 

 ・農 地 防 災           1,374               1,505               ＋131 

 ・水 産 基 盤            1,552               1,437               △115 

 ・そ  の  他         3,586               4,095               ＋509 

○県 単 独 事 業         18,961              19,988             ＋1,027 

 ・ 道      路           11,624              12,406               ＋782 

 ・河     川           5,028               5,249               ＋221 

 ・砂       防               720                 751               ＋ 31 

・街        路            146                 152               ＋  6 

 ・そ  の  他           1,443               1,430               △ 13 

《補 助＋県 単》         57,835              59,848             ＋2,013 

【災害復旧事業】           4,886               4,604               △282 

  ・土     木           3,360               3,103               △257 

 ・耕     地          1,144               1,144                   0 

 ・林     野            282                 257             △   25  

 ・漁     港            100                 100                   0 

【国直轄事業負担金】           10,159               8,681             △1,478 

 ・土     木           7,938               8,073               ＋135 

 ・耕     地           2,221                 608             △1,613 

《補助＋県単＋直轄》       67,994              68,528               ＋534  

（端数処理により積み上げと合計が合わない場合がある。） 
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※ 公共事業の主な事業 

 

（１）地方道路交付金事業（道路整備費分）                  ３,４８６,０００ 

       ・実施箇所 大館能代空港西線（鷹巣西道路）外 17 箇所 

（主な箇所）  

    大館能代空港西線（鷹巣西道路）              419,000 千円 

    高速道路との連続性を図るため、日本海沿岸東北自動車道「二ツ井白神～ 

あきた北空港間」における「現道活用案」の一部として整備する。 

    ・全体計画 延長 5.25ｋｍ 

    ・総事業費 66 億円 

    ・事業期間 平成 24～29 年度（予定） 

 

（２）河川改修事業                            １,９７７,０００ 

・実施箇所 三種川、下内川、新波川 外 20 箇所 

 

（３）土砂災害防止法基礎調査                          ６９３,０００ 

住民の危機意識啓発や市町村の避難警戒体制の整備を促すため、法に基づ 

き土砂災害危険箇所を調査し土砂災害警戒区域等の指定を行う。 

・実施内容 砂防基盤図作成、基礎調査の実施、土砂災害警戒区域の指定 等   

    ・H27 年度実施箇所 1,100 箇所  

 

 （４）海岸侵食対策事業                                 ２２,０５０ 

        津波から住民の生命・財産を守るため、港湾区域における防潮堤等の津波 

対策について調査・検討を行う。 

     ・実施地区 能代港、船川港、秋田港 

   

（５）セリオンリスタ改修事業（県単港湾整備事業）                 ８９,３００ 

既存施設の有効活用を図るため、老朽化した屋根等の改修工事を行う。 

    ・事業内容 屋根改修、広場拡張 

  

（６）経営体育成基盤整備事業                        ７,４４０,５３０ 

   より効率的で安定的な農業を確立するため、農地を担い手へ集積し、区画 

整理、暗渠排水、用排水路、農道等の生産基盤の整備を実施する。 

   ・実施箇所 藪台地区 外 45 地区 

   （主な箇所） 

藪台地区（大仙市）                                   787,060 千円 

・全体計画 区画整理 213.3ha 

    ・総事業費 39 億円 

    ・事業期間 平成 24～29 年度（予定） 

 

（７）造林補助事業                             ２,３７７,２６８ 

   多面的な機能が十分発揮できる森林を育成するために実施する植栽、下刈、 

間伐等の適正な森林整備について助成する。 
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２ 県民総参加による環境保全対策の推進 

 

 （１）大気汚染常時監視網整備事業                           ５,５２４ 

    県民の健康の保護等を図るため、微小粒子状物質（PM2.5）の成分分析を行 

うとともに、大気汚染物質測定機器の更新等を行う。 

 

（２）八郎湖「わがみずうみ」創生事業                       ５８,０３９ 

    八郎湖の再生に向け、各種水質保全対策を実施する。 

    ①発生源対策事業                     2,815 千円 

     ・事業内容 工場・事業場の排水基準検査、高度処理型合併浄化槽設置 

助成、水質保全型農業の普及啓発活動等 

    ②湖内浄化対策事業                   18,281 千円 

     ・事業内容 シジミによる水質浄化試験、方上地区の自然浄化施設の活 

用や Ca もみ殻炭によるリン回収、湖辺植生回復環境整備 

    ③アオコ対策事業                    22,867 千円 

     ・事業内容 アオコ抑制装置の設置、高濃度酸素水供給装置による底泥 

の改善、カメラによるアオコの常時監視 

    ④調査研究等推進事業                   9,819 千円 

     ・事業内容 水質環境基準等調査、研究者等で組織する八郎湖研究会に 

よる調査研究、水質解析モデルによる対策効果検討 

⑤湖沼水質保全計画推進事業                4,257 千円 

     ・事業内容 地域住民等との協働活動、環境教育の推進、第２期計画の 

進行管理等  

 

                       ２９,２５０ 

    八郎湖（調整池）の中でも特に著しい停滞水域である大久保湾の水質改善 

に向け、新たな湖内浄化対策の検討・実証を行う。 

①湖内下層ＤＯ等改善対策事業                  24,821 千円 

・事業内容 高濃度酸素水を湖内下層へ供給し、水質及び底質改善のた 

 めの実証試験を行う。  

②水の流動化対策検討事業                      4,429 千円    

・事業内容 既存農業水利施設の実態等を調査・把握し、農業水利施設 

      を活用した効果的かつ効率的な水の流動化対策を検討する。 

 

（４）地球温暖化総合対策事業                            １７,８９０ 

    地球温暖化防止に関する普及啓発や事業所等における省エネの取組支援を 

行い、温室効果ガスの排出量の削減を図る。 

    ①県民総参加実行事業                   7,021 千円 

     ・事業内容 あきたエコ＆リサイクルフェスティバル開催への支援、地 

球温暖化防止活動拠点への支援等 

     ②民生家庭部門温暖化対策事業               1,977 千円 

     ・事業内容 住宅展示場と連携した省エネ住宅の普及啓発や、県民参加 

型のキャンペーンの実施 
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③温暖化対策人材育成支援事業                5,133 千円 

・事業内容 研修会等の開催、情報紙の発行 

④地球温暖化対策推進計画等広報啓発事業          2,615 千円 

      ・事業内容 地球温暖化防止に関するリーフレット作成等 

⑤事業者温暖化対策推進サポート事業            1,144 千円 

      ・事業内容 事業者向け情報交換会・研修の実施、企業・事業所等訪問 

           による個別支援の実施 

 

（５）能代産業廃棄物処理センター環境保全対策事業               １０５,０３９ 

    「産廃特措法」の規定により定めた実施計画に基づき、環境保全対策を実 

施する。 

    ・事業内容 汚水処理施設の維持管理 

促進酸化施設設置工事 

環境モニタリング調査の実施等 

 

（６）環境保全センター整備事業（環境保全センター事業特別会計）         ２１０,５７６ 

    県内の産業廃棄物の適正処理を推進するため、既設処分場の嵩上げ工事等 

を行うとともに、新規処分場整備に着手する。 

①既設処分場整備事業                     116,615 千円 

・事業内容 Ｄ区Ⅰ期処分場嵩上げ工事 

      Ｃ区水処理施設更新及び建屋修繕工事 

②新規処分場（Ｄ区Ⅱ期）整備事業                93,961 千円 

・総事業費 約 45 億円 

・事業期間 平成 27～31 年度 

・２７年度事業 Ｄ区Ⅱ期処分場基本設計 

      現地測量、地質調査、生活環境影響調査 

・供用開始 平成 32 年４月（予定） 

 

（７）県単自然公園等施設整備事業                               ４２,７１１ 

    自然公園内の自然環境の保全と利用者の安全性・快適性の向上を図るため 

施設の修繕や改修を行う。 

・整備箇所 十和田八幡平国立公園 阿弥陀池公衆トイレ改修 

           見返峠下駐車場公衆トイレ改修 

           焼山避難小屋改築設計 

田代岳県立自然公園  ９合目湿原木道改修 

太平山県立自然公園  旭又園地公衆トイレ改修設計 

森吉山県立自然公園  森吉山避難小屋外壁等改修設計 

八森岩館県立自然公園 鹿の浦園地公衆トイレ改修   等 

 

 

（８）白神山地利活用推進事業                                   ６,７０３ 

        世界遺産地域を将来にわたって保全するとともに、自然体験等を通じて適 

切に利活用するための取組を行う。 
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     ①白神山地環境保全教育推進事業                 1,089 千円 

県央・県南地区の小学生を対象とした自然体験教室を実施する。 

    ②白神山地の魅力再発掘事業                       346 千円 

自然とふれあう機会を増やすため、新しい登山ルートの開設や既存ルー 

ト等のさらなる活用法を検討する。   

③白神山地総合ガイド育成事業                    1,197 千円 

白神ガイドのレベルアップを目的として、ガイド技術や安全管理につい 

ての講習会や意見交換会を開催する。 

④白神山地世界遺産センター活動協議会負担金等            2,071 千円 

    ⑤ 秋田白神新緑祭開催事業                2,000 千円 

     環境保全に対する意識の啓発を図るため、行政、観光団体、ガイド団体 

が一体となりエコツーリズムイベント等を実施する。 

 

 

（９）野生鳥獣適正管理推進事業                                  ８,８００ 

    新規狩猟者の確保に向けた普及啓発を行うとともに、鳥獣保護法改正によ 

る特定鳥獣保護管理計画策定のため、ニホンジカ等の生息状況を調査する。 

①狩猟と野生鳥獣管理の普及啓発事業                  537 千円 

狩猟に対するイメージの向上や魅力を発信するため、フォーラムを開催 

する。 

    ② 事業                  8,263 千円 

ニホンザル、ニホンカモシカ、ニホンジカ及びイノシシの生息調査を実 

施し、特定鳥獣保護管理計画の改定に反映させる。 

  

 （10）十和田湖周辺環境保全事業                               ９,７２８ 

    美しい十和田湖を未来に引き継ぐため、環境への意識向上を図るとともに、 

利用しやすい施設環境を整備する。 

①自然環境保全事業                          7,789 千円 

発荷峠第二公衆トイレ改修 

発荷峠駐車場案内表示盤撤去 

十和田湖周遊線歩道整備  

    ②環境教育・モニタリング事業                      1,939 千円 

ⅰ）環境教育事業 

十和田湖周辺在住の親子を対象に、環境保全の意識の醸成を図るた 

め、環境学習を行う。 

 ⅱ）水生植物生育状況調査 

   十和田湖の環境指標となる水生植物の生育状況調査を実施する。 

 

（11）日本型直接支払交付金事業                        ４,５８０,０５０ 

農業農村の多面的機能を維持・発揮するため、地域活動や営農継続等に対   

し支援する。  
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（12）秋田県水と緑の森づくり税事業                      ４９１,９２８ 

   地球温暖化の防止、県土の保全、水源かん養等の公益的機能を有する森林 

を健全に守り育て、次代に引き継いでいくため、ハード・ソフトの両面か 

ら森林環境の保全に取り組む。 

   ①秋田県水と緑の森づくり事業              415,815 千円 

    ・事業内容 針広混交林化のための誘導伐、松くい虫被害やナラ枯れの 

枯死木伐採、放牧跡地への広葉樹植栽、森林公園の整備等 

   ②秋田県水と緑の森づくり推進事業                        76,113 千円 

    ・事業内容 森林ボランティア団体等が行う森づくり活動への助成 

森林環境教育への助成、県森林祭等の開催 

          森づくり活動をサポートするワンストップ窓口の運営等 

 

（13）森林病害虫等防除対策事業                        ２７３,３６９ 

   近年被害が拡大傾向にある松くい虫被害やナラ枯れ被害を防止し、県民の 

財産や生活環境を守るとともに、森林の持つ公益的機能の維持拡大を図る。 

   ①松くい虫被害先端地域特別対策事業           115,100 千円 

    ・対象地域 松くい虫発生先端地域（能代山本地区等） 

    ・実施内容 伐倒駆除、薬剤散布等 

   ②松くい虫防除対策事業                                 141,805 千円 

    ・対象地域 県営林、市町村営林等 

・実施内容 被害調査、伐倒駆除、薬剤散布、樹幹注入等 

   ③ナラ枯れ予防対策事業                                  16,464 千円 

    ・対象地域 景勝地等 

・実施内容 伐倒駆除、樹幹注入 

 

３ 若者の育成支援と男女共同参画の推進 

 

（１）子ども・若者育成支援推進事業                         １８,０５７ 

   若者の社会参加促進のため、若者団体のチャレンジを支援するほか、社会 

   的自立に困難を抱えている若者を地域で支える体制を整備する。 

    ①青少年健全育成事業                      1,230 千円 

青少年健全育成秋田県大会の開催や第２期「あきた子ども・若者プラン」 

の策定等を行う。 

                            7,285 千円 

ⅰ）地域の若者応援事業 

   県内３地区で全県若者会議を開催するとともに、若者団体相互のネッ 

   トワークづくりの促進やＳＮＳ等による情報提供の支援を行う。 

 ⅱ）子ども・若者活躍推進事業 

   地域課題解決に取り組む若者を育成するため、地域の元気創出のため 

   の取組を市町村と連携して行う若者団体等に対して支援する。 
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    ③若者の自立支援事業                        9,542 千円 

ⅰ）若者の居場所づくり促進事業  

   市町村と連携し、若者やその家族の「居場所」づくりのための支援を 

   行う。 

 ⅱ）地域若者サポートステーション活用事業 

   国や市町村等と連携して、若者の就業に向けたジョブトレーニング等 

を実施するとともに、若者の社会貢献活動の参加を促す。 

 

                            ７,６０３ 

   女性の活躍を推進するため、経済団体等と連携して、女性の登用や起業に向 

けた支援を行うとともに、地域における意識啓発を図る。 

・事業内容 あきた女性の活躍推進会議（仮称）の設置 

女性の活躍推進セミナー等の開催 

地域における意識啓発イベントの開催 

 

４ 安全で安心な生活環境の確保 

 

（１）消費生活安全・安心事業                           ３８,５３７              

   県及び市町村の消費生活相談体制の充実を図るとともに、消費者教育を推 

進する。 

①消費生活安全・安心事業                  5,903 千円  

    ・事業内容 県相談員の巡回による市町村の取組支援                

          県民向け啓発講座の開催 

           各種啓発冊子の作成・配付 

   ②消費生活安全・安心支援事業                    32,634 千円 

    市町村が行う消費生活相談員の配置等に対し助成する。 

・補 助 先  市町村 

・補 助 率  県 10/10  

 

（２）あきた安全安心住まい推進事業（住宅リフォーム推進）          １,０３５,０００ 

・補助内容 住宅の増改築・リフォーム工事で、県内に本店を置く建設業 

者等が施工するもの（工事費 50 万円以上、設備機器購入のみ 

の場合は除く） 

・補助戸数 9,000 戸 

・補 助 率 補助対象工事費の 10％、限度額 15 万円 

 

（３）下水道事業（改良分・下水道事業特別会計）              ２,８７９,６２０ 

   水域の水質保全と生活環境の整備を図るため、下水道施設の整備及び更新 

を行う。 

   ①流域下水道事業                                     2,753,840 千円 

    臨海（秋田市等）、大曲、横手、大館及び鹿角の各処理区に係る処理施 

設の整備及び更新を行う。 

    ・主な事業 臨海処理センター川尻ポンプ場新設等 
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   ②十和田湖公共下水道改築更新              125,780 千円 

    十和田湖の水質・環境保全及び観光の振興を図るため、処理施設の改築 

    更新を行う。 

    ・主な事業 ポンプ場遠方監視制御設備更新等 

 

（４）市街地再開発事業                            １０１,２７７ 

       土地の高度利用、市街地の環境整備を促進するため、大仙市における市街 

地再開発事業に対し助成する。 

・実 施 地 区  大曲通町地区 

・補 助 率  国 1/3、県 1/6、市 1/6 

        ・事 業 期 間  平成 22～27 年度 

        ・27 年度事業  南街区建築工事等 

 

（５）安全・安心なまちづくり事業                         ２,１１１ 

   県民や地域での防犯意識の向上や高齢者の交通事故防止を図るとともに、 

犯罪被害者等支援体制の充実に向けた検討等を行う。  

   ①安全・安心なまちづくり事業                329 千円  

    ・事業内容 自主的防犯活動の推進や県民の防犯意識の向上 

を図る。 

②犯罪被害者等支援事業                  1,192 千円 

・事業内容 犯罪被害者支援フォーラム等の啓発活動や犯罪 

      被害者等支援基本計画の改定を行う。 

③高齢者交通安全強化事業                  590 千円 

・事業内容 高齢者の事故防止に係る啓発活動を行う。 

 

（６）阿仁熊牧場利活用推進事業                           ２,３３１ 

    北秋田市や施設指定管理者が実施するリピーター確保等の取組に対して支 

援する。 

・事業内容 体験学習会や他施設と連携した企画展示、他県か 

      らの修学旅行等誘致に向けたＰＲ等を実施する。 

 

（７） 動物にやさしい秋田推進事業                        ５,４４１ 

    「人と動物が共生する社会の形成」を目指すため、老朽化が進んだ動物管理 

センターについて、動物愛護機能を備えた施設としての整備を検討する。 

・事業内容 専門家を交え新たな施設の整備構想を検討すると 

      ともに、県民との意見交換等を実施する。 

 

（８）都市計画指導調査事業                                  １２,８２９ 

    ①都市計画基礎調査                   12,064 千円 

都市計画の策定・見直し時の資料に資するため、基礎調査を実施する。 

・調査実施区域 大仙市 
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② コンパクトシティ研究事業                 765 千円 

人口減少社会に対応した持続可能なまちづくりの方策のひとつとして、 

コンパクトなまちづくりについての研究を行う。 

     ・対象者 各市町職員 

 

（９）北秋田警察署改築事業                          ８５３,０６３ 

老朽化した北秋田警察署を改築する。 

・総 事 業 費 約 17 億円 

・継続費設定 平成 26～29 年度（本体工事） 

・27 年度事業 庁舎棟工事 

・供 用 開 始 平成 28 年７月(予定) 

 

（10） 横手警察署改築事業                              １９,９０５ 

老朽化した横手警察署の改築に向けて、設計等を行う。 

・総 事 業 費 約 25 億円 

・継続費設定 平成 27～28 年度(設計委託)、平成 29～31 年度(本体工事) 

・27年度事業 現況調査、地盤調査、基本設計、実施設計 

・供 用 開 始 平成 31 年２月(予定) 

 

（11）警察施設耐震化推進事業                          ４４,６６７ 

   大規模災害発生時の防災拠点等となる警察施設について耐震補強及び耐震 

診断を実施する。 

・事業内容 警察学校体育館耐震化工事、にかほ警察署及び交通機動隊の 

耐震改修工事、婦気北待機宿舎の耐震診断 

 

（12）交通管制システム整備事業                        ４９３,９０１ 

   適正な交通規制を行い、渋滞解消等により県民生活の利便性向上を図るた 

め、交通管制センター中央装置の更新及び交通管制設備の更新・増設を行 

う。 

      ・実施内容 交通管制センター中央装置更新工事、交通監視用カメラ整備 

３基、交通情報板整備１基、光ビーコン更新 25 基  

 

（13）交通安全施設整備・維持管理事業                     ３６６,０５９ 

   安全で快適な道路交通環境を整備・維持するため、道路標示塗装工事及び 

道路標識設置等を行う。 

 

（14）交通信号機整備事業                           ５９４,９４５ 

通学路等の安全確保のため信号機を新設するほか、老朽化した信号灯器等 

を更新する。 

・整備箇所 新設３箇所、制御機更新 100 箇所 
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（15）東日本大震災避難者支援事業                        ２４,７４０ 

    県内避難者の精神的不安の解消と孤立を防止するため、戸別訪問を行うと 

ともに避難者交流センターの運営等を行う。 

    ・事業内容 避難者支援相談員による戸別訪問 

          避難者交流センターの運営 

          支援情報誌「スマイル通信」の発行等 

 

（16）被災者用民間賃貸住宅借上事業                      １４２,２２１ 

    応急仮設住宅として民間賃貸住宅を借り上げ、県内避難者に提供する。 

    ・借上戸数 181 戸 

    ・借上経費 家賃６万円以内（入居者人数５人以上：９万円以内） 

 

（17）県内避難者こころの寄り添い事業                       １,８８６ 

    県内避難者のうち心身の不調を訴え、専門家による相談を希望する方に対 

し、保健師等による個別訪問等きめ細かな取組を行う。 

 

（18）拉致問題対策事業                                ８３７ 

    拉致問題について県民の理解を深めるため、ポスター作成やイベント開催 

等により周知を図る。 

    ・事業内容 啓発ポスター等の作成 

          拉致問題を考える県民の集い開催 

 

 

 

５ ＩＣＴの活用と科学技術の振興 

 

（１）秋田ＩＣＴ戦略事業                              ３,８３０ 

ＩＣＴを活用した地域の活性化を図るため、推進会議による新規ＩＣＴ

事業の掘り起こし等を行う。 

・事 業 内 容 秋田県ＩＣＴ推進会議の開催、職員研修 

・会議検討内容 地域課題の掘り起こし、ＩＣＴ産業の育成等 

・会議開催回数 ３回 

 

（２）社会保障・税番号制度システム整備事業                   ７８,８２５ 

    社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の導入に伴い、関連する各種

システムの構築及び改修を行う。 

・事業内容 統合宛名システムの整備 

      中間サーバー整備費負担金 

 

（３）産学官連携イノベーション創出事業                      ４０,１７３ 

秋田発の新技術や新製品の開発を支援するため、県内企業等と大学等のマ 

ッチング等を行う。 

①秋田産学官ネットワーク推進事業               13,213 千円 
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 各主体の交流や情報共有により産学官連携を推進するため、産学官連携 

コーディネーターによるマッチングや講演会の開催等を行う。 

    ②産学官連携促進事業                     26,500 千円 

     共同研究を促進するため、研究開発の各ステージに対応した競争的研究 

資金を提供する。 

    ⅰ）フィージビリティスタディ支援事業（5,500 千円） 

      ・共 同 調 査   500 千円×７件＝3,500 千円 

      ・試作市場調査 1,000 千円×２件＝2,000 千円 

    ⅱ）研究開発シーズ育成支援事業（3,000 千円） 

      ・1,500 千円×２件 

    ⅲ）重点分野研究開発プロジェクト事業（18,000 千円） 

      ・6,000 千円×３件     

   ③若手研究者人材育成事業                    460 千円 

    次代を担う優れた研究者の育成及び産学官の研究開発を促進するため、 

若手研究者を表彰する。 
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Ⅱ その他 

  

（１）県議会議員選挙費                                  ４７０,１７４ 

平成 27 年４月 29 日に任期が満了することに伴い、県議会議員選挙を実施 

する。 

 

（２）行啓等事務費                                  ８,９３６ 

    「地域伝統芸能全国大会」に御来県される皇族をお迎えする。 
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雇用基金事業一覧





うちH27

1 地域活力創造課
あきたジオパーク情報発信強化事
業

ジオパークの情報発信等を行う。 雇用拡大プロセス 9,664 9,664 2人

2 地域活力創造課 地域支援システムモデル事業 地域課題の解決のための相談窓口の設置等を行う。 雇用拡大プロセス 9,881 9,881 2人

3 地域活力創造課 共助による除排雪等支援事業
高齢者世帯の雪下ろし等除排雪に関する支援を行
う。

雇用拡大プロセス 25,755 25,755 6人

4 地域活力創造課 移住者居住環境整備事業 県内の空き家状況等の調査を行う。 雇用拡大プロセス 11,519 11,519 4人

5 地域活力創造課 「あきた暮らし」魅力発信事業 県外からの移住希望者向け情報発信等を行う。 雇用拡大プロセス 9,674 9,674 2人

6 地域活力創造課
花で健康のまちづくりリーダー養
成事業

「花で健康のまちづくり」に係る業務を行う。 雇用拡大プロセス 2,000 2,000 1人

7 観光振興課 秋田白神ガイド育成事業
白神エリアの総合ガイドとして将来を担う人材の育
成を行う。

雇用拡大プロセス 11,344 4,719 2人

8 秋田うまいもの販売課 県産品売り込み強化事業
首都圏等で開催する物産展等を通じた商品の売り込
みや情報収集等を行う。

雇用拡大プロセス 8,287 3,485 2人

9 障害福祉課 発達障害者支援機能強化事業 発達障害者支援センターの業務に従事する。 雇用拡大プロセス 3,726 3,703 1人

10 男女共同参画課 女性の再チャレンジ支援事業
女性の再就職や起業を支援するためのセミナーや研
修等を行う。

雇用拡大プロセス 16,975 10,299 4人

11 男女共同参画課 若者の居場所づくり促進事業
市町村や社会福祉協議会と連携した若者支援事業を
行う。

雇用拡大プロセス 3,998 3,947 1人

12 産業政策課 中小企業振興コーディネート事業
中小企業振興関連施策の活用に向け、企業と関係機
関との連携調整等を行う。

雇用拡大プロセス 20,141 8,461 4人

13 地域産業振興課 航空機産業等技術者育成事業
航空機産業等に係る機械設計、加工技術等を持った
人材を育成する。

雇用拡大プロセス 21,357 20,354 5人

14 商業貿易課
県内企業海外展開プロセス支援事
業

県内企業への海外展開ニーズ調査等を行う。 雇用拡大プロセス 3,669 3,372 1人

15 雇用労働政策課 若者職場定着支援事業
若年労働者の職場定着促進に向けた経営者や中堅社
員向けセミナーの開催、コンサルタントの派遣等を
行う。

処遇改善プロセス 46,638 43,092

16 雇用労働政策課 キャリアアップ支援事業
正社員化・賃上げに向けた労務管理担当者向けセミ
ナーの開催、コンサルタントの派遣等を行う。

処遇改善プロセス 8,335 8,291

17 雇用労働政策課
緊急雇用創出等臨時対策基金事業
費管理運営費

（基金の管理運営に要する経費） 処遇改善プロセス 389 389

18 建設政策課
建設業担い手確保育成支援事業
（建設業魅力発信事業）

就職希望者向け工事現場見学会や意見交換会の開
催、県内建設企業を紹介するガイドブックの作成等
の魅力発信活動を行う。

雇用拡大プロセス
（非雇用型）

9,792 9,792

19 建設政策課
建設業担い手確保育成支援事業
（建設業キャリアアップ事業）

中堅技術者や管理職等を対象にしたキャリアアップ
研修会を行う。

処遇改善プロセス 24,373 24,373

20 建設政策課
建設業担い手確保育成支援事業
（建設業若手技術者育成事業）

技術習得や建設機械運転資格取得を支援する研修会
を行う。

処遇改善プロセス 3,359 2,365

21 生涯学習課 図書館貴重資料等デジタル化事業
図書館・文学資料館の所蔵資料のデジタル化等の業
務を行う。

雇用拡大プロセス 13,392 12,937 3人

264,268 228,072 40人

No.

合　計

緊急雇用基金事業(地域人づくり事業)

課名 事　業　名 事　業　内　容 類型
事業費（千円）

新規
雇用者数
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